


 

 

はじめに 
 

 
 
日頃、皆さまには格別のご愛顧をいただき厚く御礼申しあげます。 

 ＪＡ大阪中河内は、情報開示を通じて経営の透明性を高めるとともに、当Ｊ
Ａに対するご理解を一層深めていただくために、当ＪＡの主な事業の内容や組
織概要、経営の内容などについて、利用者の皆さまのためにわかりやすくまと

めた｢２０２４ディスクロージャー誌｣を作成いたしました。 
 また、当ＪＡが取り組んでおります、自己改革の実践状況についても記載し
ております。 
 皆さまが当ＪＡの事業をさらにご利用いただくための一助として、是非ご一
読いただきますようお願い申しあげます。 
 今後とも、一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。 
 

令和６年７月 大阪中河内農業協同組合 
 
 

 
 
 

ＪＡ大阪中河内のプロフィール 

 
◇設 立    平成 14 年 6 月  
◇本 店 所 在 地    大阪府八尾市南小阪合町２丁目 2－2   
◇電 話 番 号    072－996－1717（代表） 
◇出 資 金    4,030 百万円     
◇総 資 産    695,262 百万円     

◇単体自己資本比率    13.47％ 
◇組 合 員 数    45,218 人 
◇役 員 数    29 人 

◇職 員 数    482 人（嘱託職員含む） 
◇店 舗 数    本店 1・支店 2５・出張所 3・営農総合センター1 
            営農センター1・営農購買所 4・農産物直売所 7・ 
            介護福祉総合センター1 
 

    ※令和６年３月３１日現在 
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ごあいさつ ディスクロ２０２４

組合員・利用者の皆さまには、ますますご健勝のこととお喜び申し上げます。

平素は、当ＪＡの各事業運営に深いご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

昨年度の日本経済を振り返りますと、ロシア・ウクライナ戦争の長期化や大幅な

円安の進行により、原材料の高騰などによる物価上昇や賃金の引き上げに伴い、コ

ロナ禍を乗り越え緩やかな景気回復基調を取り戻しました。

そのような中、日本銀行が大規模な金融緩和策からマイナス金利政策の解除に踏

み切り、今後の動向が注目されています。

農業を取り巻く環境は、食料安全保障の確保を基本理念とする「食料・農業・農

村基本法」の改正案が国会で審議され、１９９９年の制定以来初の改正に向けた動きが顕著になり、国内農業

に対する期待が高まりつつあります。

このような状況の中、当ＪＡでは、地域農業にとってなくてはならない存在であり続けることを目指して、

「自己改革工程表」に基づく「自己改革実践サイクル」を構築・実践し、「農業者の所得向上」「農業生産の拡

大」「地域の活性化」を推し進めてまいりました。その一環として、地域の方々に農業に親しんでいただき、Ｊ

Ａとのつながりを育むことを目的とする「ＪＡまつり」を毎年各地区で開催しております。

営農経済事業では、農地保全、農業従事者の確保に向けて、農地保全担当者による農地の「貸し手」と「借

り手」のマッチングに注力し、耕作放棄地の解消に努めました。また昨年に引き続き、新規就農者や定年帰農

者を対象に、農作物の生産技術向上並びに農産物直売所「畑のつづき」への出荷促進を目的とする「農業塾」

を開催しました。農産物直売所「畑のつづき」以外の場所で販売を行う農産物移動販売車は順調に稼働し、販

路拡大による生産者の所得向上と地産地消のＰＲに寄与しています。農業支援の一環である農業用機械レンタ

ル事業では、より細やかな組合員ニーズに応える為、各地区の需要に応じてレンタル機種の追加を行いました。

准組合員の地域農業への理解を深め、多様化するニーズや事業運営に関するご意見・ご要望を聞き取り、今

後のＪＡ運営に反映させることを目的に、准組合員イベントモニターとアンケートモニターを引き続き実施し

ました。今年度におきましても、地域農業や経済の発展を共に支えるパートナーである准組合員からの貴重な

声をお聞きする場として、引き続きモニター制度に取り組んでまいります。

信用事業では、利用者や新規申込者のお客様満足度向上を最優先として業務に取り組んでまいりました。資

産相談業務では、令和 年 月より開始された新ＮＩＳＡ制度への対応や、ライフプランセミナーの開催など

を通じて、組合員・地域の方々への相談機能強化に努めました。更には、財産診断の実施や遺言信託の推奨に

より、組合員の資産継承のための提案を通じ、利用者のご要望に対応する体制を整えてまいりました。

組織的な広報活動においては、ホームページ、ポスター、チラシに加えＬＩＮＥの公式アカウントを活用し、

組合員・利用者をはじめとする様々な方へＪＡの情報を発信しました。

最後に私たちＪＡ役職員は、協力組織とともに『農と緑を守り、豊かな地域社会の創造と発展に貢献するＪ

Ａ』を目指し一丸となって取り組んでまいりますので、今後共、一層のご支援・ご協力を賜りますようお願い

申し上げまして、ご挨拶とさせていただきます。

当ＪＡの業務内容ならびに活動状況について、『２０２４ディスクロージャー誌』を作成いたしました。

このディスクロージャー誌により、組合員並びに利用者の皆さまが当ＪＡに一層のご理解を深めていた

だきますことを願いますとともに、あわせて今後ともご指導ご鞭撻を心からお願い申し上げます。

大阪中河内農業協同組合

代表理事組合長 畑中 正史
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経営理念 ディスクロ２０２４

農と緑を守り、

豊かな地域社会の創造と発展に

貢献するＪＡを目指します。

経営方針・中期経営計画 ディスクロ２０２４

◆◆経営方針

◇都市農業の振興と地域の共生
人・自然・環境を大切にした農業の担う役割の再確認と、都市と緑が共生する快適で住

みよい街づくりを目指します。

◇地域密着化の促進
営農指導体制をより充実させ、地産地消による｢より安心・より安全｣な農産物の提供及

び農業の担い手不足への配慮をしつつ、受託事業への取り組みに努めます。

◇信頼と期待に応える経営
信用を第一として、組合員・利用者・地域住民の負託に応えるために堅実な事業運営に

努め、コンプライアンス体制の充実を図り、信頼にもとづいた人と人とのつながりを深

めます。

◇経営基盤強化のための合理化・効率化の挑戦
効率的な経営組織の確立と監査体制の充実により、自己責任原則にもとづいた経営管理

により、経営基盤の一層の強化に努めます。

◇明日を見つめた人づくり
「礼儀」・「誠実」・｢感謝｣をモットーとして、時代の流れに即した人づくりに努めます。

◇内部統制システムの整備
法令の遵守、損失の危機管理及び適正かつ効率的な事業運営を目指し、ガバナンスの質

の向上を図るため、内部統制システムの整備に取り組みます。
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◆◆中期経営計画（令和４年４月１日～令和７年３月３１日）

第２５回 大阪府大会（令和３年１２月決議）におけるテーマ「不断の自己改革の実践！

持続可能な大阪農業と地域共生をめざして」の方針を基に、５つの柱を基本方針と定め、当

が抱える課題や過去の中期経営計画の課題を分析し、新たな中期経営計画を策定いたし

ました。この「中期経営計画」を実践し、自己改革に取り組むことで、組合員・地域の皆さ

まの負託に応えてまいります。
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＜参考＞◆◆内部統制システム基本方針

平成３１年４月１日制定

令和６年４月３０日改定

法令遵守の徹底や、より健全性の高い経営を確保し、組合員・利用者の皆さまに安心して組合をご利
用いただくために、以下のとおり内部統制システム基本方針を策定し、組合の適切な内部統制の構築・
運用に努めます。

１．理事及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①組合の基本理念及び組合のコンプライアンスに関する基本方針を定め、役職員は職務上のあらゆ

る場面において法令・規則、契約、定款等を遵守する。
②重大な法令違反、その他法令及び組合の諸規程の違反に関する重要な事実を発見した場合には、

直ちに監事に報告するとともに、理事会等において協議・検討し、速やかに是正する。
③内部監査部署は、内部統制の適切性・有効性の検証・評価を行う。監査の結果、改善要請を受け

た部署は、速やかに必要な対策を講じる。
④「マネー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応に関する基本方針」等に基づき、反

社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。また、マネー・ローン
ダリング等の金融犯罪防止及び排除に向けた管理体制を整備・確立する。

⑤組合の業務に関する倫理や法令に抵触する可能性のある事項について、役職員等が相談もしくは
通報を行うことができる制度 ヘルプライン を適切に運用し、法令違反等の未然防止に努める。

⑥監事監査、内部監査、会計監査人が密接に連絡し、適正な監査を行う。
⑦業務上知り得た当組合および関連会社の取引先に関する未公表の重要事実を適切に管理する体制

を整備する。

２．理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①文書・情報の取扱いに関する方針・規程に従い、職務執行に係る情報を適切に保存・管理する。
②個人情報保護に関する規程を整備し、個人情報を適切かつ安全に保存、管理する。
③サイバーセキュリティを確保するための体制を整備し、適切な対策を実施する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①認識すべきリスクの種類を特定するとともに管理体制の仕組みを構築し、リスク管理の基本的な

態勢を整備する。
②理事は組合のリスクを把握・評価し、必要に応じ、定性・定量それぞれの面から事前ないし事後

に適切な対応を行い、組合経営をとりまくリスク管理を行う。

４．理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①職制、機構、業務分掌、指示命令系統を明文化し、役職員の職務執行を効率的に遂行する。
②中期経営計画及び同計画に基づく部門別事業計画を策定し、適切な目標管理により、戦略的かつ

効率的な事業管理を行う。

５．監事監査の実効性を確保するための体制
①監事が円滑に職務を執行し、監事監査の実効性を確保するための体制を整備する。
②監事が効率的・効果的監査を遂行できるよう支援する。
③理事や内部監査部署等は監事と定期的な協議、十分な意思疎通をはかることにより、効率的・効

果的監査を支援する。

６．組合における業務の適正を確保するための体制
①各業務における規程やマニュアル、業務フロー等の管理態勢を整備し、適正かつ効率的に業務を

執行する。

７．財務情報その他組合情報を適切かつ適時に開示するための体制
①会計基準その他法令を遵守し、経理規程等の各種規程等を整備し、適切な会計処理を行う。
②適時・適切に財務報告を作成できるよう、決算担当部署に適切な人員を配置し、会計・財務等に

関する専門性を維持・向上させる人材育成に努める。
③法令の定めに基づき、ディスクロージャー等を通じて、財務情報の適時・適切な開示に努める。
④財務諸表の適正性、財務諸表作成にかかる内部監査の有効性を確認し、その旨をディスクロージ

ャーに記載する。
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経営管理体制・事業の概況 ディスクロ２０２４

◆◆経営執行体制

◆◆事業の概況

（ ）全般的な状況

令和５年度は中期（３ヵ年）経営計画の中間年度にあたり、「持続可能な大阪農業の振興」「組合員 ・

地域住民のＪＡへの参加 ・ 参画に向けた環境づくり」「将来の環境変化を踏まえた経営基盤の確立」「Ｊ

Ａの組織 ・ 事業 ・経営を支え活躍する「人」づくり」「広報活動の強化によるＪＡの魅力発信」の５つ

の柱を中心に継続的に自己改革に取り組みました。令和６年１月には地区別組合員座談会を初めて開催し

ました。これは自己改革の成果を説明した上で広く組合員の皆さまの声をお伺いしＪＡ運営に活かすこと、

並びに広域合併の経過報告を目的としています。頂戴したご意見・ご要望を充分に協議し意思反映させる

よう努めて参ります。他にも、組合員・地域住民との対話の場として、全中 中家会長を招いての講演会、

ＪＡまつり、合併２０周年記念旅行、ＪＡ共済アンパンマン交通安全キャラバン等を開催しました。

農家所得向上と地元農産物販路拡大に大きく貢献した事業として令和４年度から開始した出向く農産物

移動販売車による販売事業が挙げられます。出店場所毎に異なるニーズや嗜好を分析し、魅力的な品揃え

やターゲットを絞った効果的な広報活動を実施したことが功を奏し、集客・売上向上に繋がりました。直

売所では花市、魚市等のイベントを新たに開催した結果、相乗効果による農産物の売上増加に寄与しまし

た。農産物生産技術向上と農業者の育成を目的とした農業塾、農地保全を目的とした農地マッチング等を

実施して持続可能な大阪農業の振興に努めました。

コロナ禍における経済活動の停滞を経て徐々に日常が取り戻されていく中、相談業務を軸とするお客様

本位の営業体制の展開に加え、当座性貯金残高伸長による資金調達コストの抑制および事業管理費削減を

精力的に取り組んだ結果、計画を上回る利益を確保しました。また、金融機関の経営健全性を示す自己資

本比率は１３４７％と前年度より向上しました。

組合員・地域の皆さま方のご支援・ご協力に心より御礼申し上げます。

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される｢総代会｣

の決定事項を踏まえ、総代会において選出された理事により構成される｢理事会｣が、組合の業

務執行を決定するとともに、理事の職務執行の監督を行っています。また、総代会で選任され

た監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。

組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、成年部や女性会、准

組合員などから理事の登用を行っています。また、信用事業については専任担当の理事を置く

とともに、農業協同組合法第 条に規定する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの

強化を図っています。

なお、当ＪＡの令和６年 月２２日開催の第２２回通常総代会で選任された理事は、平成

年農協法改正により適用することとされた、農業協同組合法施行規則第 条の 第

項 号の理事構成要件を満たしております。
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◆◆経営執行体制

◆◆事業の概況

（ ）全般的な状況
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地域住民のＪＡへの参加 ・ 参画に向けた環境づくり」「将来の環境変化を踏まえた経営基盤の確立」「Ｊ

Ａの組織 ・ 事業 ・経営を支え活躍する「人」づくり」「広報活動の強化によるＪＡの魅力発信」の５つ

の柱を中心に継続的に自己改革に取り組みました。令和６年１月には地区別組合員座談会を初めて開催し

ました。これは自己改革の成果を説明した上で広く組合員の皆さまの声をお伺いしＪＡ運営に活かすこと、

並びに広域合併の経過報告を目的としています。頂戴したご意見・ご要望を充分に協議し意思反映させる

よう努めて参ります。他にも、組合員・地域住民との対話の場として、全中 中家会長を招いての講演会、

ＪＡまつり、合併２０周年記念旅行、ＪＡ共済アンパンマン交通安全キャラバン等を開催しました。

農家所得向上と地元農産物販路拡大に大きく貢献した事業として令和４年度から開始した出向く農産物

移動販売車による販売事業が挙げられます。出店場所毎に異なるニーズや嗜好を分析し、魅力的な品揃え

やターゲットを絞った効果的な広報活動を実施したことが功を奏し、集客・売上向上に繋がりました。直

売所では花市、魚市等のイベントを新たに開催した結果、相乗効果による農産物の売上増加に寄与しまし

た。農産物生産技術向上と農業者の育成を目的とした農業塾、農地保全を目的とした農地マッチング等を

実施して持続可能な大阪農業の振興に努めました。

コロナ禍における経済活動の停滞を経て徐々に日常が取り戻されていく中、相談業務を軸とするお客様

本位の営業体制の展開に加え、当座性貯金残高伸長による資金調達コストの抑制および事業管理費削減を

精力的に取り組んだ結果、計画を上回る利益を確保しました。また、金融機関の経営健全性を示す自己資

本比率は１３４７％と前年度より向上しました。

組合員・地域の皆さま方のご支援・ご協力に心より御礼申し上げます。

当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成される｢総代会｣

の決定事項を踏まえ、総代会において選出された理事により構成される｢理事会｣が、組合の業

務執行を決定するとともに、理事の職務執行の監督を行っています。また、総代会で選任され

た監事が理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。

組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、成年部や女性会、准

組合員などから理事の登用を行っています。また、信用事業については専任担当の理事を置く

とともに、農業協同組合法第 条に規定する常勤監事及び員外監事を設置し、ガバナンスの

強化を図っています。

なお、当ＪＡの令和６年 月２２日開催の第２２回通常総代会で選任された理事は、平成

年農協法改正により適用することとされた、農業協同組合法施行規則第 条の 第

項 号の理事構成要件を満たしております。
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（ ）事業別の状況

①指導事業

地域農業の持続性を確保するため、新規就農者・定年帰農者を対象とした第５期「農業塾」を開講し農産

物生産技術向上と直売所出荷者の増員に努めました。無料職業紹介事業により農家の労働力不足の解消や農

作業の合理化・効率化に取り組みました。

ＴＡＣ活動では農業者から問題点やニーズを聞き取り、病害虫予防等の指導を行い被害拡大の防止や地元

農産物の品質向上に取り組み、営農指導体制の強化に努めました。組合員の高齢化による耕作放棄地解消に

向け、市街化調整区域、市街化区域農地の貸し借りのマッチングを行い、令和５年度は、４５件４０５９

８㎡の実績となりました。また、農業用機械レンタル事業では、引き続き組合員のニーズに沿った機種を取

り揃え実施しました。

令和５年度のＪＡまつりは、新型コロナウイルスの感染症法上の分類が緩和されたことを受け、飲食を伴

う形で各地区にて開催しました。

食農教育活動では、管内の小学生児童や幼稚園児に「地産地消」「国産国消」「食」の大切さを伝えるため、

「稲作・野菜作り」体験学習を継続して実施しました。

女性会組織では、女性会会員数 万人の維持に努めました。支店を中心とした自主的で魅力ある活動を

促進し、新規５件を含む１５９件の教室・サークル活動が行われました。第９期女性大学「あぐりんレディ

倶楽部」を令和５年９月に松原・東大阪の２地区で開講しました。令和６年２月に開催された「第６５回全

国家の光大会」では、「家の光特別高率普及実績表彰」を受賞しました。

宅地等供給事業においては、支店の協力のもとに全農・ハウスメーカーと連携し、系統施行による施設建

設及び戸建住宅等の供給に努めました。

②購買事業

生産資材においては、肥料、農薬、農業資材で売れ筋の品目を重要推奨品目として位置づけ、一括入荷や

業者選定等を通じて安価供給に努めました。また、大商談会等イベント等の開催により良質で実用的な肥料、

農薬等の提供を実践すると同時に維持・運用コストや静音性、機能性に優れた農業機械、電動園芸工具を取

り扱うことで、農家所得向上と農業者労働力の省力化に尽力できるよう努めました。

生活物資では、組合員のニーズに沿った生活物資を提案するべく、仏壇・仏具、石材、美術工芸品の取扱

いの品目の充足を図り、本支店協力のもと共同購入つみあげ運動、純金販売、ジュエリー展、グルメ直行便、

シロアリ駆除等の推進を行いました。また、フジ医療器との共催による健康ふれあい館を定期的に開催する

ことで満足度向上を図りました。

③販売事業

農家所得向上に寄与するため、地場産米の買取りを積極的に実施しました。買取りした米は主に利用者に

向けての玄米予約販売や学校給食、福祉施設に提供することで地産地消に取り組みました。

農産物直売所「畑のつづき」では農家所得向上のため、魚市や花市等イベント開催による直売所への集客

活動や地元農産物のＰＲを積極的に行うと共に、品揃えの充実を目的に売れ筋の商品を中心に仕入れを強化
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することで満足度向上に努めました。農産物移動販売車は、支店駐車場での開催回数を増加すると同時に直

売所をＰＲすることにより来店誘致を図りました。

④介護福祉事業

令和５年度は夏に新型コロナウイルス、秋にインフルエンザ、冬は両方が同時流行するも、職員・利用者

の感染対策に留意し、休業することなく安全・安心なくらしに貢献するための介護福祉サービスを提供しま

した。

介護福祉総合センター２階の施設を活用し、身体機能の維持・回復を目的としたリハビリ特化型デイサー

ビスを新たに開始することで収益向上を図りました。また、ＪＡらしいサービスとして、隣接する農産物直

売所「畑のつづき東大阪店」への歩行訓練、農産物購入、敷地内にある「あぐりん畑」での農産物栽培によ

って、収穫の喜びを感じていただき他事業所との差別化を図りました。他にも口腔機能向上などのサービス

を提供して自立支援をサポートしました。

⑤信用事業

令和５年度は脱コロナを原動力とする景気回復が期待されたものの、ロシア・ウクライナ戦争の長期化

による物価上昇や大幅な円安の進行が主な原因となり阻害されました。このような厳しい経済環境下、信

用・共済中期経営計画の基本的構想にあたる「お客様本位（お客様主体で物事を考えるサービス）の営業体

制」を確立するため、ＪＡの総合事業の強みを発揮した相談・提案活動を展開しました。その中でも、資産

相談業務を最も重要な位置づけとし、保有資産の有効活用・継承、遺言信託等の様々な問題に対して対話を

重ね、一人一人に応じた解決策を提案することで、信頼関係構築により将来に亘る組合員利用者基盤の強化

を図りました。また、全支店に投資信託等の資金ニーズに対応することができるライフプランコンサルタン

トを配置することで問題解決型の資産形成・資産運用提案を実現しました。

貯金については、年金受給者・給与振込者を中心に「集める貯金から集まる貯金」への体制構築に努め

ると同時に、窓口やＡＴＭに足を運ばなくても取引ができる等の利便性を訴求してＪＡネットバンクの普及

を図りました。

貸出金については、事業資金、住宅・小口ローンを軸とし、ハウスメーカーや地元不動産業者に対して

推進を行いました。特に住宅ローンは新たに三大疾病付団信の無料付帯が功を奏し住宅ローンシェア拡大に

寄与しました。また、地域農業の発展と農業者の満足度向上を目的とした農業融資にも注力しました。

コンプライアンスの遵守については、不正行為・不祥事ゼロに向けて未然防止に取り組むため、本店の

事務指導担当者による全支店への巡回指導を四半期毎に実施し、事務指導態勢の強化と、全職員のコンプラ

イアンス意識強化に努めました。

余裕金運用については、長引くマイナス金利政策の中、中長期的に安定的な収益を確保することを目的

として、安全性・流動性を重視し、ＡＬＭ・リスク管理委員会の方針に基づき、国債や地方債等を中心に社

債や公社債投資信託、系統外預金も含めた運用に取り組みました。
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⑥共済事業

令和５年５月に新型コロナウイルスの感染症法上の分類が緩和された以降も、組合員・利用者のニーズ

に沿った、対面（訪問、窓口）・非対面（オンライン面談、電話等）を融合した３Ｑ訪問活動を実践し、保

障点検や質の高い情報提供を通じて「ひと・いえ・くるま」の総合的なライフステージに応じたお客様本

位の保障提案活動を展開し、保有契約者の維持・拡大、長期共済保有高の維持に取り組みました。また、

地域の次世代層を対象にアンパンマンこどもくらぶの活動を行い、ＪＡの利用促進を図りました。令和６

年２月には地域貢献活動の一環としてＪＡ共済アンパンマン交通安全キャラバンを開催し、次世代層との

更なる接点・信頼強化に努めました。

保全部門では、共済タブレット端末（ ’ ）使用（契約）によるペーパーレス化と掛金収納のキャ

ッシュレス化に取り組み、引受審査の迅速化と適正化や事務処理の軽減を図りました。損害調査部門にお

いても、迅速な支払審査と相談機能の強化により、利用者から安心で信頼される支払処理体制の構築に努

めました。

（ ）組合が対処すべき重要な課題

 持続可能な大阪農業の振興

 組合員・地域住民のＪＡへの参加・参画に向けた環境づくり

 将来の環境変化を踏まえた経営基盤の確立

 ＪＡの組織・事業・経営を支え活躍する「人」づくり

 広報活動の強化によるＪＡの魅力発信

 不祥事再発防止への取組

ひとに関する保障

いえ
に関する保障

くるま
に関する保障

総合保障
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農業振興活動・地域貢献情報等 ディスクロ２０２４

◆◆農業振興活動
当ＪＡでは、安心で安全な農産物を提供するため、地域に密着した直売所づくりに取り組み、販売施設の整

備拡充に努めました。遊休農地の保全と活用のため市民農園を開設しており、令和５年度末には農園数３４ヵ

所・区画数は１，３３７区画を運営しています。

また、行政と連携し、農業祭（ まつり）をはじめとする農産物 イベント・品評会等を開催し、地産

地消活動を積極的に展開するとともに、小学生児童などを対象に農業体験等を通じて子どもたちに「食」に対

する関心を持ってもらうように努めています。

◆◆農業関係の持続的な取り組み
移動販売車による新鮮野菜の販売や、ポイントカード・ コード決済による農産物直売所への新たな顧客

の取り込みや、米の買取など、農家所得向上につながる取り組みに加えて、新聞・テレビ・ラジオなどでの地

場産農産物のＰＲや、食材ネット通販業者と連携してインターネットを通じた農産物の販売をするなど、生産

者のみなさまと一体となった多様なアプローチで「農家所得向上」に取り組んでいます。

◆◆地域密着型金融への取り組み
○農業者等の経営支援に関する取り組み方針

当ＪＡは、健全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さまに対して、必要な資金を円滑に供給して

いくことを最も重要な役割のひとつとして位置付けており、新規融資や貸付条件変更等の相談があった場合は、

できるだけ柔軟な対応に努めるとともに経営相談については積極的かつきめ細かく取り組み、経営改善に向け

た取り組みをご支援できるよう努めています。

○農業者等の経営支援に関する態勢整備

当ＪＡでは、組合長以下関係役員部室長を構成員とする「コンプライアンス委員会」にて、金融円滑化にか

かる対応を一元的に管理し、組織横断的に協議を行っています。また、信用事業担当理事を「金融円滑化管理

責任者」として、当 全体における金融円滑化の方針や施策の徹底を図るとともに、各支店に「金融円滑化

管理担当者」を設置しています。

○地域活性化のための融資を始めとする支援

当ＪＡでは、新規就農者に対する支援の一環として「就農支援資金」の取り扱いをしています。

〇担い手の経営のライフステージに応じた支援

当ＪＡでは、ＪＡバンク大阪と連携し、担い手経営支援事業助成の実施を行っております。

◆◆地域貢献情報等
○全般に関する事項

当ＪＡは、八尾市、松原市、柏原市、東大阪市、大阪市東住吉区、大阪市平野区を事業区域として、農業者

を中心とした地域住民の方々が組合員となって、相互扶助（お互いに助け合い、お互いに発展していくこと）

を共通の理念として運営されている協同組織であり、地域農業の活性化等に資する地域金融機関です。

当ＪＡは、地域の一員として、農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けて、事業活動を展開してお

り、総合事業を通じて各種金融機能・サービス等を提供するだけでなく、地域の協同組合として、農業や助け

合いを通じた社会貢献に努めています。

○地域からの資金調達の状況

当ＪＡの令和６年 月末の貯金残高は、６４７，４０２百万円で、組合員の皆さまの計画的な資産作りを

お手伝いさせていただくため、目的や期間に応じた各種貯金の取り扱いをしています。

○地域への資金供給の状況

当ＪＡの令和６年 月末の貸出金残高は、１１９，７２８百万円で、その大半が組合員の皆さまからお預

りした大切な財産である「貯金」を源泉としており、資金を必要とする組合員の皆さまや、地方公共団体など

にご利用いただいています。
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○文化的・社会的貢献に関する事項

当ＪＡは直売所・貸農園・児童による「子ども農業体験」活動を通じ、地域住民との交流を図るとともに農

業の重要性を啓発しています。

社会保険労務士による年金相談会や年金セミナーを開催し、組合員・利用者の年金相談に応じています。

また、女性の新たな仲間作りと心豊かな地域社会作りを目指す女性大学や、協力組織による社会福祉施設へ

の地場産農産物の進呈などの文化的・社会的貢献を行っています。

情報の提供活動として、地域農業にまつわる記事をＪＡ系統誌「日本農業新聞」「家の光」に投稿している

ほか、広報誌「はぐくみ」を年６回発行しています。電子媒体では、ホームページをはじめＳＮＳを利用した

ＬＩＮＥ、Ｅメールを活用し、地域農業の話題や催事に関する情報を、組合員や利用者などに提供しています。

○地域の活性化に関する自己改革の取り組み詳細や取り組み状況

福祉施設への農産物の進呈など、直接的な地域貢献活動に加えて、幅広い世代を対象にした農業体験の提供

により、地域農業の応援団づくりをすすめ、組合員と連携して地域コミュニティの活性化に取り組んでいます。

○組合員・利用者本位の業務運営に関する取り組み状況

組合員・利用者の皆さまの資産形成をサポートすることは、組合員・利用者の皆さまの生活向上を目指す協

同組合としての目的・理念に適うものであります。当 としても当原則を踏まえ、組合員・利用者本位の取

り組みを徹底していくための方針を策定しましたので以下に掲載させていただきます。

組合員・利用者本位の業務運営に関する取組方針

平成 年 月 日制定

令和 年１２月１日改定

大阪中河内農業協同組合（以下、「当組合」といいます。）の役職員は、協力組織と共に『農と緑を守り、豊

かな地域社会の創造と発展に貢献するＪＡを目指します。』を経営理念とし、組合員・利用者・地域社会に貢

献するため、一丸となって取り組んでまいります。

当組合では、この理念のもと、 年 月に金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原

則」（以下「原則」といいます。）を採択するとともに、組合員・利用者の皆さまの安定的な資産形成と「ひと・

いえ・くるまの総合保障」の提供を通じた豊かな生活づくりに貢献するため、当組合の「お客さま本位の業務

運営に関する取組方針」および取組状況の見直しを実施いたしました。

今後、本方針に基づく取組状況を定期的に公表するとともに、より組合員・利用者本位の業務運営に資する

よう、社会情勢や環境変化等を踏まえ、必要に応じて本方針を見直してまいります。

注）共済事業は、当組合と全国共済農業協同組合連合会（以下、ＪＡ共済連）が、共同で事業運営しており

ます。

１．組合員・利用者への最適な商品提供

（１）金融商品

①組合員・利用者の皆さまに提供する金融商品は、複数の運用会社を比較し、特定の投信運用会社に偏る

ことなく組合員・利用者の皆さまのライフイベントやライフプランに応じた最適な商品をご提供します。

なお当組合は、金融商品の組成に携わっておりません。

②金融商品の選定にあたっては、次の観点から組合員・利用者の皆さまの色々な「投資に関する好み」に

合った商品を揃えつつ、「選びやすさ」、「長期投資への適性」を考慮し、一定の商品数に絞った『セレク

トファンド』により商品提供を行います。

『セレクトファンド選定基準』

（ⅰ）長期投資

将来の備えに向けて「長期投資」を前提とした投資信託であること。（テーマ型ファンドでないこと）

（ⅱ）手数料

手数料が良心的な水準であること。

（ⅲ）運用実績

過去の運用実績が相対的に良好であること。
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（ⅳ）将来性

これから将来に向けて資産を築いていく資産形成層に向けては過度な分配金を捻出する投資信託ではな

いこと。

（ⅴ）運用体制

運用体制について、外部機関の評価を得ていること。

【原則 本文および（注）、原則 （注）、原則 本文および（注 、 ）】

（２）共済仕組み・サービス

組合員・利用者の皆さまが、生活や農業を取り巻く様々なリスクに対して、安心して備えられるよう最

良の共済仕組み・サービスを提供します。なお、当組合は、市場リスクを有する共済仕組み（例：外貨建

て共済）は提供しておりません。

【原則 本文および（注）、原則 （注）、原則 本文および（注 、 ）】

２．組合員・利用者本位のご提案と情報提供

（１）信用の事業活動

①組合員・利用者の皆さまへの商品提案にあたっては、「スタイル診断シート」を活用し、組合員・利用者

の皆さまのリスク許容度を確認し、金融知識・経験・財産、ニーズや目的に合わせて、組合員・利用者

の皆さまにふさわしい商品をご提案します。

②組合員・利用者の皆さまへの商品提案にあたっては、「重要情報シート」により、当組合の提供する投資

信託商品が長期運用を前提としたものであることなど、商品の性質を明確にしたうえで商品提案を実施

します。

③組合員・利用者の皆さまの投資判断に資するよう、商品のリスク特性・手数料等の重要な事項について

資料を提供のうえ分かりやすくご説明し、必要な情報を十分にご提供します。

④組合員・利用者の皆さまが高齢の場合等においては、上席者の事前承認や同行対応による勧誘・ご提案、

取引約定時における再確認等、組合員・利用者の皆さまの特性に応じ適切な対応を実施します。

⑤組合員・利用者の皆さまへの商品販売後も、金融市場の変動等に応じて、必要な情報提供を行う等適切

なアフターフォローを行います。

⑥組合員・利用者の皆さまとの取引内容について定期的なモニタリングを実施し、組合員・利用者の皆さ

まへ適正な商品のご提案・販売を行っているか検証しております。

【原則 本文および（注）、原則 、原則 本文および（注 ～ ）、原則 本文および（注 、 、 、 ）】

（２）共済の事業活動

①組合員・利用者の皆さまに対して、各種公的保険制度等にかかる情報提供を行い、一人ひとりの加入目

的・ライフプラン等に応じた、最良・最適な保障・サービスをご提案します。

②保障の加入にあたっては、組合員・利用者の皆さまのご意向を的確に把握・確認したうえで、十分に保

障内容をご理解・ご納得いただけるよう、分かりやすい重要事項説明（契約概要・注意喚起事項）を実

施します。

③特にご高齢の組合員・利用者の皆さまに対しては、より丁寧に分かりやすくご説明し、ご家族も含めて

十分ご納得、ご満足いただけるよう、ご契約時にはご家族の同席等を徹底するなど、きめ細やかな対応

を行います。

④なお、保障の加入にあたり、共済掛金の他に組合員・利用者の皆さまにご負担いただく手数料等はござ

いません。

⑤各種手続きの実施にあたっては、組合員・利用者の皆さまに分かりやすいご説明を心がけるとともに、

日々の接点を通じてより安心いただけるアフターフォローを実施します。

【原則 本文および（注）、原則 本文、原則 本文および（注１～ ）、原則 本文および（注 、 、

、 ）】

３．利益相反の適切な管理

組合員・利用者の皆さまへの商品選定や情報提供にあたり、組合員・利用者の皆さまの利益を不当に害

することがないように、「利益相反管理方針」に基づき適切に管理します。

【原則 本文および（注）】
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（ⅳ）将来性

これから将来に向けて資産を築いていく資産形成層に向けては過度な分配金を捻出する投資信託ではな

いこと。

（ⅴ）運用体制

運用体制について、外部機関の評価を得ていること。

【原則 本文および（注）、原則 （注）、原則 本文および（注 、 ）】

（２）共済仕組み・サービス

組合員・利用者の皆さまが、生活や農業を取り巻く様々なリスクに対して、安心して備えられるよう最

良の共済仕組み・サービスを提供します。なお、当組合は、市場リスクを有する共済仕組み（例：外貨建

て共済）は提供しておりません。

【原則 本文および（注）、原則 （注）、原則 本文および（注 、 ）】

２．組合員・利用者本位のご提案と情報提供

（１）信用の事業活動

①組合員・利用者の皆さまへの商品提案にあたっては、「スタイル診断シート」を活用し、組合員・利用者

の皆さまのリスク許容度を確認し、金融知識・経験・財産、ニーズや目的に合わせて、組合員・利用者

の皆さまにふさわしい商品をご提案します。

②組合員・利用者の皆さまへの商品提案にあたっては、「重要情報シート」により、当組合の提供する投資

信託商品が長期運用を前提としたものであることなど、商品の性質を明確にしたうえで商品提案を実施

します。

③組合員・利用者の皆さまの投資判断に資するよう、商品のリスク特性・手数料等の重要な事項について

資料を提供のうえ分かりやすくご説明し、必要な情報を十分にご提供します。

④組合員・利用者の皆さまが高齢の場合等においては、上席者の事前承認や同行対応による勧誘・ご提案、

取引約定時における再確認等、組合員・利用者の皆さまの特性に応じ適切な対応を実施します。

⑤組合員・利用者の皆さまへの商品販売後も、金融市場の変動等に応じて、必要な情報提供を行う等適切

なアフターフォローを行います。

⑥組合員・利用者の皆さまとの取引内容について定期的なモニタリングを実施し、組合員・利用者の皆さ

まへ適正な商品のご提案・販売を行っているか検証しております。

【原則 本文および（注）、原則 、原則 本文および（注 ～ ）、原則 本文および（注 、 、 、 ）】

（２）共済の事業活動

①組合員・利用者の皆さまに対して、各種公的保険制度等にかかる情報提供を行い、一人ひとりの加入目

的・ライフプラン等に応じた、最良・最適な保障・サービスをご提案します。

②保障の加入にあたっては、組合員・利用者の皆さまのご意向を的確に把握・確認したうえで、十分に保

障内容をご理解・ご納得いただけるよう、分かりやすい重要事項説明（契約概要・注意喚起事項）を実

施します。

③特にご高齢の組合員・利用者の皆さまに対しては、より丁寧に分かりやすくご説明し、ご家族も含めて

十分ご納得、ご満足いただけるよう、ご契約時にはご家族の同席等を徹底するなど、きめ細やかな対応

を行います。

④なお、保障の加入にあたり、共済掛金の他に組合員・利用者の皆さまにご負担いただく手数料等はござ

いません。

⑤各種手続きの実施にあたっては、組合員・利用者の皆さまに分かりやすいご説明を心がけるとともに、

日々の接点を通じてより安心いただけるアフターフォローを実施します。

【原則 本文および（注）、原則 本文、原則 本文および（注１～ ）、原則 本文および（注 、 、

、 ）】

３．利益相反の適切な管理

組合員・利用者の皆さまへの商品選定や情報提供にあたり、組合員・利用者の皆さまの利益を不当に害

することがないように、「利益相反管理方針」に基づき適切に管理します。

【原則 本文および（注）】

４．組合員・利用者本位の業務運営を実現するための人材の育成と態勢の構築

（１）組合員・利用者の皆さまの信頼を獲得し、満足していただける金融商品・共済仕組み・サービスを

提供できるよう、職員の継続的・定期的な研修を実施するとともに、組合員・利用者の皆さまの多様

な資産運用や保障ニーズに応え、的確な金融商品・保障・サービスを提供、堅確な事務を行うことが

できる人材を育成し、組合員・利用者本位の業務運営を実現するための態勢を構築します。

【原則 本文および（注）、原則 注 ）、原則 本文および（注）】

（２）組合員・利用者の皆さまへの適切な提案に資する高度な専門性を有する職員育成のため、外部資格

取得を推奨しています。

【原則 （注 ）、原則 本文および（注）】

＜内部研修・資格制度＞

・証券外務員資格再研修（対象：信用担当職員）

・ライフアドバイザー認証要件研修（対象：共済担当職員）

・スマイルサポーター認証要件研修（対象：共済担当職員）

・普及担当者必須研修（対象：共済担当職員） 等

＜取得を推奨する外部資格＞

・証券外務員１種（対象：信用担当職員）

・内部管理責任者試験（対象：全管理職）

・ＦＰ２級技能士（対象：全職員）

（３）また、組合員・利用者の皆さまからいただいた「声（お問い合わせ・ご相談、ご要望、苦情など）」を

誠実に受け止め、業務改善に取り組むとともに、組合員・利用者の皆さまに対して、最適な金融商品、共

済仕組み・サービスを提供できるよう、継続的に職員育成を行う態勢を構築します。

【原則 本文および（注）、原則 （注 ）、原則 本文および（注）】

（４）業績の評価にあたっては、「手数料収入への貢献度」ではなく、顧客ニーズに沿った商品販売を行った

結果としての「預かり資産残高等」の他、「提案プロセス」を評価材料としております。

【原則 本文および（注）】

以上

（※）上記の原則および注番号は、金融庁が公表している「顧客本位の業務運営に関する原則」（ 年

月改訂）との対応を示しています。

○経営者保証に関する取り組み状況

当ＪＡでは、経営者保証に関するガイドライン研究会（全国銀行協会及び日本商工会議所が事務局）が

公表した「経営者保証に関するガイドライン」を踏まえ、本ガイドラインを尊重し、遵守するための態勢

整備を実施致しました。

当 は、今後、お客さまと保証契約を締結する場合、また、保証人のお客さまが本ガイドラインに則

した保証債務の整理を申し立てられた場合は、本ガイドラインに基づき、誠実に対応するよう努めてまい

ります。

経営者保証に関する取組方針

令和５年９月１日制定

１．経営者保証に依存しない融資の一層の促進について

法人個人の一体性の解消等が図られている、あるいは、解消等を図ろうとしている農業者等から

資金調達の要請を受けた場合には、当該法人の経営状況、資金使途、回収可能性等を分析し総合的

に判断する中で、経営者保証を求めない可能性、代替的な融資手法を活用する可能性について、取

引先の意向も踏まえた上で、検討します。
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２．経営者保証の契約時の対応について

（１）農業者等との間で保証契約を締結する場合には、主たる債務者と保証人に対し、保証契約の必要

性等に関する丁寧かつ具体的な説明を行います。

（２）保証金額の設定については、農業法人等の各ライフステージにおける取組意欲を阻害しないよう、

形式的に保証金額を融資額と同額とはせず、保証人の資産及び収入の状況、融資額、主たる債務者

の信用状況、物的担保等の設定状況、主たる債務者及び保証人の適時適切な情報開示姿勢等を総合

的に勘案して設定します。

３．既存の保証契約の適切な見直しについて

（１）農業者等から既存の保証契約の解除等または変更等の申し入れを受けた場合には、改めて経営者

保証の必要性等の検討を行うとともに、その検討結果について主たる債務者および保証人に対し、

丁寧かつ具体的な説明を行います。

（２）事業承継が行われた時、前経営者が負担する保証債務について、後継者に当然に引き継がせるの

ではなく、保証契約の必要性について改めて検討するとともに、その結果について主たる債務者及

び後継者に対して丁寧かつ具体的に説明を行います。

また、前経営者から保証契約の解除を求められた場合には、保証契約の解除について適切に判断し

ます。

４．経営者保証を履行する時の対応について

（１）経営者保証における保証債務を履行する場合には、保証人の手元に残すことのできる残存資産の

範囲について、必要に応じ支援専門家とも連携しつつ、保証人の保証履行能力、経営者たる保証人

の経営責任、破産手続における自由財産の考え方や標準的な世帯の必要生計費の考え方との整合性

等を総合的に勘案して決定します。

リスク管理の状況 ディスクロ２０２４

◆◆リスク管理の体制
組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利

用いただくためには、より健全性の高い経営を確

保し、信頼性を高めていくことが重要です。

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面

する様々なリスクに適切に対応すべく｢リスク管

理基本方針｣を策定し、認識すべきリスクの種類や

管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体

系を整備しています。

この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な

管理、適切な資産自己査定の実施などを通じてリ

スク管理体制の充実・強化に努めています。

また、昨今の国際情勢をふまえ、マネー・ロー

ンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービス

の濫用防止対策 マネロン等対策 の重要性はこれ

までになく高まっています。当ＪＡではマネロン

等対策を重要課題の つとして位置付け、リスク

に応じた対策を適切に講じています。

リスク管理体制図

理 事 会

・ リ ス ク 管 理 委 員 会

常 勤 理 事 会

信用リスク 市場リスク 流動性リスク

システムリスク 事務リスク

統 合的 リス ク管 理

監 事 会

内
部
監
査
機
能

監

査

室
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また、前経営者から保証契約の解除を求められた場合には、保証契約の解除について適切に判断し

ます。

４．経営者保証を履行する時の対応について

（１）経営者保証における保証債務を履行する場合には、保証人の手元に残すことのできる残存資産の

範囲について、必要に応じ支援専門家とも連携しつつ、保証人の保証履行能力、経営者たる保証人

の経営責任、破産手続における自由財産の考え方や標準的な世帯の必要生計費の考え方との整合性

等を総合的に勘案して決定します。
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◆◆リスク管理の体制
組合員・利用者の皆さまに安心してＪＡをご利

用いただくためには、より健全性の高い経営を確

保し、信頼性を高めていくことが重要です。

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面

する様々なリスクに適切に対応すべく｢リスク管

理基本方針｣を策定し、認識すべきリスクの種類や

管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体

系を整備しています。

この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な

管理、適切な資産自己査定の実施などを通じてリ

スク管理体制の充実・強化に努めています。

また、昨今の国際情勢をふまえ、マネー・ロー

ンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービス

の濫用防止対策 マネロン等対策 の重要性はこれ

までになく高まっています。当ＪＡではマネロン

等対策を重要課題の つとして位置付け、リスク

に応じた対策を適切に講じています。
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①信用リスク管理

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産 オフ・バランスを含む の価値が減少ないし

消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件については理事会

において対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、本店に審査担当を設置し各支店との

連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償

還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。

貸出取引において資産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。

不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査

定の結果、貸倒引当金については｢資産の償却・引当要領｣に基づき必要額を計上し、資産及び財務の健全化に

努めています。

②市場リスク管理

市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動により、資産・負債 オフ･

バランスを含む の価値が変動し、損失を被るリスク、資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被る

リスクのことです。主に金利リスク、価格変動リスクなどをいいます。

金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在して

いる中で金利が変動することにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスク

とは、有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスクのことです。

当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることにより、収益

化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬ

Ｍを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造

の構築に努めています。

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当ＪＡの保有有価証券

ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、経営層で構成する

ＡＬＭ・リスク管理委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。

運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ・リスク管理委員会で決定された方針などに基づき、有

価証券の売買やリスクヘッジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行

を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③流動性リスク管理

流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な資金確保が困難になる、

又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされることにより損失を被るリスク 資金繰りリス

ク 及び市場の混乱等により市場において取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀

なくされることにより損失を被るリスク 市場流動性リスク のことです。

当ＪＡでは、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の

確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素と位置づけ、商

品ごとに異なる流動性 換金性 を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っています。

④事務リスク管理

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことにより金融機関が損失を

被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事

務マニュアルを整備するとともに、自主検査・自店検査を実施し事務リスクの削減に努めています。また万が

一、事故・事務ミスが発生した場合には、発生状況を把握し改善を図るとともに、内部監査により重点的なチ

ェックを行い、再発防止策を実施する体制を整えています。

⑤システムリスク管理

システムリスクとは、コンピューターシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備に伴い金融機関が損

失を被るリスク、さらにコンピューターが不正に使用されることにより金融機関が損失を被るリスクのことで

す。当ＪＡでは、コンピューターシステムの安定稼働のため、安全かつ円滑な運用に努めるとともに、システ

ムの万一の災害・障害等に備え、｢危機管理マニュアル｣、「オンラインシステム管理要領」、「 大阪システ

ム利用事務手続」などを策定しています。
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◆◆法令遵守（コンプライアンス）の体制

○コンプライアンスへの取り組み

利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批判に鑑みれば、

組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要

になっています。

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、この徹底こそが

不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した

経営に取り組みます。（「コンプライアンス基本方針」については、下記をご参照ください）

コンプライアンス基本方針

○コンプライアンス運営態勢

コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行なうため、代表理事組合長を委員長とするコンプライ

アンス委員会を設置し、コンプライアンスの推進を行なっています。

基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書｢コンプライアンス・マニュアル｣を策定し、研修会を行い

全役職員に徹底しています。

毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めるとともに、統括部署を設置し、

その進捗管理を行っています。

また、組合員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相談等の窓口を

設置しています。

あわせて、監事への情報提供窓口も設置しております。（詳細は下記をご参照ください）

当 の監事は、経営の健全な発展に資するため、農協法（法第 条の ）および農協法施行規則（第
条）に基づき、理事の職務の適正な遂行を阻害する行為に関する情報（組合経営に関する事象に限る）

の提供を求めています。
当 の理事の組合経営に関する気になる行為について、見たり聞いたりした事柄があれば封書にて下

記宛に連絡くださいますようお願いします。
大阪中河内農業協同組合 監事会

連絡先 〒 八尾市南小阪合町 丁目
大阪中河内農業協同組合 本店

受付監事 常勤監事 斎藤 聡 宛

※当 の業務に関する一般的な苦情については、別途窓口を設置しておりますのでそちらをご利用ください。

※ご好意による情報提供であっても、誹謗・中傷に類似する内容のものは受付いたしかねますので、予めご了承

ください。

【お客様相談窓口】
ＴＥＬ ０１２０－９３２－５８１（受付：平日９：００～１７：００）

１、当組合は、ＪＡの担う基本的使命・社会的責任を果たし、組合員や利用者の多様なニーズに

応える事業を展開し、社会の信頼を確立するため、当組合の役職員一人一人が、高い倫理観

と強い責任感を持って、日常の業務を遂行する。

２、当組合は、創意と工夫を活かした質の高いサービスと、組合員の目線に立った事業活動によ

り、地域社会の発展に貢献する。

３、当組合は、関連する法令等を厳格に遵守し、社会的規範に基づき、誠実かつ公正な業務運営

を遂行する。

４、経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめ、広く地域社会とのコミュニケーションの充実を

図るとともに、透明性の高い組織風土を構築し、信頼の確立を図る。

５、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、確固たる信念をもって、排除の

姿勢を堅持する。

− 15 −− 15 −



◆◆法令遵守（コンプライアンス）の体制

○コンプライアンスへの取り組み

利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の厳しい批判に鑑みれば、

組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守し、透明性の高い経営を行うことがますます重要

になっています。

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、この徹底こそが

不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの観点にたち、コンプライアンスを重視した

経営に取り組みます。（「コンプライアンス基本方針」については、下記をご参照ください）

コンプライアンス基本方針

○コンプライアンス運営態勢

コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行なうため、代表理事組合長を委員長とするコンプライ

アンス委員会を設置し、コンプライアンスの推進を行なっています。

基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書｢コンプライアンス・マニュアル｣を策定し、研修会を行い

全役職員に徹底しています。

毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めるとともに、統括部署を設置し、

その進捗管理を行っています。

また、組合員・利用者の皆さまの声を真摯に捉え、前向きに事業に反映するため、苦情・相談等の窓口を

設置しています。

あわせて、監事への情報提供窓口も設置しております。（詳細は下記をご参照ください）

当 の監事は、経営の健全な発展に資するため、農協法（法第 条の ）および農協法施行規則（第
条）に基づき、理事の職務の適正な遂行を阻害する行為に関する情報（組合経営に関する事象に限る）

の提供を求めています。
当 の理事の組合経営に関する気になる行為について、見たり聞いたりした事柄があれば封書にて下

記宛に連絡くださいますようお願いします。
大阪中河内農業協同組合 監事会

連絡先 〒 八尾市南小阪合町 丁目
大阪中河内農業協同組合 本店

受付監事 常勤監事 斎藤 聡 宛

※当 の業務に関する一般的な苦情については、別途窓口を設置しておりますのでそちらをご利用ください。

※ご好意による情報提供であっても、誹謗・中傷に類似する内容のものは受付いたしかねますので、予めご了承

ください。

【お客様相談窓口】
ＴＥＬ ０１２０－９３２－５８１（受付：平日９：００～１７：００）

１、当組合は、ＪＡの担う基本的使命・社会的責任を果たし、組合員や利用者の多様なニーズに

応える事業を展開し、社会の信頼を確立するため、当組合の役職員一人一人が、高い倫理観

と強い責任感を持って、日常の業務を遂行する。

２、当組合は、創意と工夫を活かした質の高いサービスと、組合員の目線に立った事業活動によ

り、地域社会の発展に貢献する。

３、当組合は、関連する法令等を厳格に遵守し、社会的規範に基づき、誠実かつ公正な業務運営

を遂行する。

４、経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめ、広く地域社会とのコミュニケーションの充実を

図るとともに、透明性の高い組織風土を構築し、信頼の確立を図る。

５、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、確固たる信念をもって、排除の

姿勢を堅持する。

◆◆利用者保護等への取り組み

当ＪＡでは、農業協同組合法その他関連法令等により営む信用事業の利用者 利用者になろうとする者を

含む の皆さまの正当な利益の保護と利便の確保のために、理事会において決議した｢ＪＡバンク利用者保護

等管理方針｣に基づき、利用者の保護と利便の向上に向けて継続的な取り組みを行ってまいります。｢ＪＡバ

ンク利用者保護等管理方針｣については、下記をご参照ください

ＪＡバンク利用者保護等管理方針

平成２２年１０月１日制定

１ 当組合は、利用者に対する取引または金融商品の説明 経営相談等をはじめとした金融円滑化の観点から

の説明を含む および情報提供を適切かつ十分に行います。

２ 当組合は、利用者からの相談・苦情等について、公正・迅速・誠実に対応 経営相談等をはじめとした金

融円滑化の観点からの対応を含む し、利用者の理解と信頼が得られるよう適切かつ十分に対応します。

３ 当組合は、利用者に関する情報について、法令等に基づく適正かつ適法な手段による取得ならびに情報の

紛失、漏洩および不正利用等の防止のための必要かつ適切な措置を講じます。

４ 当組合が行う事業を外部に委託するにあたっては、利用者情報の管理や利用者への対応が適切に行われる

よう、努めます。

５ 当組合は、当組合との取引に伴い、利用者の利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれの

ある取引を適切に管理します。

※本方針の「取引」とは、「与信取引 貸付契約およびこれに伴う担保・保証契約 、貯金等の受入れ、商品の

販売、仲介、募集等において利用者と当組合との間で事業として行われるすべての取引」をいいます。

◆◆利益相反管理への取り組み

当ＪＡでは、組合員・利用者の皆さまの利益が不当に害されることのないよう、農業協同組合法、金融商品

取引法および関係するガイドラインならびに理事会において決議した｢利益相反管理方針｣に基づき、利益相反

のおそれのある取引を適切に管理するための体制を整備し、適正に業務を遂行してまいります。｢利益相反管

理方針の概要｣については、下記をご参照ください

利益相反管理方針の概要

平成 年 月 日制定

１．対象取引の範囲

利益相反管理方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」は、当組合の行う信用事業関連業務、共済

事業関連業務または金融商品関連業務にかかるお客さまとの取引であって、お客さまの利益を不当に害するお

それのある取引をいいます。
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２．利益相反のおそれのある取引の類型

「利益相反のおそれのある取引」の類型としては、以下に掲げるものが考えられます。

１ お客さまと当組合の間の利益が相反する類型

２ 当組合の「お客さまと他のお客さま」との間の利益が相反する類型

３．利益相反のおそれのある取引の特定の方法

利益相反のおそれのある取引の特定は、以下のとおり行います。

１ 利益相反のおそれのある取引について、利益相反管理統括部署があらかじめ類型化します。

２ 各部署においては、取引を行う際に、当該取引が利益相反のおそれのある取引として類型化された取引に

該当するか確認します。

３ 利益相反のおそれのある取引に該当すると判断した場合は、利益相反管理統括部署に報告します。

４ 各部署で、利益相反のおそれのある取引に該当するか判断しかねる場合、または、類型には該当しないが

利益相反のおそれのある取引に該当すると疑われる場合は、利益相反管理統括部署に相談します。

５ 利益相反管理統括部署は各部署からの相談を受けて、各部署と協議のうえ 必要に応じて関係部署と協議 、

当該取引が利益相反のおそれのある取引であるかの特定を行います。

４．利益相反の管理の方法

当組合は、利益相反のおそれのある取引を特定した場合について、次に掲げる方法により当該お客さまの保

護を適正に確保いたします。

１ 対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部門を分離する方法

２ 対象取引または当該お客さまとの取引の条件もしくは方法を変更し、または中止する方法

３ 対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該お客さまに適切

に開示する方法 ただし、当組合が負う守秘義務に違反しない場合に限ります

４ その他対象取引を適切に管理するための方法

５．利益相反のおそれのある取引の記録および保存

利益相反の特定およびその管理のために行った措置については、当組合で定める利益相反管理規程に基づき

適切に記録し、保存いたします。

６．利益相反管理体制

１ 当組合は、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する当組合全体の管理体制を統括

するための利益相反管理統括部署およびその統括者を定めます。この統括部署は、営業部門からの影響を

受けないものとします。また、当組合の役職員に対し、利益相反管理方針および利益相反管理方針を踏ま

えた内部規則等に関する研修を実施し、利益相反管理についての周知徹底に努めます。

２ 利益相反管理統括者は、利益相反管理方針にそって、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反

管理を実施するとともに、その有効性を定期的に適切に検証し、改善いたします。

７．利益相反管理体制の検証等

当組合は、利益相反管理方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証

し、必要に応じて見直しを行います。

以上につき、ご不明な点がございましたら、大阪中河内農業協同組合本店総務企画部総務企画グループ

（ ）までご連絡ください。
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２．利益相反のおそれのある取引の類型

「利益相反のおそれのある取引」の類型としては、以下に掲げるものが考えられます。

１ お客さまと当組合の間の利益が相反する類型

２ 当組合の「お客さまと他のお客さま」との間の利益が相反する類型

３．利益相反のおそれのある取引の特定の方法

利益相反のおそれのある取引の特定は、以下のとおり行います。

１ 利益相反のおそれのある取引について、利益相反管理統括部署があらかじめ類型化します。

２ 各部署においては、取引を行う際に、当該取引が利益相反のおそれのある取引として類型化された取引に

該当するか確認します。

３ 利益相反のおそれのある取引に該当すると判断した場合は、利益相反管理統括部署に報告します。

４ 各部署で、利益相反のおそれのある取引に該当するか判断しかねる場合、または、類型には該当しないが

利益相反のおそれのある取引に該当すると疑われる場合は、利益相反管理統括部署に相談します。

５ 利益相反管理統括部署は各部署からの相談を受けて、各部署と協議のうえ 必要に応じて関係部署と協議 、

当該取引が利益相反のおそれのある取引であるかの特定を行います。

４．利益相反の管理の方法

当組合は、利益相反のおそれのある取引を特定した場合について、次に掲げる方法により当該お客さまの保

護を適正に確保いたします。

１ 対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部門を分離する方法

２ 対象取引または当該お客さまとの取引の条件もしくは方法を変更し、または中止する方法

３ 対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該お客さまに適切

に開示する方法 ただし、当組合が負う守秘義務に違反しない場合に限ります

４ その他対象取引を適切に管理するための方法

５．利益相反のおそれのある取引の記録および保存

利益相反の特定およびその管理のために行った措置については、当組合で定める利益相反管理規程に基づき

適切に記録し、保存いたします。

６．利益相反管理体制

１ 当組合は、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反管理に関する当組合全体の管理体制を統括

するための利益相反管理統括部署およびその統括者を定めます。この統括部署は、営業部門からの影響を

受けないものとします。また、当組合の役職員に対し、利益相反管理方針および利益相反管理方針を踏ま

えた内部規則等に関する研修を実施し、利益相反管理についての周知徹底に努めます。

２ 利益相反管理統括者は、利益相反管理方針にそって、利益相反のおそれのある取引の特定および利益相反

管理を実施するとともに、その有効性を定期的に適切に検証し、改善いたします。

７．利益相反管理体制の検証等

当組合は、利益相反管理方針に基づく利益相反管理体制について、その適切性および有効性を定期的に検証

し、必要に応じて見直しを行います。

以上につき、ご不明な点がございましたら、大阪中河内農業協同組合本店総務企画部総務企画グループ

（ ）までご連絡ください。

◆◆マネー・ローンダリング等及び反社会的勢力等への対応に関する基本方針

当ＪＡでは、反社会的勢力との関係を遮断するため、「マネー・ローンダリング等及び反社会的勢力等への

対応に関する基本方針」を制定のうえ方針を定め、これを遵守します（内容については、下記の「マネー・ロ

ーンダリング等及び反社会的勢力等への対応に関する基本方針」をご参照ください）。

マネー・ローンダリング等及び反社会的勢力等への対応に関する基本方針

平成 年 月 日制定
令和６年３月２５日改定

大阪中河内農業協同組合（以下「当組合」といいます。）は、事業を行うにつきまして、マネー・ローン

ダリング及びテロ資金供与等の金融サービスの濫用（以下、「マネー・ローンダリング等」という。）の防止

に取り組むとともに、反社会的勢力等に対して断固とした姿勢で臨むことをここに宣言します。

また、顧客に組織犯罪等による被害が発生した場合には、被害者救済など必要な対応を講じます。

（管理態勢等）

当組合は、マネー･ローンダリング等防止及び反社会的勢力等との取引排除の重要性を認識し、経営戦略

における重要な課題の１つとして位置付け、適用となる法令等や政府指針を遵守するため、当組合の特性に

応じた態勢を整備します。

また、適切な措置を適時に実施できるよう経営陣が管理態勢確立等について主導性を発揮し、フォワー

ド・ルッキングなギャップ分析、組織横断的な対応の高度化、専門性や経験を踏まえた経営レベルでの戦略

的な人員確保・教育・資源配分等を実施し、マネー･ローンダリング等防止及び反社会的勢力等との取引排

除について周知徹底を図ります。

（マネー・ローンダリング等の防止）

当組合は、実効的なマネー・ローンダリング等防止を実施するため、自らが直面しているリスクを国家公

安委員会が公表している犯罪収益移転危険度調査書やその他ガイドラインを勘案し、適時・適切に特定・評

価し、リスクに見合った低減措置を講じます。

（反社会的勢力等との決別）

当組合は、反社会的勢力等に対して取引関係を含めて、排除の姿勢をもって対応し、反社会的勢力等によ

る不当要求を拒絶します。

（職員の安全確保）

当組合は、マネー・ローンダリング等防止及び反社会的勢力等に対して、組織的な対応を行い、職員の安

全確保を最優先に行動します。

（外部専門機関との連携）

当組合は、警察、財団法人暴力追放推進センター、弁護士など、反社会的勢力等を排除するための各種活

動を行っている外部専門機関等と密接な連携をもって、反社会的勢力等と対決します。
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◆◆金融円滑化への取り組み

当ＪＡでは、農業者の協同組織金融機関として、「健全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さま

に対して必要な資金を円滑に供給していくこと」を「当ＪＡの最も重要な役割のひとつ」として位置付け、当

ＪＡの担う公共性と社会的責任を強く認識し、その適切な業務の遂行に向け、以下の方針を定め、取り組んで

まいります。 「金融円滑化にかかる基本的方針」については、下記をご参照ください

金融円滑化にかかる基本的方針

平成 年 月 日制定

平成 年 月 日改定

１ 当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みがあった場合には、お客さまの特性およ

び事業の状況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努めます。

２ 当組合は、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さまの経営改善に

向けた取り組みをご支援できるよう努めてまいります。

また、役職員に対する研修等により、上記取り組みの対応能力の向上に努めてまいります。

３ 当組合は、お客さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みがあった場合には、お客さまの経験

等に応じて、説明および情報提供を適切かつ十分に行うように努めてまいります。

また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説明するよう努めます。

４ 当組合は、お客さまからの、新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みに対する問い合わせ、相談及び

苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼が得られるよう努めてまいります。

５ 当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みについて、関係する他の金融機関等（政

府系金融機関等、信用保証協会等および中小企業再生支援協議会を含む。）と緊密な連携を図るよう努めて

まいります。

また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、お客様の同意を前提に情報

交換しつつ連携に努めます。

６ 当組合は、お客さまからの上述のような申込みに対し、円滑に措置をとることが出来るよう、必要な体制

を整備いたしております。

具体的には、

（１）組合長以下、関係役員部長を構成員とする「コンプライアンス委員会」にて、金融円滑化にかかる対応

を一元的に管理し、組織横断的に協議します。

（２）信用事業担当理事を「金融円滑化管理責任者」として、当組合全体における金融円滑化の方針や施策の

徹底に努めます。

（３）各支店に「金融円滑化管理担当者」を設置し、各支店における金融円滑化の方針や施策の徹底に努めま

す。

７ 当組合は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その適切性および有効性を定期的に検証し、必

要に応じて見直しを行います。

◆◆金融ＡＤＲ制度への対応

①苦情処理措置の内容

当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホーム

ページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速かつ適切

な対応に努め、苦情等の解決を図ります。

相談・苦情等は各支店または下記へお申し出ください。

・信用事業 本店 事業管理部 事務指導グループ （ ）

・共済事業 本店 事業管理部 共済管理グループ （ ）

受付時間：午前９時～午後 時（土日・祝祭日および 月 日～ 月 日を除きます）
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◆◆金融円滑化への取り組み

当ＪＡでは、農業者の協同組織金融機関として、「健全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さま

に対して必要な資金を円滑に供給していくこと」を「当ＪＡの最も重要な役割のひとつ」として位置付け、当

ＪＡの担う公共性と社会的責任を強く認識し、その適切な業務の遂行に向け、以下の方針を定め、取り組んで

まいります。 「金融円滑化にかかる基本的方針」については、下記をご参照ください

金融円滑化にかかる基本的方針

平成 年 月 日制定

平成 年 月 日改定

１ 当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みがあった場合には、お客さまの特性およ

び事業の状況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう努めます。

２ 当組合は、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さまの経営改善に

向けた取り組みをご支援できるよう努めてまいります。

また、役職員に対する研修等により、上記取り組みの対応能力の向上に努めてまいります。

３ 当組合は、お客さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みがあった場合には、お客さまの経験

等に応じて、説明および情報提供を適切かつ十分に行うように努めてまいります。

また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説明するよう努めます。

４ 当組合は、お客さまからの、新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みに対する問い合わせ、相談及び

苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼が得られるよう努めてまいります。

５ 当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みについて、関係する他の金融機関等（政

府系金融機関等、信用保証協会等および中小企業再生支援協議会を含む。）と緊密な連携を図るよう努めて

まいります。

また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、お客様の同意を前提に情報

交換しつつ連携に努めます。

６ 当組合は、お客さまからの上述のような申込みに対し、円滑に措置をとることが出来るよう、必要な体制

を整備いたしております。

具体的には、

（１）組合長以下、関係役員部長を構成員とする「コンプライアンス委員会」にて、金融円滑化にかかる対応

を一元的に管理し、組織横断的に協議します。

（２）信用事業担当理事を「金融円滑化管理責任者」として、当組合全体における金融円滑化の方針や施策の

徹底に努めます。

（３）各支店に「金融円滑化管理担当者」を設置し、各支店における金融円滑化の方針や施策の徹底に努めま

す。

７ 当組合は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その適切性および有効性を定期的に検証し、必

要に応じて見直しを行います。

◆◆金融ＡＤＲ制度への対応

①苦情処理措置の内容

当ＪＡでは、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、その内容をホーム

ページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連とも連携し、迅速かつ適切

な対応に努め、苦情等の解決を図ります。

相談・苦情等は各支店または下記へお申し出ください。

・信用事業 本店 事業管理部 事務指導グループ （ ）

・共済事業 本店 事業管理部 共済管理グループ （ ）

受付時間：午前９時～午後 時（土日・祝祭日および 月 日～ 月 日を除きます）

②紛争解決措置の内容

お客様は、「紛争解決の申し立て」において、信用事業、共済事業それぞれに、下記の外部機関を

ご利用いただくことができます。

・信用事業

公益社団法人民間総合調停センター（大阪府）

東京弁護士会紛争解決センター

第一東京弁護士会仲裁センター

第二東京弁護士会仲裁センター

京都弁護士会紛争解決センター

兵庫県弁護士会紛争解決センター

①の窓口またはＪＡバンク相談所（一般社団法人ＪＡバンク・ＪＦマリンバンク相談所、電話：

０ ）にお申し出ください。

なお、下線の弁護士会仲裁センター等については、直接紛争解決をお申し立ていただくことも可能です。

また、東京三弁護士会（東京、第一東京、第二東京）の仲裁センター等では、東京以外の地域の方々

の申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地域で手続を進める方法がありま

す。

１．現地調停：東京の弁護士会のあっせん人と東京以外の弁護士会のあっせん人が、弁護士会所在

地と東京を結ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当たります。

たとえば、お客さまは、兵庫県弁護士会紛争解決センターにお越しいただき、当該

弁護士会のあっせん人とは面談で、東京の弁護士会のあっせん人とはテレビ会議シ

ステム等を通じてお話しいただくことにより、手続を進めることができます。

２．移管調停：東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管します。

たとえば、兵庫県弁護士会紛争解決センターに事件を移管し、以後、当該弁護士会

紛争解決センターで手続を進めることができます。

※ 現地調停、移管調停は全国すべての弁護士会で行えるわけではありません。具体的内容は、Ｊ

Ａバンク相談所または東京三弁護士会仲裁センター等にお問い合わせください。

・共済事業

一般社団法人 日本共済協会 共済相談所

一般財団法人 自賠責保険･共済紛争処理機構

公益財団法人 日弁連交通事故相談センター

公益財団法人 交通事故紛争処理センター

日本弁護士連合会 弁護士費用保険ＡＤＲ

各機関の連絡先（住所・電話番号）につきましては、上記ホームページをご覧いただくか、①の

窓口またはＪＡ共済相談受付センター にお問い合わせください。
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◆◆内部監査体制

当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及び各部門の業務の遂

行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の

適切性の維持・改善に努めています。

また、内部監査は、当ＪＡの本店・支店等のすべてを対象とし、年度の内部監査計画に基づき実施していま

す。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善取

り組み状況をフォローアップしています。

また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、直ち

に理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。

◆◆金融商品の勧誘方針
当ＪＡでは、金融商品の販売にあたっては、以下の「金融商品の勧誘方針」を制定し、全役職員に周知して

おります。

金融商品の勧誘方針

◆◆個人情報保護方針

当ＪＡでは、個人情報保護の重要性に鑑み、また、当 に対する社会の信頼をより向上させるため、「個

人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」、その他関連法令等に基づき、以下の「個人情報保護方針」を

制定し、個人情報の適正な取扱いに努めています。

大阪中河内農業協同組合 個人情報保護方針

平成 年 月 日制定

令和 年 月 日最終改訂

大阪中河内農業協同組合（以下「当組合」といいます。）は、組合員・利用者等の皆様の個人情報を正しく

取扱うことが当組合の事業活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓

約します。

当組合は、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等に係る勧誘にあたっては、次の事

項を遵守し、組合員・利用者の皆さまに対して適正な勧誘を行います。

１．組合員・利用者の皆さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮

のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者の皆さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に

理解していただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、組合員・

利用者の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行うよう努めます。

５．組合員・利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会については、適切な対応

に努めます。
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◆◆内部監査体制

当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管理及び各部門の業務の遂

行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の

適切性の維持・改善に努めています。

また、内部監査は、当ＪＡの本店・支店等のすべてを対象とし、年度の内部監査計画に基づき実施していま

す。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善取

り組み状況をフォローアップしています。

また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に重要な事項については、直ち

に理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切な措置を講じています。

◆◆金融商品の勧誘方針
当ＪＡでは、金融商品の販売にあたっては、以下の「金融商品の勧誘方針」を制定し、全役職員に周知して

おります。

金融商品の勧誘方針

◆◆個人情報保護方針

当ＪＡでは、個人情報保護の重要性に鑑み、また、当 に対する社会の信頼をより向上させるため、「個

人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）」、その他関連法令等に基づき、以下の「個人情報保護方針」を

制定し、個人情報の適正な取扱いに努めています。

大阪中河内農業協同組合 個人情報保護方針

平成 年 月 日制定

令和 年 月 日最終改訂

大阪中河内農業協同組合（以下「当組合」といいます。）は、組合員・利用者等の皆様の個人情報を正しく

取扱うことが当組合の事業活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓

約します。

当組合は、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等に係る勧誘にあたっては、次の事

項を遵守し、組合員・利用者の皆さまに対して適正な勧誘を行います。

１．組合員・利用者の皆さまの商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向を考慮

のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２．組合員・利用者の皆さまに対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に

理解していただくよう努めます。

３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、組合員・

利用者の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行うよう努めます。

５．組合員・利用者の皆さまに対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。

６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会については、適切な対応

に努めます。

１．関連法令等の遵守

当組合は、個人情報を適正に取扱うために、「個人情報の保護に関する法律」（以下「保護法」といいます。）

その他、個人情報保護に関する関係諸法令および個人情報保護委員会のガイドライン等に定められた義務を誠

実に遵守します。

個人情報とは、保護法第２条第１項、第２項に規定する、生存する個人に関する情報で、特定の個人を識別

できるものをいい、以下も同様とします。

また、当組合は、特定個人情報を適正に取扱うために、「行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律」（以下「番号利用法」といいます。）その他、特定個人情報の適正な取扱いに関する

関係諸法令およびガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。

特定個人情報とは、番号利用法第２条第８項に規定する、個人番号をその内容に含む個人情報をいい、以下

も同様とします。

２．利用目的

当組合は、個人情報の取扱いにおいて、利用目的をできる限り特定したうえ、あらかじめご本人の同意を得

た場合および法令により例外として扱われるべき場合を除き、その利用目的の達成に必要な範囲内でのみ個人

情報を利用します。ただし、特定個人情報においては、利用目的を特定し、ご本人の同意の有無に関わらず、

利用目的の範囲を超えた利用は行いません。

ご本人とは、個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下同様とします。

利用目的は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表するか、取得後速やかにご本

人に通知し、または公表します。ただし、ご本人から直接書面で取得する場合には、あらかじめ明示します。

３．適正取得

当組合は、個人情報を取得する際、適正かつ適法な手段で取得いたします。

４．安全管理措置

当組合は、取扱う個人データ及び特定個人情報を利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよう努め、ま

た安全管理のために必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。

なお、個人データとは、保護法第 条第３項が規定する、個人情報データベース等（保護法第 条第１

項）を構成する個人情報をいい、以下同様とします。

５．仮名加工情報及び匿名加工情報の取扱い

当組合は、仮名加工情報（保護法第２条第５項）及び匿名加工情報（保護法第２条第６項）の取扱いに関し

ては、保護法・ガイドライン等に則して、安全管理に関する必要かつ適切な措置を講じます。

６．第三者提供の制限

当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人

データを第三者に提供しません。

また、当組合は、番号利用法第 条各号により例外として扱われるべき場合を除き、ご本人の同意の有無

に関わらず、特定個人情報を第三者に提供しません。

７．機微（センシティブ）情報の取り扱い

当組合は、ご本人の機微（センシティブ）情報（要配慮個人情報並びに労働組合への加盟、門地・本籍地、

保健医療等に関する情報）については、法令等に基づく場合や業務遂行上必要な範囲においてご本人の同意を

いただいた場合等を除き、取得・利用・第三者提供はいたしません。

８．開示・訂正・利用停止等

当組合は、保有個人データ等につき、法令に基づきご本人からの開示、訂正、利用停止等に応じます。

保有個人データとは、保護法第 条第４項に規定するデータをいいます。

９．苦情窓口

当組合は、個人情報につき、ご本人からの質問・苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、そのための内部体制

の整備に努めます。

１０．継続的改善

当組合は、個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の継続的な改善に努めます。
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主な事業の内容等 ディスクロ２０２４

主な事業の内容

◇信用事業

貯金・貸出・為替など、いわゆる銀行業務を行っています。

この信用事業は、ＪＡ、信連、農林中金という三段階の組織が有機的に結びつき、「ＪＡバンク」として大

きな力を発揮しています。

○貯金業務

組合員の方はもちろん地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預かりしています。

当座貯金、普通貯金、貯蓄貯金、総合口座、通知貯金、定期積金、定期貯金などの各種貯金を目的・期間・

金額にあわせてご利用いただいています。

公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受取り、給与振込等もご利用いただけま

す。

また、平成 年 月 日より貯金保険制度による｢全額保護｣をご希望の組合員皆さまのために、決済用

貯金（｢普通貯金無利息型（決済用）｣及び｢総合口座の普通貯金無利息型｣）をご用意しています。この決済用

貯金は、平成 年 月以降｢全額保護｣となっています。

○貸出業務

農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員の皆さまの生活を豊かにするための生活改善資金

等を融資しています。

また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金や、地方公共団体、農業関連産

業・地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金を貸し出し、農業の振興はもとより、地域社会の発展のため

に貢献しています。

○為替業務

全国のＪＡ・信連・農林中金の各店舗をはじめ、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網で結び、当Ｊ

Ａの窓口を通じて全国のどこの金融機関へでも振込・送金や手形・小切手等の取り立てが安全・確実・迅速に

できます。

○投資信託の販売

平成 年 月より投資信託の取扱いを開始しています。現在では、運用益が非課税となる新 を取

扱い、各支店に相談担当者を配置し、国内外の債券・株式・不動産も含めて幅広い投資対象から、お客様のニ

ーズにあう投資信託をご用意しています。

○国債窓口販売

新窓販国債・個人向け国債（利付）の窓口販売のお取扱いをしています。

○サービス・その他

当ＪＡでは、コンピューター・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、各種自動支払や事業主の皆

さまのための給与振込サービス、自動集金サービス、口座振替サービスなどをお取り扱いしています。

また、国債の保護預り、貸金庫のご利用、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、信用金庫、コンビニエン

ス・ストア等でも現金引き出しの出来るキャッシュサービスなど、いろいろなサービスに努めています。

◇共済事業

ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、相互扶助を基本理念に生命・建更・自動車な

どの各種共済による生活総合保障を通じて、組合員・利用者の皆さまが日常生活をおくるうえで必要とされる

さまざまな保障・ニーズにお応えしています。
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主な事業の内容等 ディスクロ２０２４

主な事業の内容

◇信用事業

貯金・貸出・為替など、いわゆる銀行業務を行っています。

この信用事業は、ＪＡ、信連、農林中金という三段階の組織が有機的に結びつき、「ＪＡバンク」として大

きな力を発揮しています。

○貯金業務

組合員の方はもちろん地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預かりしています。

当座貯金、普通貯金、貯蓄貯金、総合口座、通知貯金、定期積金、定期貯金などの各種貯金を目的・期間・

金額にあわせてご利用いただいています。

公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受取り、給与振込等もご利用いただけま

す。

また、平成 年 月 日より貯金保険制度による｢全額保護｣をご希望の組合員皆さまのために、決済用

貯金（｢普通貯金無利息型（決済用）｣及び｢総合口座の普通貯金無利息型｣）をご用意しています。この決済用

貯金は、平成 年 月以降｢全額保護｣となっています。

○貸出業務

農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員の皆さまの生活を豊かにするための生活改善資金

等を融資しています。

また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金や、地方公共団体、農業関連産

業・地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金を貸し出し、農業の振興はもとより、地域社会の発展のため

に貢献しています。

○為替業務

全国のＪＡ・信連・農林中金の各店舗をはじめ、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網で結び、当Ｊ

Ａの窓口を通じて全国のどこの金融機関へでも振込・送金や手形・小切手等の取り立てが安全・確実・迅速に

できます。

○投資信託の販売

平成 年 月より投資信託の取扱いを開始しています。現在では、運用益が非課税となる新 を取

扱い、各支店に相談担当者を配置し、国内外の債券・株式・不動産も含めて幅広い投資対象から、お客様のニ

ーズにあう投資信託をご用意しています。

○国債窓口販売

新窓販国債・個人向け国債（利付）の窓口販売のお取扱いをしています。

○サービス・その他

当ＪＡでは、コンピューター・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、各種自動支払や事業主の皆

さまのための給与振込サービス、自動集金サービス、口座振替サービスなどをお取り扱いしています。

また、国債の保護預り、貸金庫のご利用、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、信用金庫、コンビニエン

ス・ストア等でも現金引き出しの出来るキャッシュサービスなど、いろいろなサービスに努めています。

◇共済事業

ＪＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、相互扶助を基本理念に生命・建更・自動車な

どの各種共済による生活総合保障を通じて、組合員・利用者の皆さまが日常生活をおくるうえで必要とされる

さまざまな保障・ニーズにお応えしています。

◇経済事業

経済事業は、購買事業・指導事業・販売事業・利用事業・宅地等供給事業・介護福祉事業の６部門から構成

されています。

○購買事業

組合員の営農と生活に必要な物資を安定かつ安価で供給出来るよう努めています。

○指導事業

組合員の営農指導と、各協力組織の育成指導などに努めています。

○販売事業

地区内で生産された米の適正集荷に努めています。

○利用事業

農作業の受託により農地の維持管理に努めています。

○宅地等供給事業

組合員の土地有効利用を考え、集合戸建住宅等の資産管理と保全に努めています。

○介護福祉事業

介護相談や自立支援など、組合員や地域住民に寄り添ったサポートに取り組んでいます。

ＪＡバンク・セーフティーネット

当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である｢破綻未然防止システム｣と公的制度である｢貯金保険制度 農

水産業協同組合貯金保険制度 ｣との 重のセーフティーネットで守られています。

◇｢ＪＡバンクシステム｣の仕組み

組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再編強化法（農林中央金庫及び

特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）」に則り、ＪＡバンク会員（ＪＡ・信

連・農林中金）総意のもと「ＪＡバンク基本方針」に基づき、ＪＡ・信連・農林中金が一体的に取り組む仕組

みを「ＪＡバンクシステム」といいます。

「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、スケールメリッ

トときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの提供の充実・強化を目指す「一体的事業運営」の２つの柱

で成り立っています。

◇｢破綻未然防止システム｣の機能

「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻を未然に防止するためのＪ

Ａバンク独自の制度です。具体的には、（ ）個々のＪＡ等の経営状況についてチェック（モニタリング）を

行い、問題点を早期に発見、（ ）経営破綻に至らないよう、早め早めに経営改善等を実施、（ ）全国のＪＡ

バンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金」等を活用し、個々のＪＡの経営健全性維持のために必要な資本注入

などの支援を行います。

◇｢一体的な事業運営｣の実施

良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の強化、共同運営システ

ムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の一体的な事業運営の取り組みをしています。

◇貯金保険制度

貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、貯金者を保護し、

また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目的とする制度で、銀行、信金、信

組、労金などが加入する｢預金保険制度｣と同様な制度です。

− 24 −− 24 −



主な貯金商品

種 類 特 徴 預入期間 預入金額

当 座 貯 金
商取引に安全な小切手・手形で決済するた

めの貯金

設定なし １円以上

決 済 用 貯 金

｢無利息、要求払い、決済サービスの提供｣

という 要件を満たす貯金で、例えば当

座貯金や無利息の普通貯金が該当します

普 通 貯 金 入出金の自由な一般的な貯金

総 合 口 座 貯 金

普通貯金に定期貯金をセットでき、 冊で

受取る、貯める、支払う、借りることがで

きる便利な貯金

定期積金も担保とすることができます 当

組合で既に総合口座を開設済の場合、新規

での開設不可

納 税 準 備 貯 金 納税用の資金を着実に蓄える貯金

貯 蓄 貯 金
日々の残高に合わせ７段階の残高階層別

金利が適用される貯金

通 知 貯 金
まとまった資金を短期間（７日間以上）預

入れする貯金
７日間以上 ５万円以上

定 期 積 金

積立期間、積立金額を設定し、毎月積み立

て計画的に資金が貯まる貯蓄で、最大６回

まで増額月を設定することができます

個人については、総合口座の担保に組入れ

できます

（契約期間）

定型方式： ヶ月～ 年

（ ヶ月きざみ）

期日指定方式： ヶ月超

年未満の満期月を指定

千円以上

（払込１回あたり）

ご 新 規 限 定

定 期 積 金

ファーストステップ

当 で初めてお取引を開始され、初めて

ご契約いただく個人の方向けの定期積金

（契約期間）

年

千円以上３万円以内

（払込１回あたり）

な ご み 定 期 積 金
年金受給月にあわせて（ ヶ月毎）無理な

く積み立てができる貯蓄

（契約期間）

年

千円以上

（払込１回あたり）

掛金は、１回あたり

の年金受給額が上限

そ な え 得 定 期 積 金 公的年金の受給予約者向けの定期積金
（契約期間）

年

千円以上

万円未満

（払込１回あたり）

ス ー パ ー 定 期 貯 金

まとまった資金を安全・確実にふやす貯金

（複利型は個人に限る。 ヶ月据置後一部

支払が可能）

単利型 ヶ月、

年

期日指定方式は

ヶ月超 年未満

複利型 年

期日指定方式は

年超 年未満

１円以上

大 口 定 期 貯 金

万円以上の大きな資金の貯金

個人の自動継続扱いは総合口座の担保に

組入れできます

ヶ月、

年

期日指定方式は

ヶ月超 年未満

万円以上

期 日 指 定 定 期 貯 金

預入日の 年経過後に満期日を指定でき

る貯金

（満期日の指定は ヶ月前に通知が必要）

年据置、

最長 年

１円以上

万円未満

変 動 金 利 定 期 貯 金

ヶ月毎に金利の見直しがされる貯金

個人の自動継続扱いは総合口座の担保に

組入れできます

年 １円以上

シ ル バ ー 定 期 貯 金
公的年金または恩給の受給者向けの定期

貯金

１年

（元金継続型）

１円以上

万円以内

シ ル バ ー 定 期 貯 金

プ ラ ス ワ ン

公的年金または恩給の受給者で、グルメ商

品の購入者向けの定期貯金

１年

（元金継続型）

１円以上

２００万円以内

プ レ 年 金 世 代

応 援 定 期 貯 金

（ き ら め き ）

公的年金の受給予約者向けの定期貯金

１ ２ ３年

（元金継続型・

総合口座のみ）

１円以上

３００万円以内
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主な貯金商品

種 類 特 徴 預入期間 預入金額
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設定なし １円以上

決 済 用 貯 金
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座貯金や無利息の普通貯金が該当します

普 通 貯 金 入出金の自由な一般的な貯金

総 合 口 座 貯 金

普通貯金に定期貯金をセットでき、 冊で

受取る、貯める、支払う、借りることがで

きる便利な貯金

定期積金も担保とすることができます 当

組合で既に総合口座を開設済の場合、新規

での開設不可

納 税 準 備 貯 金 納税用の資金を着実に蓄える貯金

貯 蓄 貯 金
日々の残高に合わせ７段階の残高階層別

金利が適用される貯金

通 知 貯 金
まとまった資金を短期間（７日間以上）預

入れする貯金
７日間以上 ５万円以上

定 期 積 金

積立期間、積立金額を設定し、毎月積み立

て計画的に資金が貯まる貯蓄で、最大６回

まで増額月を設定することができます

個人については、総合口座の担保に組入れ

できます

（契約期間）

定型方式： ヶ月～ 年

（ ヶ月きざみ）

期日指定方式： ヶ月超

年未満の満期月を指定

千円以上

（払込１回あたり）

ご 新 規 限 定

定 期 積 金
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当 で初めてお取引を開始され、初めて

ご契約いただく個人の方向けの定期積金

（契約期間）

年

千円以上３万円以内

（払込１回あたり）

な ご み 定 期 積 金
年金受給月にあわせて（ ヶ月毎）無理な

く積み立てができる貯蓄

（契約期間）

年

千円以上

（払込１回あたり）

掛金は、１回あたり

の年金受給額が上限

そ な え 得 定 期 積 金 公的年金の受給予約者向けの定期積金
（契約期間）

年

千円以上

万円未満

（払込１回あたり）

ス ー パ ー 定 期 貯 金

まとまった資金を安全・確実にふやす貯金

（複利型は個人に限る。 ヶ月据置後一部

支払が可能）

単利型 ヶ月、

年

期日指定方式は

ヶ月超 年未満

複利型 年

期日指定方式は

年超 年未満

１円以上

大 口 定 期 貯 金

万円以上の大きな資金の貯金

個人の自動継続扱いは総合口座の担保に

組入れできます

ヶ月、

年

期日指定方式は

ヶ月超 年未満

万円以上

期 日 指 定 定 期 貯 金

預入日の 年経過後に満期日を指定でき

る貯金

（満期日の指定は ヶ月前に通知が必要）

年据置、

最長 年

１円以上

万円未満

変 動 金 利 定 期 貯 金

ヶ月毎に金利の見直しがされる貯金

個人の自動継続扱いは総合口座の担保に

組入れできます

年 １円以上

シ ル バ ー 定 期 貯 金
公的年金または恩給の受給者向けの定期

貯金

１年

（元金継続型）

１円以上

万円以内

シ ル バ ー 定 期 貯 金

プ ラ ス ワ ン

公的年金または恩給の受給者で、グルメ商

品の購入者向けの定期貯金

１年

（元金継続型）

１円以上

２００万円以内

プ レ 年 金 世 代

応 援 定 期 貯 金

（ き ら め き ）

公的年金の受給予約者向けの定期貯金

１ ２ ３年

（元金継続型・

総合口座のみ）

１円以上

３００万円以内

種 類 特 徴 預入期間 預入金額

し あ わ せ の 架 け 橋

「年金受給者様ご紹介キャンペーン」にて

新たに年金受給者をご紹介いただいた方

向けの定期貯金

年
１円以上

万円以内

定 振 定 期

当組合の定期積金の満期を迎えられる方

で、定期積金の満期より振替にて預入れす

る定期貯金

年

円以上

（但し満期金額への

増額は 万円未満）

ア ク テ ィ ブ 退職金用の定期貯金
年

（非自動継続）

万円以上

（但し、預入れは退

職金に限る）

相 続 定 期 貯 金

（ つ な ぎ 愛 ）
相続された資金を預入れする定期貯金 １年

１００万円以上

（但し、預入れは相

続により取得した金

額の範囲内）

投資信託セット型定期貯金

＜一括購入プラン＞

対象の投資信託を購入された方向けの定

期貯金
３ヶ月

５０万円以上

５００万円以内

投資信託セット型定期貯金

＜積立購入プラン＞

対象の投資信託を購入された方向けの定

期貯金
３ヶ月

１０万円以上

３０万円以内

一 般 財 形 貯 金
と財形貯蓄契約を締結している企業

の勤労者向けの貯金
年以上

回あたり 円以上

（大阪府財形は千円単位）

据 置 定 期 貯 金
据置期間（ ヶ月）経過後は、いつでも全

額解約又は一部支払いができる貯金

ヶ月以上

５年以内

１円以上

万円未満

主な融資商品

種 類 資金使途 融資期間 融資金額

賃 貸 事 業 資 金
資産づくりのため、貸倉庫・貸マンションな

どの取得・建築・借換資金の融資
年以内

組合の定める

限度額以内

賃 貸 住 宅 資 金
資産づくりのため、貸マンションなどの取

得・建築・借換資金の融資（協会保証）
年以内 １０億円以内

住 宅 ロ ー ン

住宅（中古住宅を含む）・宅地の購入資金の

融資、住宅の新築資金の融資、借換資金の融

資

３年以上

５０年以内
万円以内

リ フ ォ ー ム ロ ー ン

ご自宅の増改築、補修または、システムキッ

チン、トイレ等の住宅関連設備の資金の融

資、借換資金の融資

１年以上

年以内
５ 万円以内

カ ー ド ロ ー ン
お買物、レジャー、ブライダル、教育資金等

様々な使いみちへの融資

年毎に契約更新 万円以内

多 目 的 ロ ー ン
６ヶ月以上

年以内
万円以内

教 育 ロ ー ン 入学金、授業料、下宿代等の資金の融資
ヶ月以上 年以内

（在学期間＋ 年以内）
万円以内

教 育 ロ ー ン

（ カ ー ド 型 ）
入学金、授業料、下宿代等の資金の融資 １年毎に契約更新 万円以内

マ イ カ ー ロ ー ン
お車のご購入・点検・修理・車検・保険掛金

などの融資、借換資金の融資

６ヶ月以上

５年以内
万円以内

農 機 ハ ウ ス ロ ー ン

農機具の購入（中古含む）、点検・修理、車

検、購入諸費用、保険掛金、農機具ローン借

換資金、パイプハウス等資材、建設費用、格

納庫建設資金などの融資

１年以上

１０年以内

（借換は当初借入

残存期間以内）

万円以内

Ｊ Ａ 新 規 就 農

応 援 資 金

新規就農者に対しての農業経営にかかる

設備・運転資金（原則農家後継者は除く）

長期資金： 年以内

短期資金： 年以内
万円以内

Ｊ Ａ 担 い 手 応 援

ロ ー ン

個人：農業生産に直結する運転資金

法人：農業経営に必要な運転資金
年以内 万円以内
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主な投資信託

商品名 特 色

日 本 債 券 フ ァ ン ド

ファミリーファンド方式により、 日本債券マザーファンドへの投資を通じて

日本の公社債を中心に投資します。また投資対象として投資適格債（信用格付を

原則として 格以上とします）とし、信託財産の長期的な成長を目指して運

用を行います。

農 中 日 経 ２ ２ ５ オ ー プ ン
日本国内の株式を主要投資対象とし、日経平均株価（日経 ）の動きに連動

した収益獲得を目指します。

農林中金〈パートナーズ〉

日米６資産分散ファンド

（ 安 定 運 用 コ ー ス ）

（ 資 産 形 成 コ ー ス ）

主として日本株式、日本債券、日本上場不動産投資信託（ ）、米国株式、

米国債券および米国上場不動産投資信託（ ）に実質的に分散投資を行い、

投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。実質組入外貨建資産

については、為替変動リスクの低減を図るため、原則としてすべて対円での為替

ヘッジを行います。

Ｏｎｅニッポン債券オープン

日系企業が発行する円建ておよび外貨建ての各種債券を中心に投資し、安定的な

収益の獲得をめざします。金利水準や債券市場の動向に加え、個別企業の経営戦

略や信用力評価に基づき投資魅力度の高い銘柄を選定します。外貨建資産につい

ては原則として為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図ります。

米 国 株 式

イ ン デ ッ ク ス フ ァ ン ド

米国の株式等を主要投資対象とし、「 指数」の値動きに連動する投資成

果を目指して運用を行うインデックスファンドです。

農林中金〈パートナーズ〉

長 期 厳 選 投 資 お お ぶ ね

圧倒的な競争力を有する企業への長期厳選投資により投資信託財産の中長期的

成長を目指すアクティブファンド。米国の上場株式を主要投資対象とし、徹底し

た深い海外企業調査を通じて、①付加価値の高い産業、②圧倒的な競争優位性、

③長期的な潮流の３つの基準を満たす「構造的に強靭な企業」に長期厳選投資を

行います。

Ｈ Ｓ Ｂ Ｃ 世 界 資 産 選 抜

人 生 １ ０ ０ 年 時 代

（ 育 て る コ ー ス ）

（ 収 穫 コ ー ス ）

（ 充 実 生 活 コ ー ス ）

（ 種 ま き コ ー ス ）

幅広く世界のさまざまな資産（株式、債券等）に分散投資を行います。投資比率

は適宜見直しを行い、運用にあたっては、投資対象資産のリスクや利回りおよび

市場環境を分析のうえ、効率的に収益を獲得することを目指して、それぞれのポ

ートフォリオを構築します。

※投資目的に合わせ、「つみたてサービス」も取扱いしています。

主な国債窓販商品

種 類 特 徴 期 間 取扱単位

新 窓 販 国 債
半年利払いの固定金利型で、個人・法人どちらでも購入できます。

毎月発行で、いつでも換金が可能です。
年 万円

個 人 向 け 国 債

変 動 年

個人限定で、利率は ヶ月毎の変動制です。（実勢金利に応じて変

動します。）１万円から購入でき、購入（発行日）から１年経過後

は換金可能ですが、直前２回分の利子相当額が差し引かれます。

年 万円

個 人 向 け 国 債

固定３年・ 年

個人限定で、利率は３年または 年の固定です。１万円から購入

でき、購入（発行日）から１年経過後は換金可能ですが、直前２回

分の利子相当額が差し引かれます。

３ 年 万円
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主な投資信託

商品名 特 色

日 本 債 券 フ ァ ン ド

ファミリーファンド方式により、 日本債券マザーファンドへの投資を通じて

日本の公社債を中心に投資します。また投資対象として投資適格債（信用格付を

原則として 格以上とします）とし、信託財産の長期的な成長を目指して運

用を行います。

農 中 日 経 ２ ２ ５ オ ー プ ン
日本国内の株式を主要投資対象とし、日経平均株価（日経 ）の動きに連動

した収益獲得を目指します。

農林中金〈パートナーズ〉

日米６資産分散ファンド

（ 安 定 運 用 コ ー ス ）

（ 資 産 形 成 コ ー ス ）

主として日本株式、日本債券、日本上場不動産投資信託（ ）、米国株式、

米国債券および米国上場不動産投資信託（ ）に実質的に分散投資を行い、

投資信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行います。実質組入外貨建資産

については、為替変動リスクの低減を図るため、原則としてすべて対円での為替

ヘッジを行います。

Ｏｎｅニッポン債券オープン

日系企業が発行する円建ておよび外貨建ての各種債券を中心に投資し、安定的な

収益の獲得をめざします。金利水準や債券市場の動向に加え、個別企業の経営戦

略や信用力評価に基づき投資魅力度の高い銘柄を選定します。外貨建資産につい

ては原則として為替ヘッジを行い、為替変動リスクの低減を図ります。

米 国 株 式

イ ン デ ッ ク ス フ ァ ン ド

米国の株式等を主要投資対象とし、「 指数」の値動きに連動する投資成

果を目指して運用を行うインデックスファンドです。

農林中金〈パートナーズ〉

長 期 厳 選 投 資 お お ぶ ね

圧倒的な競争力を有する企業への長期厳選投資により投資信託財産の中長期的

成長を目指すアクティブファンド。米国の上場株式を主要投資対象とし、徹底し

た深い海外企業調査を通じて、①付加価値の高い産業、②圧倒的な競争優位性、

③長期的な潮流の３つの基準を満たす「構造的に強靭な企業」に長期厳選投資を

行います。

Ｈ Ｓ Ｂ Ｃ 世 界 資 産 選 抜

人 生 １ ０ ０ 年 時 代

（ 育 て る コ ー ス ）

（ 収 穫 コ ー ス ）

（ 充 実 生 活 コ ー ス ）

（ 種 ま き コ ー ス ）

幅広く世界のさまざまな資産（株式、債券等）に分散投資を行います。投資比率

は適宜見直しを行い、運用にあたっては、投資対象資産のリスクや利回りおよび

市場環境を分析のうえ、効率的に収益を獲得することを目指して、それぞれのポ

ートフォリオを構築します。

※投資目的に合わせ、「つみたてサービス」も取扱いしています。

主な国債窓販商品

種 類 特 徴 期 間 取扱単位

新 窓 販 国 債
半年利払いの固定金利型で、個人・法人どちらでも購入できます。

毎月発行で、いつでも換金が可能です。
年 万円

個 人 向 け 国 債

変 動 年

個人限定で、利率は ヶ月毎の変動制です。（実勢金利に応じて変

動します。）１万円から購入でき、購入（発行日）から１年経過後

は換金可能ですが、直前２回分の利子相当額が差し引かれます。

年 万円

個 人 向 け 国 債

固定３年・ 年

個人限定で、利率は３年または 年の固定です。１万円から購入

でき、購入（発行日）から１年経過後は換金可能ですが、直前２回

分の利子相当額が差し引かれます。

３ 年 万円

主な共済商品

＜長期共済＞
種 類 主な内容

終身共済

・ 一生涯にわたって万一（死亡・後遺障害）の保障を備えられます。
・ 一時金だけではなく、ご家族の生活資金を年金でお受取りになれる保障

プラン（生活保障特約・家族収入保障特約）もご用意しています。

一時払終身共済（平成２８１０）

・ まとまった資金を活用して万一（死亡）に備える一生涯の保障で、将来
の安心を確保することができます。

・ 死亡共済金を相続対策に活用いただけます。

引受緩和型終身共済
・ 健康に不安のある方もご加入しやすい保障です。
・ １８歳から８０歳まで幅広い年齢の方にご加入いただけます。
・ 一生涯にわたって万一（死亡）保障を備えられます。

養老生命共済
・ 貯蓄しながら備えられる万一（死亡・後遺障害）の保障です。
・ 定期的に一時金を受け取れる中途給付プランも用意しています。

定期生命共済

・ お手頃な共済掛金で万一（死亡・後遺障害）の保障を備えられます。
・ 共済期間を 年・ 年・ 年の更新タイプと 歳から 歳まで

の歳満了タイプからお選びいただけます。 主に法人向けに 歳・
歳満了タイプもあります

定期生命共済（逓減期間設定型）

（みちびき）

・ お手頃な共済掛金でライフステージに応じた必要十分な万一保障をしっ
かり準備します。

医療共済

（メディフル）

・ 入院した際にまとまった一時金を給付する保障を一生涯備えられます。
（終身保障を選択した場合）

・ 日帰り入院からしっかり保障します。
・ 高額な治療費を要する先進医療を保障し、最新の治療を安心して受けら

れます。（先進医療保障ありを選択した場合）

引受緩和型医療共済

・ 健康に不安がある方もご加入しやすい医療保障です。
・ 持病（既往症）の悪化・再発もしっかり保障します。
・ １８歳から８０歳まで幅広い年齢の方にご加入いただけます。
・ 日帰り入院からしっかり保障します。

がん共済
・ 上皮内がんを含む様々な「がん」や「脳腫瘍」を診断時から再発時、長

期治療まで保障します。

特定重度疾病共済

（身近なリスクにそなエール）

・ 「三大疾病（がん・急性心筋梗塞・脳卒中）」に加え、「心・血管疾患」、
「脳血管疾患」、さらには「その他の生活習慣病」まで幅広く保障します。

・ 一時金を給付し、継続治療にかかる様々な経済的負担に備えられます。

こども共済

（にじ・えがお・学資応援隊）
・ お子さまやお孫さまの教育資金の準備に活用いただけます。

介護共済
・ 公的介護保険制度に連動したわかりやすい保障です。一生涯にわたって

介護の不安に備えられます。

一時払介護共済
・ まとまった資金を活用して一生涯にわたって介護の保障を確保すること

ができます。万一 死亡 の場合には死亡給付金をお受け取りになれます。

認知症共済
・ 認知症はもちろん、認知症の前段階の軽度認知障害（ ）まで幅広く

保障します。

予定利率変動型年金共済

（ライフロード）
・ 将来に備えた年金保障です。年金額の増加が期待できます。

生活障害共済

（働くわたしのささエール）

・ 身体障害者手帳制度（公的制度）に連動した幅広い身体障害状態に備え
られる保障です。

・ 働けなくなったときのリスクに備えられます。

建物更生共済

（むてきプラス・ 家財プラス）

・ 火災はもちろん、台風や地震などの自然災害にも対応し、建物や家財を
しっかり保障します。

＜短期共済＞
種 類 主な内容

自動車共済
・ 自動車事故のリスクに備えて、充実した保障や各種サービスを納得の共

済掛金でご加入いただけます。独自の割引制度もあります。

自賠責共済 ・ 自動車事故に備えた保障です。（自賠責法に基づく強制加入）

火災共済 ・ 建物の火災等に備えた保障です。

傷害共済 ・ 不慮の事故による万一（死亡・後遺障害）・負傷に備えた保障です。

賠償責任共済 ・ 賠償事故に備えた保障です。

農業者賠償責任共済 ・ 農業において発生するさまざまな賠償リスクを幅広く保障します。
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手数料一覧（消費税込み） （令和６年７月１日現在）

◇振込手数料

内 容
３万円未満
１件につき

３万円以上
１件につき

当組合本支店あて

窓口利用（電信扱） １１０円 ２２０円

ＡＴＭ利用 無料 １１０円

インターネットバンキング 無料 無料

系統金融機関あて

窓口利用（電信扱） ２２０円 ４４０円

ＡＴＭ利用 １１０円 ３３０円

インターネットバンキング １１０円 ２２０円

他金融機関あて

窓口利用（電信扱・文書扱 ５５０円 ７７０円

ＡＴＭ利用 ４４０円 ６６０円

インターネットバンキング ２２０円 ３３０円

◇法人
当初契約料 （全契約とも） ０円

サービス利用料
振込・照会のみ （月 額）１，１００円

振込・照会 ＋ データ伝送 （月 額）３，３００円

口座振替手数料 （１件につき） ０円

口座確認手数料 （１件につき） ０円

◇送金手数料
当組合本支店・系統金融機関あて （１件につき） ４４０円

他金融機関あて （１件につき） ６６０円

◇代金取立手数料

至急扱い
系統 （１通につき） ９９０円

他行 （１通につき）１，２１０円

普通扱い
系統 （１通につき） ６６０円

他行 （１通につき） ８８０円

手形・小切手・配当金・支払通知書等（電子交換所扱い） （１通につき） ８８０円

小切手類の個別取立 （１通につき） ８８０円

◇その他の為替手数料
送金・振込の組戻料 被仕向店からの一方的返却も含む （１件につき） ６６０円

不渡手形返却料（出代を除く） （１通につき） ６６０円

取立手形組戻料（出代を除く） （１通につき） ６６０円

取立手形店頭呈示料 （１通につき） ６６０円 ※

※ただし、取立手形店頭呈示料を超える取立経費を要する場合は、その実費を申し受けます。
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手数料一覧（消費税込み） （令和６年７月１日現在）

◇振込手数料

内 容
３万円未満
１件につき

３万円以上
１件につき

当組合本支店あて

窓口利用（電信扱） １１０円 ２２０円

ＡＴＭ利用 無料 １１０円

インターネットバンキング 無料 無料

系統金融機関あて

窓口利用（電信扱） ２２０円 ４４０円

ＡＴＭ利用 １１０円 ３３０円

インターネットバンキング １１０円 ２２０円

他金融機関あて

窓口利用（電信扱・文書扱 ５５０円 ７７０円

ＡＴＭ利用 ４４０円 ６６０円

インターネットバンキング ２２０円 ３３０円

◇法人
当初契約料 （全契約とも） ０円

サービス利用料
振込・照会のみ （月 額）１，１００円

振込・照会 ＋ データ伝送 （月 額）３，３００円

口座振替手数料 （１件につき） ０円

口座確認手数料 （１件につき） ０円

◇送金手数料
当組合本支店・系統金融機関あて （１件につき） ４４０円

他金融機関あて （１件につき） ６６０円

◇代金取立手数料

至急扱い
系統 （１通につき） ９９０円

他行 （１通につき）１，２１０円

普通扱い
系統 （１通につき） ６６０円

他行 （１通につき） ８８０円

手形・小切手・配当金・支払通知書等（電子交換所扱い） （１通につき） ８８０円

小切手類の個別取立 （１通につき） ８８０円

◇その他の為替手数料
送金・振込の組戻料 被仕向店からの一方的返却も含む （１件につき） ６６０円

不渡手形返却料（出代を除く） （１通につき） ６６０円

取立手形組戻料（出代を除く） （１通につき） ６６０円

取立手形店頭呈示料 （１通につき） ６６０円 ※

※ただし、取立手形店頭呈示料を超える取立経費を要する場合は、その実費を申し受けます。

◇各種用紙発行・再発行・証明書手数料
項 目 手数料 項 目 手数料

小切手帳（署名鑑印刷なし） １冊 １１，０００円

再
発
行

貯 金 通 帳 １冊 ５５０円

小切手帳（署名鑑印刷あり） １冊 １１，０００円 貯 金 証 書 １通 ５５０円

約束手形帳（署名鑑印刷なし） １冊 ５，５００円 ＩＣキャッシュカード※ １枚 １，１００円

約束手形帳（署名鑑印刷あり） １冊 ５，５００円 一体型ＩＣキャッシュカード※ １枚 ６６０円

マ ル 専 手 形 １枚 ６６０円 未利用口座管理手数料 １口座 １，３２０円

マ ル 専 手 形 口 座 開 設 １口座 ３，３ ０円 利 息 支 払 証 明 書 １通 ２２０円

自 己 宛 小 切 手 １枚 ６６０円 署名鑑新規登録手数料 ３，３００円

取 引 履 歴
発行手数料
１ 顧 客

年以下
店頭交付 １，１００円
簡易書留郵送 １．６５０円

署 名 鑑 変 更 料 ３，３００円

２年超～６年以下
店頭交付 ２，２００円
簡易書留郵送 ２．７５０円

残 高 証 明 書
店頭交付 ２２０円
簡易書留郵送 ５５０円

年超
店頭交付 ３，３００円
簡易書留郵送 ３．８５０円

個 人 情 報 開 示 手 数 料 件 １，１００円

※再発行の事由により減免措置があります。

◇円貨両替手数料
枚 数 手数料

１枚 ～ ５０枚 無料

５１枚 ～ １００枚 ３３０円

１０１枚 ～ ５００枚 ６６０円

５０１枚 ～１，０００枚 １，３２０円

１，００１枚 ～ １，３２０円 ＋ ５００枚ごとに６６０円加算

※合計枚数（紙幣および硬貨）の算定基準は、ご持参枚数（両替前）またはお持帰り枚数（両替後）のいずれか

多い方になります。

※同一金種・新券への両替についても上記同様の取扱いとなります。

※ご持参いただいた紙幣・硬貨の枚数を基に手数料を算定いたしますので、計算後の両替枚数変更はいたしかね

ます。

◇金種指定払戻手数料
紙幣・硬貨合計枚数 手数料

１枚 ～ ５０枚 無料

５１枚 ～ １００枚 ３３０円

１０１枚 ～ ５００枚 ６６０円

５０１枚 ～１，０００枚 １，３２０円

１，００１枚 ～ １，３２０円 ＋ ５００枚ごとに６６０円加算

※紙幣・硬貨合計枚数は、「お引き出し枚数から万円券の枚数を除いた枚数」とさせていただきます。

◇硬貨入金整理手数料
硬貨合計枚数 手数料

１枚 ～ ５０枚 無料

５１枚 ～ １００枚 ３３０円

１０１枚 ～ ５００枚 ６６０円

５０１枚 ～１，０００枚 １，３２０円

１，００１枚 ～ １，３２０円 ＋ ５００枚ごとに６６０円加算

※対象となるお取引は当組合と行うすべての取引です。

※算定に対する手数料ですので、算定後の入金等取引を取りやめる場合や金額を変更される場合でも手数料はい

ただきます。
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◇融資関係手数料
業

務
貸付金の種類 取扱科目等 徴収単位 手数料 備 考

貸
出
実
行
時
の
手
数
料

一
般
貸
付

貯金担保
手形貸付

１件毎
１，１００円 定積担保も含みます

証書貸付 １，１００円 書換継続実行も対象です

共済証書担保 証書貸付 １件毎 １，１００円

有価証券担保 手形・証書貸付 １件毎 １１，０００円 書換継続実行も対象です

不動産担保

手形貸付

１件毎

１，１００円 書換継続実行も対象です

証書貸付 ５，５００円
改善提案稟議等による契

約更改も対象です

協
会
保
証
貸
付

カードローン 当座貸越 １件毎 ２，２００円

教育ローン（カード型）、

リリーフローンも同じで

す

多目的ローン 証書貸付 １件毎 ２，２００円
マイカー、農機ハウス、

教育ローンも同じです

担い手応援ローン 手形・証書貸付 １件毎 ２，２００円

新規就農応援資金 証書貸付 １件毎 ２，２００円

リフォームローン 証書貸付 １件毎 １１，０００円

住宅ローン 証書貸付 １件毎 ２３，１００円
（根）抵当権設定手数料

を含む

その他保証付住宅ローン 証書貸付 １件毎 ２７，５００円
全国保証、協同住宅ロー

ン、三菱 ニコス

公共団体等に対する貸出 手形・証書貸付 １件毎 １，１００円

貸
出
条
件
変
更
時
の
手
数
料

一
般
貸
付

条件変更 発生都度 ５，５００円
期限延期、償還賦金、登

記等の変更手続きの場合

一部繰上償還 発生都度 ３，３００円 経営刷新、賃貸事業、賃

貸住宅、住宅、事業等の

各資金にかかる繰上返済

の場合
全額繰上償還 発生都度 ２２，０００円

協
会
保
証
貸
付

他
保
証
付
含

条件変更 発生都度 ５，５００円

期限延期、償還賦金、登

記等の変更及び金利選択

型式の変更の場合

一部繰上償還 発生都度 ３，３００円 住宅ローン（リフォーム

ローンを含みます）全額繰上償還 発生都度 ２２，０００円

多目的ローン
一部・全額繰上

償還
発生都度 ２，２００円

マイカー、農機ハウス、

担い手応援、新規就農応

援、教育ローンも同じで

す

そ
の
他

（根）抵当権等設定 １件毎 ２２，０００円 変更登記を除きます

残高証明発行 １通毎 ２２０円

ローンカード再発行 １枚宛 ５５０円

【備考】

・ 一部繰上償還と償還賦金変更等のように複数の手数料が発生する場合は高い方１種類の手数料とします。

◇その他の手数料
国債窓販 保護預り手数料 無料

貸金庫使用料

手動式
１契約月額（金庫小） ５５０円

１契約月額（金庫大） １，１００円

全自動式

１契約月額（金庫小） １，３２０円

１契約月額（金庫大） ２，６４０円

専用カード再発行 ３，３００円
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◇融資関係手数料
業

務
貸付金の種類 取扱科目等 徴収単位 手数料 備 考

貸
出
実
行
時
の
手
数
料

一
般
貸
付

貯金担保
手形貸付

１件毎
１，１００円 定積担保も含みます

証書貸付 １，１００円 書換継続実行も対象です

共済証書担保 証書貸付 １件毎 １，１００円

有価証券担保 手形・証書貸付 １件毎 １１，０００円 書換継続実行も対象です

不動産担保

手形貸付

１件毎

１，１００円 書換継続実行も対象です

証書貸付 ５，５００円
改善提案稟議等による契

約更改も対象です

協
会
保
証
貸
付

カードローン 当座貸越 １件毎 ２，２００円

教育ローン（カード型）、

リリーフローンも同じで

す

多目的ローン 証書貸付 １件毎 ２，２００円
マイカー、農機ハウス、

教育ローンも同じです

担い手応援ローン 手形・証書貸付 １件毎 ２，２００円

新規就農応援資金 証書貸付 １件毎 ２，２００円

リフォームローン 証書貸付 １件毎 １１，０００円

住宅ローン 証書貸付 １件毎 ２３，１００円
（根）抵当権設定手数料

を含む

その他保証付住宅ローン 証書貸付 １件毎 ２７，５００円
全国保証、協同住宅ロー

ン、三菱 ニコス

公共団体等に対する貸出 手形・証書貸付 １件毎 １，１００円

貸
出
条
件
変
更
時
の
手
数
料

一
般
貸
付

条件変更 発生都度 ５，５００円
期限延期、償還賦金、登

記等の変更手続きの場合

一部繰上償還 発生都度 ３，３００円 経営刷新、賃貸事業、賃

貸住宅、住宅、事業等の

各資金にかかる繰上返済

の場合
全額繰上償還 発生都度 ２２，０００円

協
会
保
証
貸
付

他
保
証
付
含

条件変更 発生都度 ５，５００円

期限延期、償還賦金、登

記等の変更及び金利選択

型式の変更の場合

一部繰上償還 発生都度 ３，３００円 住宅ローン（リフォーム

ローンを含みます）全額繰上償還 発生都度 ２２，０００円

多目的ローン
一部・全額繰上

償還
発生都度 ２，２００円

マイカー、農機ハウス、

担い手応援、新規就農応

援、教育ローンも同じで

す

そ
の
他

（根）抵当権等設定 １件毎 ２２，０００円 変更登記を除きます

残高証明発行 １通毎 ２２０円

ローンカード再発行 １枚宛 ５５０円

【備考】

・ 一部繰上償還と償還賦金変更等のように複数の手数料が発生する場合は高い方１種類の手数料とします。

◇その他の手数料
国債窓販 保護預り手数料 無料

貸金庫使用料

手動式
１契約月額（金庫小） ５５０円

１契約月額（金庫大） １，１００円

全自動式

１契約月額（金庫小） １，３２０円

１契約月額（金庫大） ２，６４０円

専用カード再発行 ３，３００円

◇ ・ 利用手数料 （当ＪＡ発行のカードを他の金融機関でご利用時の手数料です）

種 類 曜 日 時間帯 手数料

府内 取引
支払

入金

平日 ～ 無料

土・日・祝日 ～ 無料

全国 取引
支払

入金

平日 ～ 無料

土・日・祝日 ～ 無料

ゆうちょ銀行（提携）

※

支払

入金

平日

～ １１０円

～ 無料

～ １１０円

土曜日

～ １１０円

～ 無料

～ １１０円

日・祝日 ～ １１０円

コンビニ （提携）

（セブン銀行・イーネット・

ローソン銀行） ※

支払

入金

平日

～ １１０円

～ 無料

～ １１０円

土曜日

～ １１０円

～ 無料

～ １１０円

日・祝日 ～ １１０円

三菱ＵＦＪ銀行

（提携）
支払

平日

～ １１０円

～ 無料

～ １１０円

土・日・祝日 ～ １１０円

その他金融機関

（ＭＩＣＳ提携）
支払

平日

～ ※３土曜日

日・祝日

カード

自動キャッシング
支払

平日

～ ※土曜日

日・祝日

ＪＦマリンバンク

※
支払

平日

～ 無料土曜日

日・祝日

※ ゆうちょ銀行とのＡＴＭ入金提携は、 のキャッシュカードをお持ちの方がゆうちょ銀行の を利用

される場合のみの片側提携です。

セブン銀行・イーネット・ローソン銀行とのＡＴＭ入出金提携は、 のキャッシュカードをお持ちの方が

コンビニ提携の を利用される場合のみの片側提携です。

提携金融機関の 利用時の手数料は、設置店舗により異なります。

カード利用代金請求時にキャッシング金額に応じたＡＴＭ利用料が付されて請求されます。

ＪＦマリンバンクのＡＴＭ提携は、出金のみの提携です。
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ＪＡ大阪中河内自己改革工程表

ＪＡ大阪中河内は、これまで組合員との徹底した対話に基づいて、「農業者の所得増大」「農業

生産の拡大」「地域の活性化」を基本目標とする創造的自己改革の実践に全力で取り組んでまい

りました。この結果、平成３０年度より実施した「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」等にお

いて、多くの正組合員から自己改革の一定の評価と一層の期待、また、多くの准組合員から総合

事業の必要性や地域農業を応援したいとの声をいただくことができました。現在は、令和４年６

月開催の第２０回通常総代会で決議した「ＪＡ大阪中河内自己改革工程表」に沿って着実に自己

改革を実践しています。また、本総代会で自己改革工程表を付議するにあたり、組合員の評価や

意向を次年度事業計画案に反映させることを目的に令和６年１月に地区別組合員座談会を初め

て開催しました。

今後とも、ＪＡ大阪中河内は、地域になくてはならないＪＡであり続けるため、ＪＡ全体の収

益力の向上や合理化・効率化によって、自己改革の実践を支える持続可能な経営基盤の確立・強

化を図ります。また、組合員との徹底した対話を通じ、総合事業を基本として「不断の自己改革」

に取り組んでまいります。

自己改革を実践するための具体的な方針

「組合員との対話」を原点としてニーズを的確に把握します。

「農業者の売上増加・コスト低減」につながる組合員目線での必要な取り組みを目標及び施

策の策定等とあわせて実践し、改革の目的である「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」

「地域の活性化」に取り組みます。

特に、多様な担い手や直売所出荷者等を対象として、次のことに取り組んでまいります。

①直売所取扱高の増加、②農業塾受講生受入、③農地マッチング

改革の取り組みと成果について「組合員との対話」等を通じて評価を把握し、次の改革につ

なげることで、ＰＤＣＡサイクルを回し、不断の自己改革を着実に実践します。

自己改革を支える経営基盤の確立・強化の取り組みについて

管内の環境課題では農地の減少や組合員の高齢化が進み、経営課題では営農経済事業の赤字

収支構造の常態化や信用・共済事業の将来収益の縮小が懸念される状況になっております。

こうした情勢のなか、現状のまま事業改革を進めなかった場合の 年後の成行きについて

シミュレーションを行ったところ、現状と比べて事業利益が大きく減少する見通しとなりま

した。今後も営農経済事業の収支構造の改善をはじめとした自己改革を支える経営基盤の確

立・強化を図っていくため、販売力の強化、信用・共済事業の強化を通じた収益の確保、効

率的な施設運営を通じた費用削減等により、健全で持続性のある経営を確保する取り組みを

実践していきます。
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ＪＡ大阪中河内自己改革工程表

ＪＡ大阪中河内は、これまで組合員との徹底した対話に基づいて、「農業者の所得増大」「農業

生産の拡大」「地域の活性化」を基本目標とする創造的自己改革の実践に全力で取り組んでまい

りました。この結果、平成３０年度より実施した「ＪＡの自己改革に関する組合員調査」等にお

いて、多くの正組合員から自己改革の一定の評価と一層の期待、また、多くの准組合員から総合

事業の必要性や地域農業を応援したいとの声をいただくことができました。現在は、令和４年６

月開催の第２０回通常総代会で決議した「ＪＡ大阪中河内自己改革工程表」に沿って着実に自己

改革を実践しています。また、本総代会で自己改革工程表を付議するにあたり、組合員の評価や

意向を次年度事業計画案に反映させることを目的に令和６年１月に地区別組合員座談会を初め

て開催しました。

今後とも、ＪＡ大阪中河内は、地域になくてはならないＪＡであり続けるため、ＪＡ全体の収

益力の向上や合理化・効率化によって、自己改革の実践を支える持続可能な経営基盤の確立・強

化を図ります。また、組合員との徹底した対話を通じ、総合事業を基本として「不断の自己改革」

に取り組んでまいります。

自己改革を実践するための具体的な方針

「組合員との対話」を原点としてニーズを的確に把握します。

「農業者の売上増加・コスト低減」につながる組合員目線での必要な取り組みを目標及び施

策の策定等とあわせて実践し、改革の目的である「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」

「地域の活性化」に取り組みます。

特に、多様な担い手や直売所出荷者等を対象として、次のことに取り組んでまいります。

①直売所取扱高の増加、②農業塾受講生受入、③農地マッチング

改革の取り組みと成果について「組合員との対話」等を通じて評価を把握し、次の改革につ

なげることで、ＰＤＣＡサイクルを回し、不断の自己改革を着実に実践します。

自己改革を支える経営基盤の確立・強化の取り組みについて

管内の環境課題では農地の減少や組合員の高齢化が進み、経営課題では営農経済事業の赤字

収支構造の常態化や信用・共済事業の将来収益の縮小が懸念される状況になっております。

こうした情勢のなか、現状のまま事業改革を進めなかった場合の 年後の成行きについて

シミュレーションを行ったところ、現状と比べて事業利益が大きく減少する見通しとなりま

した。今後も営農経済事業の収支構造の改善をはじめとした自己改革を支える経営基盤の確

立・強化を図っていくため、販売力の強化、信用・共済事業の強化を通じた収益の確保、効

率的な施設運営を通じた費用削減等により、健全で持続性のある経営を確保する取り組みを

実践していきます。

自己改革の実践に向けた組合員との対話・意思反映

自己改革の実践にあたっては、改革の評価の把握に向けた正組合員との対話のみならず、地

域に根ざしたＪＡを目指して准組合員モニターの仕組みを通じて、『「わがＪＡ」意識を持ち、

組合とともに地域を豊かにするパートナー』である准組合員の声も聴くことで、正組合員と准

組合員が一体となったＪＡ運営を実現し、組合員の評価をふまえた必要な見直しを行います。

また、農業振興の応援団でもある准組合員の事業利用にあたっては、正・准組合員の利用状

況を把握したうえで、改革の目的である「農業者の所得増大」につながるよう取り組みます。

自己改革実践状況

つの重点目標に対する進捗状況と令和６年度の実践方策をご報告させていただきます。

農業者の所得増大・農業生産の拡大

① 直売所取扱高の増加 ② 農業塾受講生受入 ③ ③ 農地マッチング

経営基盤の確立・強化

① 営農経済事業の収支改善 ② 貸出金の増加 ③ 年金振込口座の獲得

組合員との対話・意思反映

① 組合員との対話 ② 准組合員モニター ③ 准組合員の 運営参画の促進
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農業者の所得増大・農業生産の拡大

① 直売所取扱高の増加（農産物移動販売車による、定期的な農産物販売を行う取組み）

令和６年度は新たに農産

物移動販売車２号車の運

行に加えて巡回場所の見

直しを行うことにより、直

売所取扱高・農家所得向上

を図ります。

② 農業塾受講生受入 新規就農者や定年帰農者等の育成

令和６年度は第５期の農

業塾を開講します。今後は

安全・安心な野菜作りがで

きるカリキュラムを充実

させ、直売所出荷者の増加

を目指します。

③ 農地マッチング 農地を耕作することが困難となった貸し手と、営農規模拡大等を考える借り手の間でのマッチング活動

年々、耕作できなくなる高

齢農家や後継者がいない

農家が増加していること

から、農業塾生をはじめ意

欲ある出荷者とのマッチ

ングを強化するとともに、

引き続き耕作放棄地の解

消に取り組みます。
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農業者の所得増大・農業生産の拡大

① 直売所取扱高の増加（農産物移動販売車による、定期的な農産物販売を行う取組み）

令和６年度は新たに農産

物移動販売車２号車の運

行に加えて巡回場所の見

直しを行うことにより、直

売所取扱高・農家所得向上

を図ります。

② 農業塾受講生受入 新規就農者や定年帰農者等の育成

令和６年度は第５期の農

業塾を開講します。今後は

安全・安心な野菜作りがで

きるカリキュラムを充実

させ、直売所出荷者の増加

を目指します。

③ 農地マッチング 農地を耕作することが困難となった貸し手と、営農規模拡大等を考える借り手の間でのマッチング活動

年々、耕作できなくなる高

齢農家や後継者がいない

農家が増加していること

から、農業塾生をはじめ意

欲ある出荷者とのマッチ

ングを強化するとともに、

引き続き耕作放棄地の解

消に取り組みます。

経営基盤の確立・強化

① 営農経済事業の収支改善（直売所取扱高の増加）

各地区直売所で魅力的な

イベントを開催すること

で直売所取扱高の底上げ

を図ります。また、新たな

広告手段としてインスタ

グラム を開始し、イ

ベント告知やお得な情報

を発信することで集客力

強化に注力します。

② 貸出金の増加（貸出金の増加による資金運用力の強化）

（ ）住宅ローン

令和６年度も引き続き、保

証会社２社の契約のみ三

大疾病特約付団信の金利

上乗せ保証料を無料とす

る施策を軸に、ハウスメー

カー・地元不動産業者訪

問・業者に対する推進を実

施します。

（ ）小口ローン

令和６年度も引き続き、特

別金利優遇キャンペーン

を軸に、ご利用者のニーズ

に沿った提案活動を実践

して貸出金残高伸長を目

指します。
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③ 年金振込口座の獲得（貯金調達コストの抑制のための集まる貯金の強化）

令和６年度も引き続き、年

金受給者への感謝の気持

ちを忘れず、誕生日プレゼ

ント贈呈等のサービス提

供に努めます。

組合員との対話・意思反映

① 組合員との対話（実行組合、成年部会、女性会等の協力組織との会合における、定期的な対話の継続）

組合員組織、同好会等の協

力組織の会議運営を支援

することにより会議全体

の生産性を高めることに

努めます。その結果、事業

や運営に関する要望や意

見を拝聴し、ＪＡ運営に反

映させるよう努めます。

② 准組合員モニター（准組合員との定期的な対話の継続）平成 年度より毎年実施

（ ）イベントモニター （ ）アンケートモニター

正組合員と准組合員が一

体となったＪＡ運営の実

現に向け、引き続き多くの

意見や要望をお伺いしＪ

Ａ運営に反映するよう努

めます。
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③ 年金振込口座の獲得（貯金調達コストの抑制のための集まる貯金の強化）

令和６年度も引き続き、年

金受給者への感謝の気持

ちを忘れず、誕生日プレゼ

ント贈呈等のサービス提

供に努めます。

組合員との対話・意思反映

① 組合員との対話（実行組合、成年部会、女性会等の協力組織との会合における、定期的な対話の継続）

組合員組織、同好会等の協

力組織の会議運営を支援

することにより会議全体

の生産性を高めることに

努めます。その結果、事業

や運営に関する要望や意

見を拝聴し、ＪＡ運営に反

映させるよう努めます。

② 准組合員モニター（准組合員との定期的な対話の継続）平成 年度より毎年実施

（ ）イベントモニター （ ）アンケートモニター

正組合員と准組合員が一

体となったＪＡ運営の実

現に向け、引き続き多くの

意見や要望をお伺いしＪ

Ａ運営に反映するよう努

めます。

③ 准組合員のＪＡ運営参画の促進（正組合員と准組合員が一体となったＪＡ運営）

（ ）総代会地区別事前説明会出席者数 令和 年度より毎年実施

准組合員モニター同様、

正組合員と准組合員が一

体となったＪＡ運営の実

現のためには准組合員の

意志反映・運営参画が求

められます。令和６年度

も引き続き准組合員が参

加・参画する場を積極的

に設けます。

（ ）組合員座談会出席者数 令和 年度より毎年実施

（ ）総代会出席者数 令和 年度より実施
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経営資料 Ⅰ．決算の状況 ディスクロ２０２４

．貸借対照表 （単位：千円）

資 産 負債及び純資産

科 目
令和４年度

（令和 年 月 日現在）

令和５年度

（令和６年 月 日現在）
科 目

令和４年度

（令和 年 月 日現在）

令和５年度

（令和６年 月 日現在）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

．信用事業資産 ．信用事業負債

現 金 貯 金

預 金 借 入 金

系 統 預 金 その他の信用事業負債

系 統 外 預 金 未 払 費 用

有 価 証 券 その他の負債

国 債 睡眠貯金払戻引当金

地 方 債 ．共済事業負債

政 府 保 証 債 共 済 資 金

社 債 未経過共済付加収入

受 益 証 券 共済未払費用

貸 出 金 その他の共済事業負債

その他の信用事業資産 ．経済事業負債

未 収 収 益 経済事業未払金

そ の 他 の 資 産 経済受託債務

貸 倒 引 当 金 ▲ ▲ ．雑 負 債

．共済事業資産 未払法人税等

共 済 貸 付 金 資産除去債務

共済未収利息 その他の雑負債

その他の共済事業資産 ．諸 引 当 金

貸 倒 引 当 金 ▲ ▲ 賞 与 引 当 金

．経済事業資産 退職給付引当金

経済事業未収金 役員退職慰労引当金

棚 卸 資 産 特例業務負担引当金

購 買 品 ．再評価に係る繰延税金負債

販 売 品 負債の部 合計

その他の棚卸資産 （純資産の部）

その他の経済事業資産 ．組 合 員 資 本

貸 倒 引 当 金 ▲ ▲ 出 資 金

．雑 資 産 資 本 準 備 金

雑 資 産 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金 ▲ ▲ 利 益 準 備 金

．固 定 資 産 その他利益剰余金

有形固定資産 信用事業基盤強化積立金

建 物 信用事業機械化整備積立金

機 械 装 置 施設整備積立金

土 地 営農事業積立金

その他の有形固定資産 合併 周年記念積立金 －

減価償却累計額 ▲ ▲ 特 別 積 立 金

無形固定資産 当期未処分剰余金

．外 部 出 資 うち当期剰余金

外 部 出 資 処分未済持分 ▲ ▲

系 統 出 資 ．評価・換算差額等

系 統 外 出 資 その他有価証券評価差額金 ▲ ▲

．繰延税金資産 土地再評価差額金

純資産の部 合計

資産の部 合計 負債及び純資産の部 合計
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経営資料 Ⅰ．決算の状況 ディスクロ２０２４

．貸借対照表 （単位：千円）

資 産 負債及び純資産

科 目
令和４年度

（令和 年 月 日現在）

令和５年度

（令和６年 月 日現在）
科 目

令和４年度

（令和 年 月 日現在）

令和５年度

（令和６年 月 日現在）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

．信用事業資産 ．信用事業負債

現 金 貯 金

預 金 借 入 金

系 統 預 金 その他の信用事業負債

系 統 外 預 金 未 払 費 用

有 価 証 券 その他の負債

国 債 睡眠貯金払戻引当金

地 方 債 ．共済事業負債

政 府 保 証 債 共 済 資 金

社 債 未経過共済付加収入

受 益 証 券 共済未払費用

貸 出 金 その他の共済事業負債

その他の信用事業資産 ．経済事業負債

未 収 収 益 経済事業未払金

そ の 他 の 資 産 経済受託債務

貸 倒 引 当 金 ▲ ▲ ．雑 負 債

．共済事業資産 未払法人税等

共 済 貸 付 金 資産除去債務

共済未収利息 その他の雑負債

その他の共済事業資産 ．諸 引 当 金

貸 倒 引 当 金 ▲ ▲ 賞 与 引 当 金

．経済事業資産 退職給付引当金

経済事業未収金 役員退職慰労引当金

棚 卸 資 産 特例業務負担引当金

購 買 品 ．再評価に係る繰延税金負債

販 売 品 負債の部 合計

その他の棚卸資産 （純資産の部）

その他の経済事業資産 ．組 合 員 資 本

貸 倒 引 当 金 ▲ ▲ 出 資 金

．雑 資 産 資 本 準 備 金

雑 資 産 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金 ▲ ▲ 利 益 準 備 金

．固 定 資 産 その他利益剰余金

有形固定資産 信用事業基盤強化積立金

建 物 信用事業機械化整備積立金

機 械 装 置 施設整備積立金

土 地 営農事業積立金

その他の有形固定資産 合併 周年記念積立金 －

減価償却累計額 ▲ ▲ 特 別 積 立 金

無形固定資産 当期未処分剰余金

．外 部 出 資 うち当期剰余金

外 部 出 資 処分未済持分 ▲ ▲

系 統 出 資 ．評価・換算差額等

系 統 外 出 資 その他有価証券評価差額金 ▲ ▲

．繰延税金資産 土地再評価差額金

純資産の部 合計

資産の部 合計 負債及び純資産の部 合計

．損益計算書 （単位：千円）

科 目
令和４年度

（令和 年 月 日から
令和 年 月 日まで）
令和元年度

令和５年度
（ 令和 年 月 日から
令和 年 月 日まで）
令和元年度

科 目
令和４年度

（ 令和 年 月 日から
令和 年 月 日まで）

令和５年度
（ 令和 年 月 日から
令和 年 月 日まで）
令和元年度． 事 業 総 利 益 宅地等供給事業収益

事 業 収 益 宅地等供給手数料
事 業 費 用 宅地等供給雑収入

信 用 事 業 収 益 宅地等供給事業費用

資 金 運 用 収 益 宅地等供給事業総利益

う ち 預 金 利 息

） ）

介護福祉事業収益

うち有価証券利息 訪 問 介 護 収 益

うち貸出金利息 通 所 介 護 収 益

うちその他受入利息 そ の 他 の 収 益

役 務 取 引 等 収 益 介護福祉事業費用

そ の 他 経 常 収 益 介 護 福 祉 事 業 総 利 益

信 用 事 業 費 用

信 用 事 業 費 用

指 導 事 業 収 入

資 金 調 達 費 用 指 導 補 助 金

う ち 貯 金 利 息

うち貯金利息

実 費 収 入

うち給付補填備金繰入 指 導 事 業 支 出

うち借入金利息 － 営 農 改 善 費

うちその他支払利息 生 活 改 善 費

役 務 取 引 等 費 用 教 育 情 報 費

その他事業直接費用 ― 指 導 事 業 収 支 差 額 ▲ ▲

そ の 他 経 常 費 用 ２．事 業 管 理 費

うち貸出金償却 ― 人 件 費

うち睡眠貯金払戻引当金繰入額 業 務 費

信 用 事 業 総 利 益 諸 税 負 担 金

共 済 事 業 収 益 施 設 費

共 済 付 加 収 入 その他事業管理費

そ の 他 の 収 益 事 業 利 益

共 済 事 業 費 用 ３．事 業 外 収 益

共 済 推 進 費 受 取 雑 利 息
受 取 雑 利 息そ の 他 の 費 用 受 取 出 資 配 当 金

共 済 事 業 総 利 益 賃 貸 料

購 買 事 業 収 益 貸倒引当金戻入益

購 買 品 供 給 高 雑 収 入

購 買 手 数 料 ４．事 業 外 費 用

そ の 他 の 収 益 支 払 雑 利 息

購 買 事 業 費 用 寄 付 金

購 買 品 供 給 原 価 租税公課 遊休等

購 買 品 供 給 費 固 定 資 産 処 分 損

そ の 他 の 費 用 雑 損 失

うち貸倒引当金繰入額 ― 経 常 利 益

購 買 事 業 総 利 益 ．特 別 損 失

販 売 事 業 収 益 減 損 損 失

販 売 品 販 売 高 税 引 前 当 期 利 益

販 売 手 数 料 法人税、住民税及び事業税

そ の 他 の 収 益 法 人 税 等 調 整 額 ▲ ▲

販 売 事 業 費 用 法 人 税 等 合 計

販 売 品 販 売 原 価 当 期 剰 余 金

そ の 他 の 費 用 当 期 首 繰 越 剰 余 金

うち貸倒引当金繰入額 土地再評価差額金取崩額

販 売 事 業 総 利 益 合併 周年記念積立金取崩額

利 用 事 業 収 益 当 期 未 処 分 剰 余 金

農 作 業 受 託 料
そ の 他 の 収 益

利 用 事 業 費 用

農 作 業 受 託 費

そ の 他 の 費 用

利 用 事 業 総 利 益
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．キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

科 目 令和４年度 令和５年度 科 目 令和４年度 令和５年度

．事業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益

減価償却費

減損損失

資産除去債務関係損益 ▲は益

貸倒引当金の増減額 ▲は減少

睡眠貯金払戻引当金の増減額▲は減少

賞与引当金の増減額 ▲は減少

退職給付引当金の増減額 ▲は減少

役員退職慰労引当金の増減額 ▲は減少

特例業務負担引当金の増減額 ▲は減少

信用事業資金運用収益

信用事業資金調達費用

受取雑利息及び受取出資配当金

支払雑利息

有価証券関係損益 ▲は益

固定資産処分関係損益 ▲は益

信用事業活動による資産及び負債の増減

貸出金の純増減 ▲は増加

預金の純増減 ▲は増加

貯金の純増減 ▲は減少

信用事業借入金の純増減 ▲は減少

その他の信用事業資産の純増減 ▲は増加

その他の信用事業負債の純増減 ▲は減少

共済事業活動による資産及び負債の増減

共済資金の純増減 ▲は減少

未経過共済付加収入の純増減 ▲は減少

共済未払費用の純増減 ▲は減少

その他の共済事業資産の純増減 ▲は増加

その他の共済事業負債の純増減 ▲は減少

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

経済事業活動による資産及び負債の増減

受取手形及び経済事業未収金の純増減 ▲は増加

棚卸資産の純増減 ▲は増加

支払手形及び経済事業未払金の純増減 ▲は減少

経済受託債務の純増減 ▲は減少

その他の資産及び負債の純増減

その他の資産の純増減 ▲は増加

その他の負債の純増減 ▲は減少

信用事業資金運用による収入

信用事業資金調達による支出

小計

雑利息及び出資配当金の受取額

雑利息の支払額

法人税等の支払額

事業活動によるキャッシュ・フロー

．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の償還による収入

固定資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

．財務活動によるキャッシュ・フロー

出資の増額による収入

出資の払戻しによる支出

持分の取得による支出

持分の譲渡による収入

出資配当金の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

４．現金及び現金同等物に係る換算差額

５．現金及び現金同等物の増加額 又は減少額

６．現金及び現金同等物の期首残高

７．現金及び現金同等物の期末残高

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

－

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

－

▲
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．キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

科 目 令和４年度 令和５年度 科 目 令和４年度 令和５年度

．事業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益

減価償却費

減損損失

資産除去債務関係損益 ▲は益

貸倒引当金の増減額 ▲は減少

睡眠貯金払戻引当金の増減額▲は減少

賞与引当金の増減額 ▲は減少

退職給付引当金の増減額 ▲は減少

役員退職慰労引当金の増減額 ▲は減少

特例業務負担引当金の増減額 ▲は減少

信用事業資金運用収益

信用事業資金調達費用

受取雑利息及び受取出資配当金

支払雑利息

有価証券関係損益 ▲は益

固定資産処分関係損益 ▲は益

信用事業活動による資産及び負債の増減

貸出金の純増減 ▲は増加

預金の純増減 ▲は増加

貯金の純増減 ▲は減少

信用事業借入金の純増減 ▲は減少

その他の信用事業資産の純増減 ▲は増加

その他の信用事業負債の純増減 ▲は減少

共済事業活動による資産及び負債の増減

共済資金の純増減 ▲は減少

未経過共済付加収入の純増減 ▲は減少

共済未払費用の純増減 ▲は減少

その他の共済事業資産の純増減 ▲は増加

その他の共済事業負債の純増減 ▲は減少

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

経済事業活動による資産及び負債の増減

受取手形及び経済事業未収金の純増減 ▲は増加

棚卸資産の純増減 ▲は増加

支払手形及び経済事業未払金の純増減 ▲は減少

経済受託債務の純増減 ▲は減少

その他の資産及び負債の純増減

その他の資産の純増減 ▲は増加

その他の負債の純増減 ▲は減少

信用事業資金運用による収入

信用事業資金調達による支出

小計

雑利息及び出資配当金の受取額

雑利息の支払額

法人税等の支払額

事業活動によるキャッシュ・フロー

．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出

有価証券の償還による収入

固定資産の取得による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

．財務活動によるキャッシュ・フロー

出資の増額による収入

出資の払戻しによる支出

持分の取得による支出

持分の譲渡による収入

出資配当金の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

４．現金及び現金同等物に係る換算差額

５．現金及び現金同等物の増加額 又は減少額

６．現金及び現金同等物の期首残高

７．現金及び現金同等物の期末残高

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

－

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

▲

－

▲

．注記表
令和４年度 令和５年度

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
．有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方

法
（ ）満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）
（ ）その他有価証券

①時価のあるもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）
②市場価格のない株式等：移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
購買品及び販売品・・・総平均法による原価法 収益性の低下によ

る簿価切下げの方法

．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、平成 年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 年 月 日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しています。

無形固定資産

定額法を採用しています。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金
貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、経理規程及

び資産の償却・引当規程により、次のとおり計上しています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者
（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある
債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下

のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能
性が大きいと認められる債務者 破綻懸念先 に係る債権について
は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込

額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し
て必要と認められる額を計上しています。

上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又

は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額
は、 年間又は 年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の
一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み

等の必要な修正を加えて算定しております。
すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産査定部署が資産査

定を実施し、当該部署から独立した資産査定監査部署が査定結果を

監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につい

ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認めら

れる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減
額しており、その金額は 千円です。

賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう
ち当事業年度負担分を計上しています。

退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってい
ます。

②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 年）による定率法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること
としています。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく
期末要支給額を計上しています。

特例業務負担引当金

農林漁業団体職員共済組合に対する特例業務負担金の費用に充

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
．有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方

法
（ ）満期保有目的の債券：償却原価法（定額法）
（ ）その他有価証券

①時価のあるもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定）
②市場価格のない株式等：移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
購買品及び販売品・・・総平均法による原価法 収益性の低下によ

る簿価切下げの方法

．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
定率法を採用しております。ただし、平成 年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成 年 月 日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用
しています。

無形固定資産

定額法を採用しています。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金
貸倒引当金は、あらかじめ定めている資産査定規程、経理規程及

び資産の償却・引当要領により、次のとおり計上しています。

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者
（以下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある
債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下

のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を
計上しています。

また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能
性が大きいと認められる債務者 破綻懸念先 に係る債権について
は、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込

額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し
て必要と認められる額を計上しています。

上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又

は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額
は、 年間又は 年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の
一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み

等の必要な修正を加えて算定しております。
すべての債権は、資産査定規程に基づき、資産査定部署が資産査

定を実施し、当該部署から独立した資産査定監査部署が査定結果を

監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につい

ては、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認めら

れる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減
額しており、その金額は 千円です。

賞与引当金

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう
ち当事業年度負担分を計上しています。

退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しています。
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってい
ます。

②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（ 年）による定率法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること
としています。

役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく
期末要支給額を計上しています。

特例業務負担引当金

農林漁業団体職員共済組合に対する特例業務負担金の費用に充
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令和 年度 令和 年度

てるため、当期末における将来負担見込額を計上しています。
睡眠貯金払戻引当金

利益計上した睡眠貯金について貯金者からの払戻請求に基づく

払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見
込額を計上しています。

．収益及び費用の計上基準
当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する、主要な事業

における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以

下のとおりであります。
①購買事業

主に農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組

合員に供給する事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、
購買品等を引き渡す義務を負っております。この利用者等に対する
履行義務は、購買品等の引き渡し時点で充足することから、当該時

点で収益を認識しております。
②販売事業

組合員等が生産した農産物等を当組合が集荷して、業者・消費者

等に販売する事業であり、当組合は業者・消費者等との契約に基づ
き、販売品を引き渡す義務を負っております。この業者・消費者等
に対する履行義務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、

当該時点で収益を認識しております。
③利用事業、宅地等供給事業、介護福祉事業、指導事業

当組合は利用者等との契約に基づき、主に商品を引き渡す又は役

務（サービス）を提供する義務を負っております。この利用者等に
対する履行義務は、主に商品の引き渡し又は役務の提供が完了する
サービスの提供 時点で充足することから、当該時点で収益を認識

しております。

．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は雑資産に計上し、
年間で均等償却しています。

．計算書類等に記載した金額の端数処理の方法
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満

の科目については、「 」で表示しています。

．その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について
当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表

示を行っております。また、損益計算書の事業収益、事業費用につ

いては、農業協同組合法施行規則にしたがい、各事業間の内部損益
を除去した額を記載しております。

当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示につい

て
購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与

している場合には、純額で収益を認識して、購買手数料として表示

しております。また、販売事業収益のうち、当組合が代理人として
販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して、販
売手数料として表示しております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」企業会計基準適用指

針第 号 令和 年 月 日。以下「時価算定会計基準適用

指針」という。を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準
適用指針第 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。これによる当事業年度の計算書類に与える
影響はありません。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記
．繰延税金資産の回収可能性

当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 千円 繰延税金負債との相殺前
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産の計上は、次年度以降において将来減算一時差異を
利用可能な課税所得の見積り額を限度として行っています。次年度
以降の課税所得の見積りについては、令和５年３月に作成した税効

てるため、当期末における将来負担見込額を計上しています。
睡眠貯金払戻引当金

利益計上した睡眠貯金について貯金者からの払戻請求に基づく

払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見
込額を計上しています。

．収益及び費用の計上基準
当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する、主要な事業

における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以

下のとおりであります。
①購買事業

主に農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組

合員に供給する事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、
購買品等を引き渡す義務を負っております。この利用者等に対する
履行義務は、購買品等の引き渡し時点で充足することから、当該時

点で収益を認識しております。
② 販売事業

組合員等が生産した農産物等を当組合が集荷して、業者・消費者

等に販売する事業であり、当組合は業者・消費者等との契約に基づ
き、販売品を引き渡す義務を負っております。この業者・消費者等
に対する履行義務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、

当該時点で収益を認識しております。
③利用事業、宅地等供給事業、介護福祉事業、指導事業

当組合は利用者等との契約に基づき、主に商品を引き渡す又は役

務（サービス）を提供する義務を負っております。この利用者等に
対する履行義務は、主に商品の引き渡し又は役務の提供が完了する
サービスの提供 時点で充足することから、当該時点で収益を認識

しております。

．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は雑資産に計上し、
年間で均等償却しています。

．計算書類等に記載した金額の端数処理の方法
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満

の科目については、「 」で表示しています。

．その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について
当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表

示を行っております。また、損益計算書の事業収益、事業費用につ

いては、農業協同組合法施行規則にしたがい、各事業間の内部損益
を除去した額を記載しております。

当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示につい

て
購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与

している場合には、純額で収益を認識して、購買手数料として表示

しております。また、販売事業収益のうち、当組合が代理人として
販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して、販
売手数料として表示しております。

Ⅱ 会計上の見積りに関する注記
．繰延税金資産の回収可能性

当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 千円 繰延税金負債との相殺前
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産の計上は、将来減算一時差異を利用可能な課税所得
の見積額を限度として行っています。課税所得の見積額について
は、令和 年 月に作成した税効果 ヵ年利益計画を基礎として、
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てるため、当期末における将来負担見込額を計上しています。
睡眠貯金払戻引当金

利益計上した睡眠貯金について貯金者からの払戻請求に基づく

払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見
込額を計上しています。

．収益及び費用の計上基準
当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する、主要な事業

における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以

下のとおりであります。
①購買事業

主に農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組

合員に供給する事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、
購買品等を引き渡す義務を負っております。この利用者等に対する
履行義務は、購買品等の引き渡し時点で充足することから、当該時

点で収益を認識しております。
②販売事業

組合員等が生産した農産物等を当組合が集荷して、業者・消費者

等に販売する事業であり、当組合は業者・消費者等との契約に基づ
き、販売品を引き渡す義務を負っております。この業者・消費者等
に対する履行義務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、

当該時点で収益を認識しております。
③利用事業、宅地等供給事業、介護福祉事業、指導事業

当組合は利用者等との契約に基づき、主に商品を引き渡す又は役

務（サービス）を提供する義務を負っております。この利用者等に
対する履行義務は、主に商品の引き渡し又は役務の提供が完了する
サービスの提供 時点で充足することから、当該時点で収益を認識

しております。

．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は雑資産に計上し、
年間で均等償却しています。

．計算書類等に記載した金額の端数処理の方法
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満

の科目については、「 」で表示しています。

．その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について
当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表

示を行っております。また、損益計算書の事業収益、事業費用につ

いては、農業協同組合法施行規則にしたがい、各事業間の内部損益
を除去した額を記載しております。

当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示につい

て
購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与

している場合には、純額で収益を認識して、購買手数料として表示

しております。また、販売事業収益のうち、当組合が代理人として
販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して、販
売手数料として表示しております。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記

時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」企業会計基準適用指

針第 号 令和 年 月 日。以下「時価算定会計基準適用

指針」という。を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準
適用指針第 項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることといたしました。これによる当事業年度の計算書類に与える
影響はありません。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記
．繰延税金資産の回収可能性

当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 千円 繰延税金負債との相殺前
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産の計上は、次年度以降において将来減算一時差異を
利用可能な課税所得の見積り額を限度として行っています。次年度
以降の課税所得の見積りについては、令和５年３月に作成した税効

てるため、当期末における将来負担見込額を計上しています。
睡眠貯金払戻引当金

利益計上した睡眠貯金について貯金者からの払戻請求に基づく

払戻損失に備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見
込額を計上しています。

．収益及び費用の計上基準
当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する、主要な事業

における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以

下のとおりであります。
①購買事業

主に農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組

合員に供給する事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、
購買品等を引き渡す義務を負っております。この利用者等に対する
履行義務は、購買品等の引き渡し時点で充足することから、当該時

点で収益を認識しております。
② 販売事業

組合員等が生産した農産物等を当組合が集荷して、業者・消費者

等に販売する事業であり、当組合は業者・消費者等との契約に基づ
き、販売品を引き渡す義務を負っております。この業者・消費者等
に対する履行義務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、

当該時点で収益を認識しております。
③利用事業、宅地等供給事業、介護福祉事業、指導事業

当組合は利用者等との契約に基づき、主に商品を引き渡す又は役

務（サービス）を提供する義務を負っております。この利用者等に
対する履行義務は、主に商品の引き渡し又は役務の提供が完了する
サービスの提供 時点で充足することから、当該時点で収益を認識

しております。

．消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しています。
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は雑資産に計上し、
年間で均等償却しています。

．計算書類等に記載した金額の端数処理の方法
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額千円未満

の科目については、「 」で表示しています。

．その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について
当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引の相殺表

示を行っております。また、損益計算書の事業収益、事業費用につ

いては、農業協同組合法施行規則にしたがい、各事業間の内部損益
を除去した額を記載しております。

当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示につい

て
購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与

している場合には、純額で収益を認識して、購買手数料として表示

しております。また、販売事業収益のうち、当組合が代理人として
販売品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識して、販
売手数料として表示しております。

Ⅱ 会計上の見積りに関する注記
．繰延税金資産の回収可能性

当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 千円 繰延税金負債との相殺前
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産の計上は、将来減算一時差異を利用可能な課税所得
の見積額を限度として行っています。課税所得の見積額について
は、令和 年 月に作成した税効果 ヵ年利益計画を基礎として、

令和 年度 令和 年度

果５ヵ年利益計画を基礎として、当組合が将来獲得可能な課税所得
の時期及び金額を合理的に見積もっております。しかし、これらの
見積りは将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受

けます。よって、実際に課税所得が生じた時期及び金額が見積りと
異なった場合には、次年度以降の計算書類において認識する繰延税
金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。また、将来

の税制改正により、法定実効税率が変更された場合には、次年度以
降の計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響
を与える可能性があります。

．固定資産の減損
当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 千円
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グルー

プの割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価額を比較することによ
り、当該資産グループについての減損の要否の判定を実施しており
ます。減損の要否に係る測定単位であるキャッシュ・フロー生成単

位については、他の資産または資産グループのキャッシュ・インフ
ローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものと
して識別される資産グループの最小単位としております。固定資産

の減損の認識、測定において、将来キャッシュ・フローについては、
令和 年 月に作成した税効果 ヵ年利益計画を基礎として算出
しており、税効果 ヵ年利益計画の将来キャッシュ・フローや、割

引率については、一定の仮定を設定して算出しております。これら
の仮定は将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受
け、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があり

ます。

．貸倒引当金

当事業年度の計算書類に計上した金額
貸倒引当金 千円
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

①算定方法
「Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「 ．引当金の

計上基準の「 貸倒引当金」に記載しております。

②主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績

見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業

績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定して
おります。
③翌事業年度に係る計算書類に与える影響

個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変
化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重
要な影響を及ぼす可能性があります。

Ⅳ．貸借対照表に関する注記

．資産に係る圧縮記帳額
有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は

千円であり、その内訳は、次のとおりです。

建物 千円 構築物 千円 機械装置 千円
工具器具備品 千円

．担保に供している資産
為替決済取引の担保として、大阪府信用農業協同組合連合会に対

して定期預金 千円を供しています。なお、当該担保

提供資産に対応する債務はありません。

．役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務

理事、監事に対する金銭債権の総額
金銭債権 千円

理事、監事に対する金銭債務の総額

金銭債務 －千円

．債権のうち農業協同組合法施行規則第 条第１項第１号ホ

（ⅰ）から（ⅳ）までに掲げるものの額及びその合計額
債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は

千円、危険債権額は 千円です。

なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、
更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥
っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

当組合が将来獲得可能な課税所得の時期及び金額を合理的に見積
もっております。しかし、これらの見積りは将来の不確実な経営環
境及び組合の経営状況の影響を受ける可能性があり、実際に課税所

得が生じた時期及び金額が見積りと異なった場合には、翌事業年度
以降の計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影
響を与える可能性があります。また、税制改正により、実効税率が

変更された場合には、翌事業年度以降の計算書類において認識する
繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

．固定資産の減損
当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失 千円
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グルー

プの割引前将来キャッシュ・フローと帳簿価額を比較することによ
り、当該資産グループについての減損の要否の判定を実施しており
ます。減損の要否に係る測定単位であるキャッシュ・フロー生成単

位については、他の資産または資産グループのキャッシュ・インフ
ローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものと
して識別される資産グループの最小単位としております。固定資産

の減損の認識、測定において、将来キャッシュ・フローについては、
令和 年 月に作成した税効果 ヵ年利益計画を基礎として算出
しており、税効果 ヵ年利益計画の将来キャッシュ・フローや、割

引率については、一定の仮定を設定して算出しております。これら
の仮定は将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受
け、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があり

ます。

．貸倒引当金

当事業年度の計算書類に計上した金額
貸倒引当金 千円
会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

①算定方法
「Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「 ．引当金の

計上基準」の「 貸倒引当金」に記載しております。

②主要な仮定
主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績

見通し」であります。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業

績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価し、設定して
おります。
③翌事業年度に係る計算書類に与える影響

個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変
化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重
要な影響を及ぼす可能性があります。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

．資産に係る圧縮記帳額
有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は

千円であり、その内訳は、次のとおりです。

建物 千円 構築物 千円 機械装置 千円
工具器具備品 千円

．担保に供している資産
為替決済取引の担保として、大阪府信用農業協同組合連合会に対

して定期預金 千円を供しています。なお、当該担保

提供資産に対応する債務はありません。

．役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務

理事、監事に対する金銭債権の総額
金銭債権 千円

理事、監事に対する金銭債務の総額

金銭債務 －千円

．債権のうち農業協同組合法施行規則第 条第１項第１号ホ

（２）（ⅰ）から（ⅳ）までに掲げるものの額及びその合計額
債権のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は

千円、危険債権額は 千円です。

なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、
更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥
っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
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また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていない
ものの、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権 破産更生債

権及びこれらに準ずる債権を除く です。
債権のうち、三月以上延滞債権額は 千円です。貸出条件

緩和債権額は 千円です。

なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日
の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権及び危険債権に該当しないものです。

また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞
債権に該当しないものです。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、三月以上

延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 千円
です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

．土地の再評価に関する法律に基づく再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成 年 月 日公布法律

第 号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」
に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については、
当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しています。

●再評価を行った年月日 平成 年 月 日

●再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が
再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額 千円

●同法律第 条第 項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成 年 月 日公布
政令第 号）第 条第 号に定める、当該事業用土地について
地価税法第 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算定した価額（路線価）に合理的な調整を行って算出しました。

．当座貸越契約
当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで

資金を貸付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行
残高は、 千円です。

なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、

融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の
変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行

申込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで
きる旨の条項が付けられています。また、契約時において必要に応
じて不動産等の担保を徴求するなどの与信保全上の措置等を講じ

ています。

Ⅴ．損益計算書に関する注記
１．減損損失に関する注記

資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認識した資産

又は資産グループの概要
事業用資産については、継続的な収支の把握を行っている管理会

計上の最小区分である店舗単位 出張所を含む でグルーピングを行

っています。遊休資産等については、各資産単位でグルーピングを
行っています。また、本店 保養所等を含む については、複数の資
産又は資産グループの将来キャッシュ・フローの生成に寄与する資

産であるため共用資産としています。

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下のとおりです。

場所 用途 種類 その他

八尾市 遊休等 土地 遊休資産等

八尾市 店舗 器具備品等 事業用資産

柏原市 店舗 土地等 事業用資産

松原市 店舗 車両運搬具等 事業用資産

東大阪市 店舗 土地 事業用資産

また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていない
ものの、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権 破産更生債

権及びこれらに準ずる債権を除く です。
債権のうち、三月以上延滞債権額はありません。貸出条件緩和債

権額は 千円です。

なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日
の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権及び危険債権に該当しないものです。

また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞
債権に該当しないものです。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、三月以上

延滞債権及び貸出条件緩和債権の合計額は 千円です。
なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

．土地の再評価に関する法律に基づく再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成 年 月 日公布法律

第 号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」
に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については、
当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しています。

●再評価を行った年月日 平成 年 月 日

●再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が
再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額 千円

●同法律第 条第 項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成 年 月 日公布
政令第 号）第 条第 号に定める、当該事業用土地について
地価税法第 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算定した価額（路線価）に合理的な調整を行って算出しました。

．当座貸越契約
当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで

資金を貸付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行
残高は、 千円です。

なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、

融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の
変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行

申込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで
きる旨の条項が付けられています。また、契約時において必要に応
じて不動産等の担保を徴求するなどの与信保全上の措置等を講じ

ています。

Ⅳ．損益計算書に関する注記
１．減損損失に関する注記

資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認識した資産

又は資産グループの概要
事業用資産については、継続的な収支の把握を行っている管理会

計上の最小区分である店舗単位 出張所を含む でグルーピングを行

っています。遊休資産等については、各資産単位でグルーピングを
行っています。また、本店 保養所等を含む については、複数の資
産又は資産グループの将来キャッシュ・フローの生成に寄与する資

産であるため共用資産としています。

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下のとおりです。

場所 用途 種類 その他

八尾市 遊休等 土地 遊休資産等

八尾市 店舗 建物等 事業用資産

柏原市 店舗 土地等 事業用資産

松原市 遊休等 土地 遊休資産等

松原市 店舗 機械装置等 事業用資産

松原市 店舗 建物等 事業用資産

東大阪市 店舗 土地等 事業用資産
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また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていない
ものの、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権 破産更生債

権及びこれらに準ずる債権を除く です。
債権のうち、三月以上延滞債権額は 千円です。貸出条件

緩和債権額は 千円です。

なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日
の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権及び危険債権に該当しないものです。

また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞
債権に該当しないものです。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、三月以上

延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 千円
です。

なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

．土地の再評価に関する法律に基づく再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成 年 月 日公布法律

第 号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」
に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については、
当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しています。

●再評価を行った年月日 平成 年 月 日

●再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が
再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額 千円

●同法律第 条第 項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成 年 月 日公布
政令第 号）第 条第 号に定める、当該事業用土地について
地価税法第 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算定した価額（路線価）に合理的な調整を行って算出しました。

．当座貸越契約
当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで

資金を貸付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行
残高は、 千円です。

なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、

融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の
変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行

申込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで
きる旨の条項が付けられています。また、契約時において必要に応
じて不動産等の担保を徴求するなどの与信保全上の措置等を講じ

ています。

Ⅴ．損益計算書に関する注記
１．減損損失に関する注記

資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認識した資産

又は資産グループの概要
事業用資産については、継続的な収支の把握を行っている管理会

計上の最小区分である店舗単位 出張所を含む でグルーピングを行

っています。遊休資産等については、各資産単位でグルーピングを
行っています。また、本店 保養所等を含む については、複数の資
産又は資産グループの将来キャッシュ・フローの生成に寄与する資

産であるため共用資産としています。

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下のとおりです。

場所 用途 種類 その他

八尾市 遊休等 土地 遊休資産等

八尾市 店舗 器具備品等 事業用資産

柏原市 店舗 土地等 事業用資産

松原市 店舗 車両運搬具等 事業用資産

東大阪市 店舗 土地 事業用資産

また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていない
ものの、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本
の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権 破産更生債

権及びこれらに準ずる債権を除く です。
債権のうち、三月以上延滞債権額はありません。貸出条件緩和債

権額は 千円です。

なお、三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日
の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれ
らに準ずる債権及び危険債権に該当しないものです。

また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る
ことを目的として、金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶
予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以上延滞
債権に該当しないものです。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、三月以上

延滞債権及び貸出条件緩和債権の合計額は 千円です。
なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

．土地の再評価に関する法律に基づく再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成 年 月 日公布法律

第 号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」
に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額については、
当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」

として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額
金」として純資産の部に計上しています。

●再評価を行った年月日 平成 年 月 日

●再評価を行った土地の当事業年度末における時価の合計額が
再評価後の帳簿価額の合計額を下回る金額 千円

●同法律第 条第 項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成 年 月 日公布
政令第 号）第 条第 号に定める、当該事業用土地について
地価税法第 条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる

土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法に
より算定した価額（路線価）に合理的な調整を行って算出しました。

．当座貸越契約
当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで

資金を貸付けることを約する契約です。この契約に係る融資未実行
残高は、 千円です。

なお、この契約は、融資実行されずに終了するものもあるため、

融資未実行残高そのものが必ずしも当組合の将来キャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。この契約には、金融情勢の
変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、当組合が実行

申込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで
きる旨の条項が付けられています。また、契約時において必要に応
じて不動産等の担保を徴求するなどの与信保全上の措置等を講じ

ています。

Ⅳ．損益計算書に関する注記
１．減損損失に関する注記

資産をグループ化した方法の概要及び減損損失を認識した資産

又は資産グループの概要
事業用資産については、継続的な収支の把握を行っている管理会

計上の最小区分である店舗単位 出張所を含む でグルーピングを行

っています。遊休資産等については、各資産単位でグルーピングを
行っています。また、本店 保養所等を含む については、複数の資
産又は資産グループの将来キャッシュ・フローの生成に寄与する資

産であるため共用資産としています。

当事業年度に減損を計上した固定資産は、以下のとおりです。

場所 用途 種類 その他

八尾市 遊休等 土地 遊休資産等

八尾市 店舗 建物等 事業用資産

柏原市 店舗 土地等 事業用資産

松原市 遊休等 土地 遊休資産等

松原市 店舗 機械装置等 事業用資産

松原市 店舗 建物等 事業用資産

東大阪市 店舗 土地等 事業用資産

令和 年度 令和 年度

減損損失を認識するに至った経緯
事業用資産については、キャッシュ・フローが継続してマイナス

であり、地価が継続して下落しているため、帳簿価格を回収可能価

額まで減額しています。
また、遊休資産等については、将来の用途が定まっておらず、地

価が継続して下落しているため、帳簿価格を回収可能価額まで減額

しています。
減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と主な固定

資産の種類毎の減損損失の内訳

八尾市 千円 土地 千円

八尾市 千円 器具備品 千円、構築物 千円

柏原市 千円 土地 千円、器具備品 千円

松原市 千円 建物 千円、

建物附属設備 千円、

車両運搬具 千円

東大阪市 千円 土地 千円

合計 千円

土地 千円、

建物 千円、

建物附属設備 千円、

構築物 千円、

車両運搬具 千円、

器具備品 千円

回収可能価額の算出方法
回収可能価額は、正味売却価額を使用しています。なお、正味売

却価額については、不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額等を基

礎として算定しています。

Ⅵ．金融商品に関する注記
．金融商品の状況に関する事項
金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合
員や地域内の企業や団体などへ貸付け、残った余裕金を大阪府信用
農業協同組合連合会へ預けているほか、国債、地方債、社債などの

債券等の有価証券による運用を行っています。
金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に

対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、組合員等の契約不履
行によってもたらされる信用リスクに晒されています。

当事業年度末における貸出金のうち、 ％は不動産業に対す

るものであり、当該不動産業をめぐる経済環境等の状況の変化によ
り、契約条件に従って債務履行がなされない可能性があります。

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的及び純投資目

的 その他有価証券 で保有しています。これらは発行体の信用リス
ク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されていま
す。

借入金は、資金調達等を目的とした大阪府信用農業協同組合連合
会からの借入金です。

金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理
当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会におい

て対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、

本店に融資部等を設置し各支店との連携を図りながら、与信審査を
行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローな
どにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な

審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資
産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っ
ています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資

産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒
引当金については「資産の償却・引当規程」に基づき必要額を計上
し、資産及び財務の健全化に努めています。

②市場リスクの管理
当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを

的確にコントロールすることにより、収益化及び財務の安定化を図

っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバラン
スを重視した を基本に、資産・負債の金利感応度分析などを
実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築

減損損失を認識するに至った経緯
事業用資産については、キャッシュ・フローが継続してマイナス

であるため、帳簿価格を回収可能価額まで減額しています。

また、遊休資産等については、将来の用途が定まっておらず、地
価が下落しているため、帳簿価格を回収可能価額まで減額していま
す。

減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と主な固定
資産の種類毎の減損損失の内訳

八尾市 千円 土地 千円

八尾市 千円 建物 千円、器具備品 千円

柏原市 千円 土地 千円、器具備品 千円

松原市 千円 土地 千円

松原市 千円 建物 千円、

機械装置 千円、

器具備品 千円

松原市 千円 建物 千円、

建物附属設備 千円、

器具備品 千円

東大阪市 千円 土地 千円、器具備品 千円

合計 千円

土地 千円、

建物 千円、

建物附属設備 千円、

機械装置 千円、

器具備品 千円

回収可能価額の算出方法
回収可能価額は、正味売却価額を使用しています。なお、正味売

却価額については、不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額等を基
礎として算定しています。

Ⅴ．金融商品に関する注記
．金融商品の状況に関する事項

金融商品に対する取組方針
当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合

員や地域内の企業や団体などへ貸付け、残った余裕金を大阪府信用

農業協同組合連合会へ預けているほか、国債、地方債、社債などの
債券等の有価証券による運用を行っています。

金融商品の内容及びそのリスク

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に
対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、組合員等の契約不履
行によってもたらされる信用リスクに晒されています。

当事業年度末における貸出金のうち、 ％は不動産業に対す
るものであり、当該不動産業をめぐる経済環境等の状況の変化によ
り、契約条件に従って債務履行がなされない可能性があります。

また、有価証券は、主に債券であり、満期保有目的及び純投資目
的 その他有価証券 で保有しています。これらは発行体の信用リス
ク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されていま

す。
借入金は、資金調達等を目的とした大阪府信用農業協同組合連合

会からの借入金です。

金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会におい

て対応方針を決定しています。また、通常の貸出取引については、
本店に融資部等を設置し各支店との連携を図りながら、与信審査を
行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローな

どにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な
審査基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資
産の健全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っ

ています。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資
産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、貸倒
引当金については「資産の償却・引当要領」に基づき必要額を計上

し、資産及び財務の健全化に努めています。
②市場リスクの管理

当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを

的確にコントロールすることにより、収益化及び財務の安定化を図
っています。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバラン
スを重視した を基本に、資産・負債の金利感応度分析などを

実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築
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令和 年度 令和 年度

に努めています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなど

の投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況

や などを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、
経営層で構成する ・リスク管理委員会を定期的に開催して、
日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事

会で決定した運用方針及び ・リスク管理委員会で決定された
方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っていま
す。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行

を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い
経営層に報告しています。
（市場リスクに係る定量的情報）

当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以
外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利
リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちそ

の他有価証券に分類している債券、貸出金、貯金及び借入金です。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後

年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、

金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用していま
す。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年

度末現在、指標となる金利が ％上昇したものと想定した場合
には、経済価値が 千円増加するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提として

おり、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合に

は、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月

次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。ま

た、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要
素と位置付け、商品ごとに異なる流動性 換金性 を把握したうえで、
運用方針などの策定の際に検討を行っています。

金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価 時価に代わるものを含む には、市場価格に基づ

く価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額 こ

れに準ずる価額を含む が含まれています。当該価額の算定において
は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ
た場合、当該価額が異なることもあります。

．金融商品の時価等に関する事項
金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
は、次のとおりです。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

単位：千円

貸借対照表

計上額
時価 差額

預金 ▲

有価証券

満期保有目的の債券 ▲

その他有価証券 ―

貸出金

貸倒引当金（※ ） ▲

貸倒引当金控除後

資産計 ▲

貯金 ▲

借入金 ▲

負債計 ▲

※ 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控
除しています。

金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
【資産】
①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、
期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである翌日物金利ス

ワップ（ 以下 という）のレートで割
り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

に努めています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなど

の投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況

や などを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、
経営層で構成する ・リスク管理委員会を定期的に開催して、
日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事

会で決定した運用方針及び ・リスク管理委員会で決定された
方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っていま
す。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行

を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い
経営層に報告しています。
（市場リスクに係る定量的情報）

当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以
外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利
リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちそ

の他有価証券に分類している債券、貸出金、貯金及び借入金です。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後

年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、

金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用していま
す。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年

度末現在、指標となる金利が ％上昇したものと想定した場合
には、経済価値が 千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提として

おり、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合に

は、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月

次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。ま

た、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要
素と位置付け、商品ごとに異なる流動性 換金性 を把握したうえで、
運用方針などの策定の際に検討を行っています。

金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価 時価に代わるものを含む には、市場価格に基づ

く価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額 こ

れに準ずる価額を含む が含まれています。当該価額の算定において
は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ
た場合、当該価額が異なることもあります。

．金融商品の時価等に関する事項
金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
は、次のとおりです。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

単位：千円

貸借対照表

計上額
時価 差額

預金 ▲

有価証券

満期保有目的の債券 ▲

その他有価証券 ―

貸出金

貸倒引当金（※ ） ▲

貸倒引当金控除後

資産計 ▲

貯金 ▲

借入金 ▲

負債計 ▲

※ 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控
除しています。

金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明

【資産】
①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、
期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである翌日物金利ス
ワップ（ 以下 という）のレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
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令和 年度 令和 年度

に努めています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなど

の投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況

や などを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、
経営層で構成する ・リスク管理委員会を定期的に開催して、
日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事

会で決定した運用方針及び ・リスク管理委員会で決定された
方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っていま
す。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行

を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い
経営層に報告しています。
（市場リスクに係る定量的情報）

当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以
外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利
リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちそ

の他有価証券に分類している債券、貸出金、貯金及び借入金です。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後

年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、

金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用していま
す。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年

度末現在、指標となる金利が ％上昇したものと想定した場合
には、経済価値が 千円増加するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提として

おり、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合に

は、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月

次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。ま

た、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要
素と位置付け、商品ごとに異なる流動性 換金性 を把握したうえで、
運用方針などの策定の際に検討を行っています。

金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価 時価に代わるものを含む には、市場価格に基づ

く価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額 こ

れに準ずる価額を含む が含まれています。当該価額の算定において
は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ
た場合、当該価額が異なることもあります。

．金融商品の時価等に関する事項
金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
は、次のとおりです。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

単位：千円

貸借対照表

計上額
時価 差額

預金 ▲

有価証券

満期保有目的の債券 ▲

その他有価証券 ―

貸出金

貸倒引当金（※ ） ▲

貸倒引当金控除後

資産計 ▲

貯金 ▲

借入金 ▲

負債計 ▲

※ 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控
除しています。

金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
【資産】
①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、
期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである翌日物金利ス

ワップ（ 以下 という）のレートで割
り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

に努めています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなど

の投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況

や などを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、
経営層で構成する ・リスク管理委員会を定期的に開催して、
日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事

会で決定した運用方針及び ・リスク管理委員会で決定された
方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っていま
す。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行

を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い
経営層に報告しています。
（市場リスクに係る定量的情報）

当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以
外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数である金利
リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、有価証券のうちそ

の他有価証券に分類している債券、貸出金、貯金及び借入金です。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後

年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、

金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用していま
す。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年

度末現在、指標となる金利が ％上昇したものと想定した場合
には、経済価値が 千円減少するものと把握しています。

当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提として

おり、金利とその他のリスク変数の相関を考慮していません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合に

は、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月

次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。ま

た、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要
素と位置付け、商品ごとに異なる流動性 換金性 を把握したうえで、
運用方針などの策定の際に検討を行っています。

金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価 時価に代わるものを含む には、市場価格に基づ

く価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額 こ

れに準ずる価額を含む が含まれています。当該価額の算定において
は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によっ
た場合、当該価額が異なることもあります。

．金融商品の時価等に関する事項
金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
は、次のとおりです。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。

単位：千円

貸借対照表

計上額
時価 差額

預金 ▲

有価証券

満期保有目的の債券 ▲

その他有価証券 ―

貸出金

貸倒引当金（※ ） ▲

貸倒引当金控除後

資産計 ▲

貯金 ▲

借入金 ▲

負債計 ▲

※ 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控
除しています。

金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明

【資産】
①預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっています。満期のある預金については、
期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである翌日物金利ス
ワップ（ 以下 という）のレートで割

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

令和 年度 令和 年度

②有価証券
有価証券について、主に国債については、活発な市場における無

調整の相場価格を利用しています。地方債や社債については、公表

された相場価格を用いています。市場における取引価格が存在しな
い投資信託については、解約又は買戻請求に関して市場参加者から
リスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準

価額によっています。相場価格が入手できない場合には、取引金融
機関等から提示された価格によっています。
③貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映
するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、
時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によってい

ます。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区

分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである のレー

トで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額と
して算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等につ

いては、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額
としています。
【負債】

①貯金
要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 帳簿価

額 を時価とみなしています。また、定期性貯金については、期間に

基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレー
トである のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額
として算定しています。

②借入金
借入金のうち固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した

当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレートである の

レートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定して
います。

市場価格のない株式等は次のとおりであり、これは の金融商

品の時価情報には含まれていません。
単位：千円

貸借対照表計上額

外部出資

金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
単位：千円

年以内
年超

年以内

年超

年以内

預金 ― ―

有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券のう

ち満期があるもの
― ― ―

貸出金 ※

合計

年超

年以内

年超

年以内
年超

預金 ― ―

有価証券

満期保有目的の債券 ―

その他有価証券のう

ち満期があるもの
― ―

貸出金 ※

合計

※ 貸出金のうち、当座貸越 千円については｢ 年以
内｣に含めています。

※ 貸出金のうち、三月以上延滞が生じている債権・期限の利益を

喪失した債権等 千円は償還の予定が見込まれないた
め、含めていません。

②有価証券
有価証券について、主に国債については、活発な市場における無

調整の相場価格を利用しています。地方債や社債については、公表

された相場価格を用いています。市場における取引価格が存在しな
い投資信託については、解約又は買戻請求に関して市場参加者から
リスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準

価額によっています。相場価格が入手できない場合には、取引金融
機関等から提示された価格によっています。
③貸出金

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映
するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、
時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によってい

ます。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区

分ごとに、元利金の合計額をリスクフリーレートである のレー

トで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額と
して算定しています。

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等につ

いては、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額
としています。
【負債】

①貯金
要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 帳簿価

額 を時価とみなしています。また、定期性貯金については、期間に

基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレー
トである のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額
として算定しています。

②借入金
借入金のうち固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した

当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレートである の

レートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定して
います。

市場価格のない株式等は次のとおりであり、これは の金融商

品の時価情報には含まれていません。
単位：千円

貸借対照表計上額

外部出資

金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
単位：千円

年以内
年超

年以内

年超

年以内

預金 ― ―

有価証券

満期保有目的の債券 ―

その他有価証券のう

ち満期があるもの
― ― ―

貸出金 ※

合計

年超

年以内

年超

年以内
年超

預金 ― ―

有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券のう

ち満期があるもの
― ―

貸出金 ※

合計

※ 貸出金のうち、当座貸越 千円については｢ 年以
内｣に含めています。

※ 貸出金のうち、三月以上延滞が生じている債権・期限の利益を

喪失した債権等 千円は償還の予定が見込まれないた
め、含めていません。
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借入金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
単位：千円

年以内
年超

年以内

年超

年以内

貯金 ※

借入金

合計

年超

年以内

年超

年以内
年超

貯金 ※

借入金 ― ―

合計

※ 要求払貯金については｢ 年以内｣に含めています。

Ⅶ．有価証券に関する注記
．有価証券の時価及び評価差額に関する事項

有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。
①満期保有目的の債券

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりです。
単位：千円

種類
貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの

国債

地方債

政府保証債

社債

小計

時価が貸借対

照表計上額を

超えないもの

国債 ▲

地方債 ▲

政府保証債 ▲

社債 ▲

小計 ▲

合計 ▲

②その他有価証券

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸
借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。

単位：千円

種類
貸借対照表

計上額

取得原価

又は

償却原価

差額

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えるも

の

国債 － － －

地方債 － － －

政府保証債 － － －

社債 － － －

小計 － － －

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えない

るもの

国債 ▲

地方債 － － －

政府保証債 － － －

社債 － － －

受益証券 ▲

小計 ▲

合計 ▲

なお、上記差額▲ 千円は、「その他有価証券評価差額金」
として計上しています。

．当事業年度中に減損処理を行った有価証券について
当事業年度中において、 千円（満期保有目的の社債）の

減損処理を行っています。
時価のある有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比

べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあ

ると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表価
額とするとともに、当該差額を減損処理しています。

なお、減損処理にあたっては、当事業年度末における時価が取得

原価又は償却原価に比べ ％以上下落した場合には全て減損処理
を行い、 ％以上 ％未満下落した場合は、回復の可能性を考慮
して減損処理を行っています。

借入金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
単位：千円

年以内
年超

年以内

年超

年以内

貯金 ※

借入金

合計

年超

年以内

年超

年以内
年超

貯金 ※

借入金 ― ― ―

合計

※ 要求払貯金については｢ 年以内｣に含めています。

Ⅵ．有価証券に関する注記
．有価証券の時価及び評価差額に関する事項

有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。
①満期保有目的の債券

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりです。
単位：千円

種類
貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの

国債

地方債

政府保証債

社債

小計

時価が貸借対

照表計上額を

超えないもの

国債 ▲

地方債 ▲

政府保証債 ▲

社債 ▲

小計 ▲

合計 ▲

②その他有価証券

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借
対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。

単位：千円

種類
貸借対照表

計上額

取得原価

又は

償却原価

差額

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えるも

の

国債 － － －

地方債 － － －

政府保証債 － － －

社債 － － －

小計 － － －

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えない

るもの

国債 ▲

地方債 － － －

政府保証債 － － －

社債 － － －

受益証券 ▲

小計 ▲

合計 ▲
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令和 年度 令和 年度

借入金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
単位：千円

年以内
年超

年以内

年超

年以内

貯金 ※

借入金

合計

年超

年以内

年超

年以内
年超

貯金 ※

借入金 ― ―

合計

※ 要求払貯金については｢ 年以内｣に含めています。

Ⅶ．有価証券に関する注記
．有価証券の時価及び評価差額に関する事項

有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。
①満期保有目的の債券

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりです。
単位：千円

種類
貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの

国債

地方債

政府保証債

社債

小計

時価が貸借対

照表計上額を

超えないもの

国債 ▲

地方債 ▲

政府保証債 ▲

社債 ▲

小計 ▲

合計 ▲

②その他有価証券

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸
借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。

単位：千円

種類
貸借対照表

計上額

取得原価

又は

償却原価

差額

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えるも

の

国債 － － －

地方債 － － －

政府保証債 － － －

社債 － － －

小計 － － －

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えない

るもの

国債 ▲

地方債 － － －

政府保証債 － － －

社債 － － －

受益証券 ▲

小計 ▲

合計 ▲

なお、上記差額▲ 千円は、「その他有価証券評価差額金」
として計上しています。

．当事業年度中に減損処理を行った有価証券について
当事業年度中において、 千円（満期保有目的の社債）の

減損処理を行っています。
時価のある有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比

べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあ

ると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表価
額とするとともに、当該差額を減損処理しています。

なお、減損処理にあたっては、当事業年度末における時価が取得

原価又は償却原価に比べ ％以上下落した場合には全て減損処理
を行い、 ％以上 ％未満下落した場合は、回復の可能性を考慮
して減損処理を行っています。

借入金およびその他の有利子負債の決算日後の返済予定額
単位：千円

年以内
年超

年以内

年超

年以内

貯金 ※

借入金

合計

年超

年以内

年超

年以内
年超

貯金 ※

借入金 ― ― ―

合計

※ 要求払貯金については｢ 年以内｣に含めています。

Ⅵ．有価証券に関する注記
．有価証券の時価及び評価差額に関する事項

有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。
①満期保有目的の債券

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりです。
単位：千円

種類
貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借対

照表計上額を

超えるもの

国債

地方債

政府保証債

社債

小計

時価が貸借対

照表計上額を

超えないもの

国債 ▲

地方債 ▲

政府保証債 ▲

社債 ▲

小計 ▲

合計 ▲

②その他有価証券

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借
対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。

単位：千円

種類
貸借対照表

計上額

取得原価

又は

償却原価

差額

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えるも

の

国債 － － －

地方債 － － －

政府保証債 － － －

社債 － － －

小計 － － －

貸借対照表計

上額が取得原

価又は償却原

価を超えない

るもの

国債 ▲

地方債 － － －

政府保証債 － － －

社債 － － －

受益証券 ▲

小計 ▲

合計 ▲

令和 年度 令和 年度

Ⅷ．退職給付に関する注記
．退職給付に係る注記
採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付に充てるため、職員退職給与規程に基づき、退職
一時金制度を採用しています。また、同規程に基づく退職給付の一
部に充てるため、りそな銀行等との契約による確定給付企業年金制

度も併せて採用しています。
退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 単位：千円
期首における退職給付債務

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の発生額 ▲

退職給付の支払額 ▲

期末における退職給付債務

年金資産の期首残高と期末残高の調整表 単位：千円
期首における年金資産

期待運用収益 －

数理計算上の差異の発生額 ▲

事業主からの確定給付企業年金制度への拠出額

退職給付の支払額 ▲

期末における年金資産

退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上され
た退職給付引当金の調整表 単位：千円

退職給付債務

確定給付企業年金制度 ▲

未積立退職給付債務

未認識数理計算上の差異

貸借対照表計上額純額

退職給付引当金

退職給付費用及びその内訳項目の金額 単位：千円

勤務費用

利息費用

期待運用収益 －

数理計算上の差異の費用処理額 ▲

合計

年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。
債券 ％

株式 ％

一般勘定 ％

現金及び預金 ％

合計 ％

長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想さ

れる年金資産の配分と年金資産を構成する多様な資産からの現在

及び将来期待される長期の収益率を考慮しています。

割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項

割引率 ％
長期期待運用収益率 ％

．特例業務負担金の将来見込額
人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業

団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体共済組合

法等を廃止する等の法律附則 条に基づき、旧農林共済組合 存
続組合 が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠
出した特例業務負担金 千円を含めて計上していますが、

損益計算書上は特例業務負担引当金戻入額 千円と相殺し
て表示しています。

なお、組合が翌事業年度以降において負担すると見込まれる特例

業務負担金については、特例業務負担引当金として計上していま
す。

Ⅶ．退職給付に関する注記
．退職給付に係る注記
採用している退職給付制度の概要

職員の退職給付に充てるため、職員退職給与規程に基づき、退職
一時金制度を採用しています。また、同規程に基づく退職給付の一
部に充てるため、りそな銀行等との契約による確定給付企業年金制

度も併せて採用しています。
退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 単位：千円
期首における退職給付債務

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の発生額

退職給付の支払額 ▲

期末における退職給付債務

年金資産の期首残高と期末残高の調整表 単位：千円
期首における年金資産

期待運用収益 －

数理計算上の差異の発生額

事業主からの確定給付企業年金制度への拠出額

退職給付の支払額 ▲

期末における年金資産

退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上され
た退職給付引当金の調整表 単位：千円

退職給付債務

確定給付企業年金制度 ▲

未積立退職給付債務

未認識数理計算上の差異

貸借対照表計上額純額

退職給付引当金

退職給付費用及びその内訳項目の金額 単位：千円

勤務費用

利息費用

期待運用収益 －

数理計算上の差異の費用処理額 ▲

合計

年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。
債券 ％

株式 ％

一般勘定 ％

現金及び預金 ％

合計 ％

長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想さ
れる年金資産の配分と年金資産を構成する多様な資産からの現在
及び将来期待される長期の収益率を考慮しています。

割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項
割引率 ％

長期期待運用収益率 ％

．特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業
団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体共済組合
法等を廃止する等の法律附則 条に基づき、旧農林共済組合 存

続組合 が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充てるため拠
出した特例業務負担金 千円を含めて計上していますが、
損益計算書上は特例業務負担引当金戻入額 千円と相殺し

て表示しています。
なお、組合が翌事業年度以降において負担すると見込まれる特例

業務負担金については、特例業務負担引当金として計上していま

す。
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令和 年度 令和 年度

Ⅸ．税効果会計に関する注記
．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

単位：千円

繰延税金資産

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

特例業務負担引当金

減損損失

その他有価証券評価損

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額 ▲

繰延税金資産合計

繰延税金負債

資産除去費用の資産計上額 ▲

外部出資 ▲

繰延税金負債合計 ▲

繰延税金資産の純額 ＋

再評価繰延税金資産

土地再評価差損

再評価繰延税金資産小計

評価性引当額 ▲

再評価繰延税金資産合計 －

再評価繰延税金負債

土地再評価差益 ▲

再評価繰延税金負債合計 ▲

再評価繰延税金負債の純額 ＋ ▲

．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

単位：％
法定実効税率

調整

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ▲

住民税均等割等

評価性引当額の増減 ▲

その他 ▲

税効果会計適用後の法人税等の負担率

Ⅹ．収益認識に関する注記

「重要な会計方針に係る事項に関する注記、 収益及び費用の計
上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。

Ⅺ．その他の注記

．「リース取引に関する会計基準｣に基づく注記
（ ）オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経

過リース料は次のとおりです。
（単位：千円）

年以内 年超 合計

未経過リース料

．資産除去債務に関する注記

（ ）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
①当該資産除去債務の概要

当組合は、一部の事務所等に使用されている有害物質を除去する

義務に関し資産除去債務を計上しております。また、一部の事務所
等について、定期借地権契約や賃貸借契約を締結しており、賃借期
間終了による原状回復義務に関しても資産除去債務を計上してお

ります。

Ⅷ．税効果会計に関する注記
．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

単位：千円

繰延税金資産

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

特例業務負担引当金

減損損失

その他有価証券評価差額金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額 ▲

繰延税金資産合計

繰延税金負債

資産除去費用の資産計上額 ▲

外部出資 ▲

繰延税金負債合計 ▲

繰延税金資産の純額 ＋

再評価繰延税金資産

土地再評価差損

再評価繰延税金資産小計

評価性引当額 ▲

再評価繰延税金資産合計 －

再評価繰延税金負債

土地再評価差益 ▲

再評価繰延税金負債合計 ▲

再評価繰延税金負債の純額 ＋ ▲

．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

単位：％
法定実効税率

調整

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ▲

住民税均等割等

評価性引当額の増減 ▲

その他 ▲

税効果会計適用後の法人税等の負担率

Ⅸ．収益認識に関する注記

「Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記、 収益及び費用の
計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
ます。

Ⅹ．その他の注記

．「リース取引に関する会計基準｣に基づく注記
（ ）オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経

過リース料は次のとおりです。
（単位：千円）

年以内 年超 合計

未経過リース料

．資産除去債務に関する注記
（ ）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

①当該資産除去債務の概要
当組合は、一部の事務所等に使用されている有害物質を除去する

義務に関し資産除去債務を計上しております。また、一部の事務所

等について、定期借地権契約や賃貸借契約を締結しており、賃借期
間終了による原状回復義務に関しても資産除去債務を計上してお
ります。
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令和 年度 令和 年度

Ⅸ．税効果会計に関する注記
．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

単位：千円

繰延税金資産

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

特例業務負担引当金

減損損失

その他有価証券評価損

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額 ▲

繰延税金資産合計

繰延税金負債

資産除去費用の資産計上額 ▲

外部出資 ▲

繰延税金負債合計 ▲

繰延税金資産の純額 ＋

再評価繰延税金資産

土地再評価差損

再評価繰延税金資産小計

評価性引当額 ▲

再評価繰延税金資産合計 －

再評価繰延税金負債

土地再評価差益 ▲

再評価繰延税金負債合計 ▲

再評価繰延税金負債の純額 ＋ ▲

．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

単位：％
法定実効税率

調整

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ▲

住民税均等割等

評価性引当額の増減 ▲

その他 ▲

税効果会計適用後の法人税等の負担率

Ⅹ．収益認識に関する注記

「重要な会計方針に係る事項に関する注記、 収益及び費用の計
上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しておりま
す。

Ⅺ．その他の注記

．「リース取引に関する会計基準｣に基づく注記
（ ）オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経

過リース料は次のとおりです。
（単位：千円）

年以内 年超 合計

未経過リース料

．資産除去債務に関する注記

（ ）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
①当該資産除去債務の概要

当組合は、一部の事務所等に使用されている有害物質を除去する

義務に関し資産除去債務を計上しております。また、一部の事務所
等について、定期借地権契約や賃貸借契約を締結しており、賃借期
間終了による原状回復義務に関しても資産除去債務を計上してお

ります。

Ⅷ．税効果会計に関する注記
．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

単位：千円

繰延税金資産

貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

特例業務負担引当金

減損損失

その他有価証券評価差額金

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額 ▲

繰延税金資産合計

繰延税金負債

資産除去費用の資産計上額 ▲

外部出資 ▲

繰延税金負債合計 ▲

繰延税金資産の純額 ＋

再評価繰延税金資産

土地再評価差損

再評価繰延税金資産小計

評価性引当額 ▲

再評価繰延税金資産合計 －

再評価繰延税金負債

土地再評価差益 ▲

再評価繰延税金負債合計 ▲

再評価繰延税金負債の純額 ＋ ▲

．法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

単位：％
法定実効税率

調整

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ▲

住民税均等割等

評価性引当額の増減 ▲

その他 ▲

税効果会計適用後の法人税等の負担率

Ⅸ．収益認識に関する注記

「Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記、 収益及び費用の
計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており
ます。

Ⅹ．その他の注記

．「リース取引に関する会計基準｣に基づく注記
（ ）オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経

過リース料は次のとおりです。
（単位：千円）

年以内 年超 合計

未経過リース料

．資産除去債務に関する注記
（ ）資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

①当該資産除去債務の概要
当組合は、一部の事務所等に使用されている有害物質を除去する

義務に関し資産除去債務を計上しております。また、一部の事務所

等について、定期借地権契約や賃貸借契約を締結しており、賃借期
間終了による原状回復義務に関しても資産除去債務を計上してお
ります。

令和 年度 令和 年度

②当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を、当該建物等の減価償却期間（主に 年）と見

積り、割引率は当該減価償却期間に見合う利付国債の利回り（主に

％）を採用しております。

③当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減

変動の内容 当期における総額の増減

当事業年度の期首残高 千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 —千円

時の経過による調整額 千円

資産除去債務の履行による減少額 —千円

当事業年度の期末残高 千円

（ ）貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
「該当する事項はありません」

Ⅻ．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上

の「現金」及び｢預金｣のうち、当座預金、普通預金及び通知預金と

なっています。

．現金及び現金同等物期末残高と貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係

令和 年 月 日

現金・預金勘定 千円

当座預金、普通預金及び通知預金以外の預金 ▲ 千円

現金及び現金同等物 千円

令和 年 月 日

現金・預金勘定 千円

当座預金、普通預金及び通知預金以外の預金 ▲ 千円

現金及び現金同等物 千円

②当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を、当該建物等の減価償却期間（主に 年）と見

積り、割引率は当該減価償却期間に見合う利付国債の利回り（主に

％）を採用しております。

③当事業年度末における当該資産除去債務の総額の増減

変動の内容 当期における総額の増減

当事業年度の期首残高 千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 —千円

時の経過による調整額 千円

資産除去債務の履行による減少額 —千円

当事業年度の期末残高 千円

（ ）貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
「該当する事項はありません」

Ⅻ．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対照表上

の「現金」及び｢預金｣のうち、当座預金、普通預金及び通知預金と

なっています。

．現金及び現金同等物期末残高と貸借対照表に記載されている科

目の金額との関係

令和 年 月 日

現金・預金勘定 千円

当座預金、普通預金及び通知預金以外の預金 ▲ 千円

現金及び現金同等物 千円

令和 年 月 日

現金・預金勘定 千円

当座預金、普通預金及び通知預金以外の預金 ▲ 千円

現金及び現金同等物 千円
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．剰余金処分計算書 単位：千円

項 目

令和４年度

総代会承認日

令和５年 月 日

令和５年度

総代会承認日

令和６年 月 ２日

当期未処分剰余金

任意積立金取崩額 － －

信用事業基盤強化積立金

信用事業機械化整備積立金

施設整備積立金

営農事業積立金

特別積立金

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

剰余金処分額

利益準備金

任意積立金

信用事業基盤強化積立金

信用事業機械化整備積立金

施設整備積立金

営農事業積立金

－

－

－

－

－

－

出資配当金

（出資配当率） （ ） （ ）

事業分量配当金

（配当基準）

－

－

－

－

次期繰越剰余金

注 任意積立金のうち、一定の目的のために設定した積立金の種類、目的及び取崩基準、目標額、剰余金処分後積立額は、次のとおり

です。

単位：千円

種 類 目的及び取崩基準 目標額 剰余金処分後積立額

信用事業基盤
強化積立金

信用事業基盤強化のために積立
を行い、信用事業基盤に重大な
影響がある場合に取崩す。

期末貯金・定期
積金総額の

分の
８

信用事業機械化
整備積立金

信用事業に附随する機械化充実
のために積立を行い、機械化の
充実が必要な場合に取崩す。

施設整備積立金
施設の取得または改修・改装の
ために積立を行い、施設整備が
必要な場合に取崩す。

営農事業積立金

営農事業を安定的にかつ継続的
に推進するために積立を行い、
営農事業において必要な場合に
取崩す。

注 次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額が含まれています。

令和４年度 千円

令和５年度 千円
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．剰余金処分計算書 単位：千円

項 目

令和４年度

総代会承認日

令和５年 月 日

令和５年度

総代会承認日

令和６年 月 ２日

当期未処分剰余金

任意積立金取崩額 － －

信用事業基盤強化積立金

信用事業機械化整備積立金

施設整備積立金

営農事業積立金

特別積立金

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

剰余金処分額

利益準備金

任意積立金

信用事業基盤強化積立金

信用事業機械化整備積立金

施設整備積立金

営農事業積立金

－

－

－

－

－

－

出資配当金

（出資配当率） （ ） （ ）

事業分量配当金

（配当基準）

－

－

－

－

次期繰越剰余金

注 任意積立金のうち、一定の目的のために設定した積立金の種類、目的及び取崩基準、目標額、剰余金処分後積立額は、次のとおり

です。

単位：千円

種 類 目的及び取崩基準 目標額 剰余金処分後積立額

信用事業基盤
強化積立金

信用事業基盤強化のために積立
を行い、信用事業基盤に重大な
影響がある場合に取崩す。

期末貯金・定期
積金総額の

分の
８

信用事業機械化
整備積立金

信用事業に附随する機械化充実
のために積立を行い、機械化の
充実が必要な場合に取崩す。

施設整備積立金
施設の取得または改修・改装の
ために積立を行い、施設整備が
必要な場合に取崩す。

営農事業積立金

営農事業を安定的にかつ継続的
に推進するために積立を行い、
営農事業において必要な場合に
取崩す。

注 次期繰越剰余金には、営農指導、生活・文化改善事業の費用に充てるための繰越額が含まれています。

令和４年度 千円

令和５年度 千円

．部門別損益計算書

◇令和４年度 単位：千円

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 共通管理費等

事 業 収 益 ①

事 業 費 用 ②

事 業 総 利 益

① － ②
③ ▲

事 業 管 理 費 ④

うち減価償却費 ⑤

う ち 人 件 費 ⑤

※うち共通管理費 ⑥ ▲

うち減価償却費 ⑦ ▲

うち人件費 ⑦ ▲

事 業 利 益

③ － ④
⑧ ▲ ▲ ▲

事 業 外 収 益 ⑨

※うち共通分 ⑩ ▲

事 業 外 費 用 ⑪

※うち共通分 ⑫ ▲

経 常 利 益

⑧ ＋ ⑨ － ⑪
⑬ ▲ ▲ ▲

特 別 利 益 ⑭ － － － － － －

※うち共通分 ⑮ － － － － － －

特 別 損 失 ⑯ － － －

※うち共通分 ⑰ － － － － － －

税引前当期利益

⑬ ＋ ⑭ － ⑯
⑱ ▲ ▲ ▲

営農指導事業分

配 賦 額
⑲ ▲

営農指導事業分

配賦後税引前当期

利 益 ⑱ － ⑲

⑳ ▲ ▲

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

部門別損益計算書（令和４年度）注記

１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等

共通管理費等

（職員数割＋事業総利益割＋人件費を除いた事業管理費割）の平均値

営農指導事業

事業総利益割の平均値
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２．配賦割合 １の配賦基準で算出した配賦の割合

単位：％

区 分 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 計

共通管理費等

営農指導事業

（参考）部門別の資産 単位：千円

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 共通資産

事業別の総資産

総資産 共通資産

配賦後

うち固定資産

【部門別損益計算書の補足説明】

損益計算書をもとに、一定の基準により部門別損益計算書を作成しています。

事業収益・事業費用・事業総利益について

●「信用事業欄」は、損益計算書の「信用事業欄」をもとに作成しています。

●「共済事業欄」は、損益計算書の「共済事業欄」をもとに作成しています。

●「農業関連事業欄」・「生活その他事業欄」・「営農指導事業欄」は、損益計算書の「購買事業欄」・「販売事業欄」・「利用事業欄」・「宅

地等供給事業欄」・「介護福祉事業欄」・「指導事業欄」の金額を、一定の基準に従い再配賦し作成しています。

事業管理費等について

●事業管理費等については、損益計算書の「事業管理費等欄」をもとに、各部門に直接配賦可能な金額については直接配賦し、各部門

に直接配賦できない金額については、上記配賦割合にて配賦しています。
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２．配賦割合 １の配賦基準で算出した配賦の割合

単位：％

区 分 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 計

共通管理費等

営農指導事業

（参考）部門別の資産 単位：千円

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 共通資産

事業別の総資産

総資産 共通資産

配賦後

うち固定資産

【部門別損益計算書の補足説明】

損益計算書をもとに、一定の基準により部門別損益計算書を作成しています。

事業収益・事業費用・事業総利益について

●「信用事業欄」は、損益計算書の「信用事業欄」をもとに作成しています。

●「共済事業欄」は、損益計算書の「共済事業欄」をもとに作成しています。

●「農業関連事業欄」・「生活その他事業欄」・「営農指導事業欄」は、損益計算書の「購買事業欄」・「販売事業欄」・「利用事業欄」・「宅

地等供給事業欄」・「介護福祉事業欄」・「指導事業欄」の金額を、一定の基準に従い再配賦し作成しています。

事業管理費等について

●事業管理費等については、損益計算書の「事業管理費等欄」をもとに、各部門に直接配賦可能な金額については直接配賦し、各部門

に直接配賦できない金額については、上記配賦割合にて配賦しています。

◇令和５年度 単位：千円

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 共通管理費等

事 業 収 益 ①

事 業 費 用 ②

事 業 総 利 益

① － ②
③ ▲

事 業 管 理 費 ④

うち減価償却費 ⑤

う ち 人 件 費 ⑤

※うち共通管理費 ⑥ ▲

うち減価償却費 ⑦ ▲

うち人件費 ⑦ ▲

事 業 利 益

③ － ④
⑧ ▲ ▲ ▲

事 業 外 収 益 ⑨

※うち共通分 ⑩ ▲

事 業 外 費 用 ⑪

※うち共通分 ⑫ ▲

経 常 利 益

⑧ ＋ ⑨ － ⑪
⑬ ▲ ▲ ▲

特 別 利 益 ⑭ － － － － － －

※うち共通分 ⑮ － － － － － －

特 別 損 失 ⑯

※うち共通分 ⑰ ▲

税引前当期利益

⑬ ＋ ⑭ － ⑯
⑱ ▲ ▲ ▲

営農指導事業分

配 賦 額
⑲ ▲

営農指導事業分

配賦後税引前当期

利 益 ⑱ － ⑲

⑳ ▲ ▲

※⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

部門別損益計算書（令和５年度）注記

１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等

共通管理費等

（職員数割＋事業総利益割＋人件費を除いた事業管理費割）の平均値

営農指導事業

事業総利益割の平均値
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２．配賦割合 １の配賦基準で算出した配賦の割合

単位：％

区 分 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 計

共通管理費等

営農指導事業

（参考）部門別の資産 単位：千円

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 共通資産

事業別の総資産

総資産 共通資産

配賦後

うち固定資産

【部門別損益計算書の補足説明】

損益計算書をもとに、一定の基準により部門別損益計算書を作成しています。

事業収益・事業費用・事業総利益について

●「信用事業欄」は、損益計算書の「信用事業欄」をもとに作成しています。

●「共済事業欄」は、損益計算書の「共済事業欄」をもとに作成しています。

●「農業関連事業欄」・「生活その他事業欄」・「営農指導事業欄」は、損益計算書の「購買事業欄」・「販売事業欄」・「利用事業欄」・「宅

地等供給事業欄」・「介護福祉事業欄」・「指導事業欄」の金額を、一定の基準に従い再配賦し作成しています。

事業管理費等について

●事業管理費等については、損益計算書の「事業管理費等欄」をもとに、各部門に直接配賦可能な金額については直接配賦し、各部門

に直接配賦できない金額については、上記配賦割合にて配賦しています。
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２．配賦割合 １の配賦基準で算出した配賦の割合

単位：％

区 分 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 計

共通管理費等

営農指導事業

（参考）部門別の資産 単位：千円

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業 共通資産

事業別の総資産

総資産 共通資産

配賦後

うち固定資産

【部門別損益計算書の補足説明】

損益計算書をもとに、一定の基準により部門別損益計算書を作成しています。

事業収益・事業費用・事業総利益について

●「信用事業欄」は、損益計算書の「信用事業欄」をもとに作成しています。

●「共済事業欄」は、損益計算書の「共済事業欄」をもとに作成しています。

●「農業関連事業欄」・「生活その他事業欄」・「営農指導事業欄」は、損益計算書の「購買事業欄」・「販売事業欄」・「利用事業欄」・「宅

地等供給事業欄」・「介護福祉事業欄」・「指導事業欄」の金額を、一定の基準に従い再配賦し作成しています。

事業管理費等について

●事業管理費等については、損益計算書の「事業管理費等欄」をもとに、各部門に直接配賦可能な金額については直接配賦し、各部門

に直接配賦できない金額については、上記配賦割合にて配賦しています。

７．財務諸表の正確性等にかかる確認

｢財務諸表の正確性、内部監査の有効性についての経営者責任の明確化について 要請 ｣

平成 年 月 日付金監第 号・ 経営第 号 に基づく、当ＪＡの財

務諸表の適正性、及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性に関する代表者の確認書は以

下のとおりです。

確認書

① 私は、当ＪＡの令和５年４月１日から令和６年３月３１日までの事業年

度にかかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に

関するすべての重要な点において農協法施行規則に基づき適正に表示さ

れていることを確認いたしました。

② 当該確認を行うにあたり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整

備され、有効に機能していることを確認いたしました。

・業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制

が整備されております。

・業務の実施部署から独立した内部監査部署が内部管理体制の適切性･有

効性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告され

ております。

・重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議･報告されておりま

す。

令和６年７月１日

大 阪 中 河 内 農 業 協 同 組 合

代表理事組合長 畑中 正史

．会計監査人の監査

令和４年度及び令和５年度の貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書

及び注記表は、農業協同組合法第 条の 第 項の規定に基づき、みのり

監査法人の監査を受けております。
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経営資料 Ⅱ．損益の状況 ディスクロ２０２４

．最近の 事業年度の主要な経営指標 単位：千円、口、人

項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

経 常 収 益

信 用 事 業 収 益

共 済 事 業 収 益

農 業 関 連 事 業 収 益

そ の 他 事 業 収 益

経 常 利 益

当 期 剰 余 金

出 資 金

出 資 口 数 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

純 資 産 額

総 資 産 額

貯 金 等 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

剰 余 金 配 当 金 額

出 資 配 当 の 額

事 業 分 量 配 当 の 額 － － － － －

職 員 数

単 体 自 己 資 本 比 率 ％ ％ ％ ％ ％

注 経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。
信託業務の取り扱いは行っていません。
「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 年金融庁・農水省告示第

号）に基づき算出しております。
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経営資料 Ⅱ．損益の状況 ディスクロ２０２４

．最近の 事業年度の主要な経営指標 単位：千円、口、人

項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

経 常 収 益

信 用 事 業 収 益

共 済 事 業 収 益

農 業 関 連 事 業 収 益

そ の 他 事 業 収 益

経 常 利 益

当 期 剰 余 金

出 資 金

出 資 口 数 （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

純 資 産 額

総 資 産 額

貯 金 等 残 高

貸 出 金 残 高

有 価 証 券 残 高

剰 余 金 配 当 金 額

出 資 配 当 の 額

事 業 分 量 配 当 の 額 － － － － －

職 員 数

単 体 自 己 資 本 比 率 ％ ％ ％ ％ ％

注 経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。
信託業務の取り扱いは行っていません。
「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成 年金融庁・農水省告示第

号）に基づき算出しております。

．利益総括表 単位：千円

種 類 令和４年度 令和５年度 増 減

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用 ▲

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

役 務 取 引 等 収 支

その他信用事業収益 ▲

その他信用事業費用 ▲

そ の 他 信 用 事 業 収 支 ▲ ▲ ▲

信 用 事 業 粗 利 益

信 用 事 業 粗 利 益 率 ％ ％ ％

共 済 事 業 粗 利 益

共 済 事 業 粗 利 益 率 ％ ％ ％

購 買 事 業 粗 利 益

購 買 事 業 粗 利 益 率 ％ ％ ％

販 売 事 業 粗 利 益 ▲

販 売 事 業 粗 利 益 率 ％ ％ ▲ ％

総 粗 利 益

総 粗 利 益 率 ％ ％ ％

事 業 粗 利 益

（ 事 業 粗 利 益 率 ） ％

事 業 純 益

実 質 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益

コ ア 事 業 純 益
（投資信託解約損益を除く）

注 信用事業粗利益率＝信用事業粗利益÷資金運用勘定平均残高×
共済事業粗利益率＝共済事業粗利益÷長期共済保有高×
購買事業粗利益率＝購買事業粗利益÷購買取扱高×

販売事業粗利益率＝販売事業粗利益÷販売取扱高×
総粗利益率＝総粗利益÷総資産平均残高×

．資金運用収支の内訳 単位：千円

項 目
令和４年度 令和５年度

平均残高 利 息 利回り 平均残高 利 息 利回り

資 金 運 用 勘 定

う ち 預 金

う ち 有 価 証 券

う ち 貸 出 金

資 金 調 達 勘 定

うち貯金・定期積金

う ち 借 入 金 －

総 資 金 利 ざ や

注 総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価（資金調達利回り＋経費率）
２経費率には、信用事業の指導部費負担額を含めております。
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．受取・支払利息の増減額 単位：千円

項 目 令和４年度増減額 令和５年度増減額

受 取 利 息

う ち 預 金

う ち 有 価 証 券

う ち 貸 出 金 ▲

支 払 利 息 ▲ ▲

う ち 貯 金 ・ 定 期 積 金 ▲ ▲

う ち 譲 渡 性 貯 金 － －

う ち 借 入 金 ▲

差 引
注 増減額は前年度対比です。
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．受取・支払利息の増減額 単位：千円

項 目 令和４年度増減額 令和５年度増減額

受 取 利 息

う ち 預 金

う ち 有 価 証 券

う ち 貸 出 金 ▲

支 払 利 息 ▲ ▲

う ち 貯 金 ・ 定 期 積 金 ▲ ▲

う ち 譲 渡 性 貯 金 － －

う ち 借 入 金 ▲

差 引
注 増減額は前年度対比です。

経営資料 Ⅲ．事業の概況 ディスクロ２０２４

１．信用事業
貯金に関する指標

①貯金の科目別期末残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
残 高 構成比 残 高 構成比

当 座 貯 金 ％ ％ ▲

普 通 貯 金 ％ ％

貯 蓄 貯 金 ％ ％ ▲

通 知 貯 金 － － － － －

その他の流動性貯金 ％ ％ ▲

流 動 性 貯 金 計 ％ ％

定 期 貯 金 ％ ％ ▲

定 期 積 金 ％ ％ ▲

その他の定期性貯金 ％ ％ ▲

定 期 性 貯 金 計 ％ ％ ▲

譲渡性貯金その他の貯金 － － － － －

合 計 ％ ％ ▲

②貯金の科目別平均残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
平均残高 構成比 平均残高 構成比

当 座 貯 金 ％ ％

普 通 貯 金 ％ ％

貯 蓄 貯 金 ％ ％ ▲

通 知 貯 金 － － － － －

その他の流動性貯金 ％ ％

流 動 性 貯 金 計 ％ ％

定 期 貯 金 ％ ％ ▲

定 期 積 金 ％ ％ ▲

その他の定期性貯金 ％ ％ ▲

定 期 性 貯 金 計 ％ ％ ▲

譲渡性貯金その他の貯金 － － － － －

合 計 ％ ％ ▲

③定期貯金の金利条件別内訳残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
残 高 構成比 残 高 構成比

固 定 金 利 定 期 ％ ％ ▲

変 動 金 利 定 期 ％ ％

合 計 ％ ％ ▲

注 固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
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貸出金等に関する指標

①貸出金の科目別期末残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
残 高 構成比 残 高 構成比

手 形 貸 付 ▲

証 書 貸 付 ▲

当 座 貸 越 ▲

割 引 手 形 － － ▲

合 計 ▲

②貸出金の科目別平均残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
平均残高 構成比 平均残高 構成比

手 形 貸 付 ％ ％ ▲

証 書 貸 付 ％ ％ ▲

当 座 貸 越 ％ ％ ▲

割 引 手 形 ％ ％ ▲

合 計 ％ ％ ▲

③貸出金の金利条件別内訳残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
残 高 構成比 残 高 構成比

固 定 金 利 貸 出 ％ ％

変 動 金 利 貸 出 ％ ％ ▲

合 計 ％ ％ ▲

④貸出金の担保別内訳残高 単位：千円

種 類 令和４年度 令和５年度 増 減

物
的
担
保

貯 金 等 ▲

有 価 証 券 － － －

動 産 － － －

不 動 産 ▲

そ の 他 担 保 物 ▲

計 ▲

保
証

農業信用基金協会保証

そ の 他 保 証 ▲

計

信 用 － － －

合 計 ▲

⑤債務保証見返額の担保別内訳残高

該当ありません。

− 63 −− 63 −



貸出金等に関する指標

①貸出金の科目別期末残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
残 高 構成比 残 高 構成比

手 形 貸 付 ▲

証 書 貸 付 ▲

当 座 貸 越 ▲

割 引 手 形 － － ▲

合 計 ▲

②貸出金の科目別平均残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
平均残高 構成比 平均残高 構成比

手 形 貸 付 ％ ％ ▲

証 書 貸 付 ％ ％ ▲

当 座 貸 越 ％ ％ ▲

割 引 手 形 ％ ％ ▲

合 計 ％ ％ ▲

③貸出金の金利条件別内訳残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
残 高 構成比 残 高 構成比

固 定 金 利 貸 出 ％ ％

変 動 金 利 貸 出 ％ ％ ▲

合 計 ％ ％ ▲

④貸出金の担保別内訳残高 単位：千円

種 類 令和４年度 令和５年度 増 減

物
的
担
保

貯 金 等 ▲

有 価 証 券 － － －

動 産 － － －

不 動 産 ▲

そ の 他 担 保 物 ▲

計 ▲

保
証

農業信用基金協会保証

そ の 他 保 証 ▲

計

信 用 － － －

合 計 ▲

⑤債務保証見返額の担保別内訳残高

該当ありません。

⑥貸出金の使途別内訳残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
残 高 構成比 残 高 構成比

設 備 資 金 ％ ％

運 転 資 金 ％ ％ ▲

そ の 他 ％ ％

合 計 ％ ％ ▲

⑦貸出金の業種別残高 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

増 減
残 高 構成比 残 高 構成比

製 造 業 ％ ％

農 業 ％ ％ ▲

建 設 業 ％ ％ ▲

電気・ガス・熱供給・水道業 ％ ％ ▲

運 輸 業 ％ ％ ▲

卸 売 ・ 小 売 業 ％ ％ ▲

金 融 ・ 保 険 業 － － ％

不 動 産 業 ％ ％ ▲

各 種 サ ー ビ ス 業 ％ ％ ▲

地 方 公 共 団 体 ％ ％ ▲

個人 住宅・消費・納税資金等
％ ％合 計 ％ ％ ▲

注 業種区分は総務省の日本標準産業分類に基づいております。
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⑧主要な農業関係の貸出金残高

●営農類型別 単位：千円

種 類 令和４年度 令和５年度 増 減

農 業 ▲

うち穀作

うち野菜・園芸 ▲

うち果樹・樹園農業 ▲

うちその他農業 ▲

農 業 関 連 団 体 等 － － －

合 計 ▲
注 農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人及び農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加

工・流通に関連する事業に必要な資金等が該当します。

なお、前掲⑦の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含ま

れております。

「農業関連団体等」には、 や全農とその子会社等が該当します。

●資金種類別 単位：千円

種 類 令和４年度 令和５年度 増 減

プ ロ パ ー 資 金 ▲

農 業 制 度 資 金 － － －

う ち 農 業 近 代 化 資 金 － － －

う ち そ の 他 制 度 資 金 － － －

合 計 ▲

注 １ プロパー資金とは、当 原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。

農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで が低利

で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは、①の転貸資金と②を対象としています。

その他制度資金には、農業経営改善促進資金 スーパーＳ資金 や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

⑨農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基づく債権の保全状況

●農協法及び金融再生法に基づく開示債権の状況 単位：千円

区 分 令和４年度 令和５年度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

三 月 以 上 延 滞 債 権 －

貸 出 条 件 緩 和 債 権

合 計

正 常 債 権
注 破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。

注 危険債権
債務者が経営破綻の状態には至っておりませんが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受
取ができない可能性の高い債権をいいます。

注 要管理債権
自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権のうち、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する
貸出金の合計額をいいます。

注 三月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している貸出金（注 、注 に掲げるものを除く。）をいいます。

注 貸出条件緩和債権

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に
有利となる取り決めを行った貸出金（注 、注 及び注 に掲げるものを除く。）をいいます。

注 正常債権

債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、上記に掲げる債権以外の債権をいいます。
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⑧主要な農業関係の貸出金残高

●営農類型別 単位：千円

種 類 令和４年度 令和５年度 増 減

農 業 ▲

うち穀作

うち野菜・園芸 ▲

うち果樹・樹園農業 ▲

うちその他農業 ▲

農 業 関 連 団 体 等 － － －

合 計 ▲
注 農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人及び農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加

工・流通に関連する事業に必要な資金等が該当します。

なお、前掲⑦の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含ま

れております。

「農業関連団体等」には、 や全農とその子会社等が該当します。

●資金種類別 単位：千円

種 類 令和４年度 令和５年度 増 減

プ ロ パ ー 資 金 ▲

農 業 制 度 資 金 － － －

う ち 農 業 近 代 化 資 金 － － －

う ち そ の 他 制 度 資 金 － － －

合 計 ▲

注 １ プロパー資金とは、当 原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。

農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで が低利

で融資するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは、①の転貸資金と②を対象としています。

その他制度資金には、農業経営改善促進資金 スーパーＳ資金 や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

⑨農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基づく債権の保全状況

●農協法及び金融再生法に基づく開示債権の状況 単位：千円

区 分 令和４年度 令和５年度

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

三 月 以 上 延 滞 債 権 －

貸 出 条 件 緩 和 債 権

合 計

正 常 債 権
注 破産更生債権及びこれらに準ずる債権

破産、会社更生、再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいいます。

注 危険債権
債務者が経営破綻の状態には至っておりませんが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受
取ができない可能性の高い債権をいいます。

注 要管理債権
自己査定において要注意先に区分された債務者に対する債権のうち、「三月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債権」に該当する
貸出金の合計額をいいます。

注 三月以上延滞債権
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している貸出金（注 、注 に掲げるものを除く。）をいいます。

注 貸出条件緩和債権

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に
有利となる取り決めを行った貸出金（注 、注 及び注 に掲げるものを除く。）をいいます。

注 正常債権

債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、上記に掲げる債権以外の債権をいいます。

●金融再生法開示債権の保全状況 単位：千円

区 分 令和４年度 令和５年度

金融再生法開示債権合計

保 全 額 合 計

う ち 貸 倒 引 当 金

う ち 担 保 保 証 等

保 全 率 ％ ％

注 貸倒引当金は、正常債権に対する一般貸倒引当金を除いた金額を記載しております。

⑩元本補てん契約のある信託に係る農協法に基づく開示債権の状況

該当ありません。

⑪貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 単位：千円

区 分 期首残高 期中増加額
期中減少額

期末残高
目的使用 その他

令
和
４
年
度

一般貸倒引当金 －

個別貸倒引当金

合 計

令
和
５
年
度

一般貸倒引当金 －

個別貸倒引当金 －

合 計 －

注 その他の金額は洗替による取崩額です。

⑫貸出金償却等の額 単位：千円

区 分 令和４年度 令和５年度

貸 出 金 償 却 額 －

貸 倒 損 失 額 － －

合 計 －

注 ｢貸出金償却額｣および｢貸倒損失額｣は、貸出金等から、個別貸倒引当金の既繰入額の当該償却に係る取崩額を控除した額を計上して

おります。
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(3)為替業務等取扱実績
①内国為替取扱実績 (単位：件、千円)

種 類

令和４年度 令和５年度

仕 向 被仕向 仕 向 被仕向

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

送金･振込
為 替

77,599 75,935,821 690,059 172,991,334 81,006 75,290,161 703,517 155,771,450

代金取立
為 替

19 75,673 21 47,167 7 14,990 7 17,270

雑 為 替 1,945 728,798 1,429 990,933 1,741 636,049 1,162 854,421

合 計 79,563 76,740,293 691,509 174,029,435 82,754 75,941,200 704,686 156,643,142

②公共債の引受額・公共債窓販実績 (単位：千円)

種 類
窓口販売実績 引受実績

令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度

国 債 15,490 71,410 － －

③オフ バランス取引の状況
該当ありません。

(4)有価証券に関する指標
①有価証券の種類別平均残高 (単位：千円)

種 類 令和４年度 令和５年度 増 減

国 債 10,893,495 11,641,324 747,829

地 方 債 3,585,730 2,780,352 ▲ 805,378

政 府 保 証 債 2,796,175 2,800,581 4,405

金 融 債 － － －

短 期 社 債 － － －

社 債 13,299,368 15,284,215 1,984,846

株 式 － － －

受 益 証 券 2,232,915 2,299,149 66,234

投 資 証 券 － － －

合 計 32,807,685 34,805,623 1,997,937

(注)貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載することとしておりますが、令和４年度及び令和５年度ともに貸付有価証券の

残高はありません。

②商品有価証券の種類別平均残高
該当ありません。

・
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(3)為替業務等取扱実績
①内国為替取扱実績 (単位：件、千円)

種 類

令和４年度 令和５年度

仕 向 被仕向 仕 向 被仕向

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

送金･振込
為 替

77,599 75,935,821 690,059 172,991,334 81,006 75,290,161 703,517 155,771,450

代金取立
為 替

19 75,673 21 47,167 7 14,990 7 17,270

雑 為 替 1,945 728,798 1,429 990,933 1,741 636,049 1,162 854,421

合 計 79,563 76,740,293 691,509 174,029,435 82,754 75,941,200 704,686 156,643,142

②公共債の引受額・公共債窓販実績 (単位：千円)

種 類
窓口販売実績 引受実績

令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度

国 債 15,490 71,410 － －

③オフ バランス取引の状況
該当ありません。

(4)有価証券に関する指標
①有価証券の種類別平均残高 (単位：千円)

種 類 令和４年度 令和５年度 増 減

国 債 10,893,495 11,641,324 747,829

地 方 債 3,585,730 2,780,352 ▲ 805,378

政 府 保 証 債 2,796,175 2,800,581 4,405

金 融 債 － － －

短 期 社 債 － － －

社 債 13,299,368 15,284,215 1,984,846

株 式 － － －

受 益 証 券 2,232,915 2,299,149 66,234

投 資 証 券 － － －

合 計 32,807,685 34,805,623 1,997,937

(注)貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載することとしておりますが、令和４年度及び令和５年度ともに貸付有価証券の

残高はありません。

②商品有価証券の種類別平均残高
該当ありません。

・

③有価証券の残存期間別残高 単位：千円

年
度

種 類 年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超

年以内
年超
年以内

年超
期間の定め
のないもの

合 計

令
和
４
年
度

国 債 － － － － －

地 方 債 － － － －

政府保証債 － － － － － －

金 融 債 － － － － － － － －

短期社債 － － － － － － － －

社 債 － －

株 式 － － － － － － － －

受益証券 － － － － － －

投資証券 － － － － － － － －

令
和
５
年
度

国 債 － － － － － －

地 方 債 － － － －

政府保証債 － － － － － －

金 融 債 － － － － － － － －

短期社債 － － － － － － － －

社 債 － －

株 式 － － － － － － － －

受益証券 － － － － －

投資証券 － － － － － － － －

注 貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載することとしておりますが、令和４年度及び令和５年度ともに貸付有価証券の残

高はありません。
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有価証券等の時価情報等
①有価証券の時価情報
売買目的有価証券

該当ありません。

満期保有目的の債券 単位：千円

種類

令和４年度 令和５年度

貸借対照表

計上額
時価 差額

貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借

対照表計上

額を超える

もの

国 債

地 方 債

政府保証債

金 融 債 － － － － － －

短期社債 － － － － － －

社 債

その他証券 － － － － － －

小 計

時価が貸借

対照表計上

額を超えな

いもの

国 債 ▲ ▲

地 方 債 ▲ ▲

政府保証債 ▲ ▲

金 融 債 － － － － － －

短期社債 － － － － － －

社 債 ▲ ▲

その他証券 － － － － － －

小 計 ▲ ▲

合 計 ▲ ▲
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有価証券等の時価情報等
①有価証券の時価情報
売買目的有価証券

該当ありません。

満期保有目的の債券 単位：千円

種類

令和４年度 令和５年度

貸借対照表

計上額
時価 差額

貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借

対照表計上

額を超える

もの

国 債

地 方 債

政府保証債

金 融 債 － － － － － －

短期社債 － － － － － －

社 債

その他証券 － － － － － －

小 計

時価が貸借

対照表計上

額を超えな

いもの

国 債 ▲ ▲

地 方 債 ▲ ▲

政府保証債 ▲ ▲

金 融 債 － － － － － －

短期社債 － － － － － －

社 債 ▲ ▲

その他証券 － － － － － －

小 計 ▲ ▲

合 計 ▲ ▲

その他有価証券 単位：千円

種類

令和４年度 令和５年度

貸借対照表

計上額

取得原価又

は償却原価
差額

貸借対照表

計上額

取得原価又

は償却原価
差額

貸借対照表

計上額が取

得原価又は

償却原価を

超えるもの

株 式 － － － － － －

債 券 － － － － － －

国 債 － － － － － －

地 方 債 － － － － － －

短期社債 － － － － － －

社 債 － － － － － －

その他証券 － － － － － －

小 計 － － － － － －

貸借対照表

計上額が取

得原価又は

償却原価を

超えない

もの

株 式 － － － － － －

債 券 － － － － － －

国 債 ▲ ▲

地 方 債 － － － － － －

短期社債 － － － － － －

社 債 － － － － － －

その他証券 ▲ ▲

小 計 ▲ ▲

合 計 ▲ ▲

注 本表記載の有価証券の時価は、期末日における市場価格等に基づく時価により計上しております。

②金銭の信託の時価情報
該当ありません。

③デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連デリバティブ取引
該当ありません。

預かり資産の状況
①投資信託残高（ファンドラップ含む） 単位：千円

令和４年度 令和５年度

投 資 信 託 残 高
（ファンドラップ含む）

注 投資信託残高は「約定日基準」に基づく算出です。

②残高有り投資信託口座数 単位：口座

令和４年度 令和５年度

残高有り投資信託口座数
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．共済事業取扱実績
（ ）長期共済保有高 単位：件、千円

種 類
令和４年度 令和５年度

件数 金額 件数 金額

生命系

終 身 共 済

定 期 生 命 共 済

養 老 生 命 共 済

うちこども共済

医 療 共 済

が ん 共 済

定 期 医 療 共 済

介 護 共 済

認 知 症 共 済 － －

生 活 障 害 共 済 － －

特定重度疾病共済 － －

年 金 共 済

建物系 建 物 更 生 共 済

合 計

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（生命系共済は死亡保障の金額（付加された
定期特約金額等を含む））を記載しております。

（ ）医療系共済の共済金額保有高 単位：件、千円

種 類
令和４年度 令和５年度

件数 金額 件数 金額

医 療 共 済

が ん 共 済

定 期 医 療 共 済

合 計

（注）１．医療共済の金額は上段に入院共済金額、下段に治療共済金額、がん共済及び定期医療共済の金額は入院共済金額です。

２．「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載しております。なお、同一の共済
種類に主たる共済金額が複数ある場合は、新たに欄を追加して記載するとともに共済種類ごとの合計欄を記載しております。

（３）介護系その他の共済の共済金額保有高 単位：件、千円

種 類
令和４年度 令和５年度

件数 金額 件数 金額

介 護 共 済

認 知 症 共 済

生活障害共済 （一時金型）

生活障害共済（定期年金型）

特 定 重 度 疾 病 共 済

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載しております。
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．共済事業取扱実績
（ ）長期共済保有高 単位：件、千円

種 類
令和４年度 令和５年度

件数 金額 件数 金額

生命系

終 身 共 済

定 期 生 命 共 済

養 老 生 命 共 済

うちこども共済

医 療 共 済

が ん 共 済

定 期 医 療 共 済

介 護 共 済

認 知 症 共 済 － －

生 活 障 害 共 済 － －

特定重度疾病共済 － －

年 金 共 済

建物系 建 物 更 生 共 済

合 計

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（生命系共済は死亡保障の金額（付加された
定期特約金額等を含む））を記載しております。

（ ）医療系共済の共済金額保有高 単位：件、千円

種 類
令和４年度 令和５年度

件数 金額 件数 金額

医 療 共 済

が ん 共 済

定 期 医 療 共 済

合 計

（注）１．医療共済の金額は上段に入院共済金額、下段に治療共済金額、がん共済及び定期医療共済の金額は入院共済金額です。

２．「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載しております。なお、同一の共済
種類に主たる共済金額が複数ある場合は、新たに欄を追加して記載するとともに共済種類ごとの合計欄を記載しております。

（３）介護系その他の共済の共済金額保有高 単位：件、千円

種 類
令和４年度 令和５年度

件数 金額 件数 金額

介 護 共 済

認 知 症 共 済

生活障害共済 （一時金型）

生活障害共済（定期年金型）

特 定 重 度 疾 病 共 済

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載しております。

（ ）年金共済の年金保有高 単位：件、千円

種 類
令和４年度 令和５年度

件数 金額 件数 金額

年 金 開 始 前

年 金 開 始 後

合 計

（注）金額は、年金年額を記載しております。

（ ）短期共済新契約高 単位：件、千円

種 類
令和４年度 令和５年度

件数 金額 掛金 件数 金額 掛金

火 災 共 済

自 動 車 共 済 － －

傷 害 共 済

賠 償 責 任 共 済 － －

自 賠 責 共 済 － －

合 計 － －

注「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（死亡保障又は火災保障を伴わない共済の金額
欄は「－」。）を記載しております。

．購買事業取扱実績
（１）受託購買品

該当ありません。

（２）買取購買品 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

取扱高 取扱高

生
産
資
材

飼 料

肥 料

農 薬

保 温 資 材

包 装 資 材

農 業 機 械

石 油 類

自動車 二輪車を除く

建 築 資 材

そ の 他

計

生
活
物
資

食
料
品

米

生 鮮 食 品

一 般 食 品

衣 料 品

耐 久 消 費 財

日 用 保 健 雑 貨 用 品

そ の 他

計

合 計
注 購買品取扱高は、取引高総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。
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．販売事業取扱実績 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

取扱高 取扱高

米 （ 買 取 ）

農 産 物 他 （ 受 託 ）

合 計
注 販売品取扱高は、取引高総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。

５ 利用事業 単位：千円

項 目 令和４年度 令和５年度

収
益

農 作 業 受 託 料

そ の 他 の 収 益

計

費
用

農 作 業 受 託 費

そ の 他 の 費 用

計

総利益

６ 宅地等供給事業 単位：千円

項 目 令和４年度 令和５年度

収
益

宅地等供給手数料

宅地等供給雑収入

計

費
用

宅 地 等 供 給 雑 費

計

総利益

７ 介護福祉事業 単位：千円

項 目 令和４年度 令和５年度

収
益

訪 問 介 護 収 益

通 所 介 護 収 益

そ の 他 の 収 益

計

費
用

介護福祉事業費用

計

総利益

８ 指導事業 単位：千円

項 目 令和４年度 令和５年度

収
益

指 導 補 助 金

実 費 収 入

計

費
用

営 農 改 善 費

生 活 改 善 費

教 育 情 報 費

計

収支差額 ▲ ▲
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．販売事業取扱実績 単位：千円

種 類
令和４年度 令和５年度

取扱高 取扱高

米 （ 買 取 ）

農 産 物 他 （ 受 託 ）

合 計
注 販売品取扱高は、取引高総額で記載しており、損益計算書における金額とは一致しません。

５ 利用事業 単位：千円

項 目 令和４年度 令和５年度

収
益

農 作 業 受 託 料

そ の 他 の 収 益

計

費
用

農 作 業 受 託 費

そ の 他 の 費 用

計

総利益

６ 宅地等供給事業 単位：千円

項 目 令和４年度 令和５年度

収
益

宅地等供給手数料

宅地等供給雑収入

計

費
用

宅 地 等 供 給 雑 費

計

総利益

７ 介護福祉事業 単位：千円

項 目 令和４年度 令和５年度

収
益

訪 問 介 護 収 益

通 所 介 護 収 益

そ の 他 の 収 益

計

費
用

介護福祉事業費用

計

総利益

８ 指導事業 単位：千円

項 目 令和４年度 令和５年度

収
益

指 導 補 助 金

実 費 収 入

計

費
用

営 農 改 善 費

生 活 改 善 費

教 育 情 報 費

計

収支差額 ▲ ▲

経営資料 Ⅳ．経営諸指標 ディスクロ２０２４

．利益率
項 目 令和４年度 令和５年度 増 減

総 資 産 経 常 利 益 率 ％ ％ ％

資 本 経 常 利 益 率 ％ ％

総 資 産 当 期 純 利 益 率 ％ ％

資 本 当 期 純 利 益 率

注 総資産経常利益率 ＝
経常利益

×
総資産 除く債務保証見返 平均残高

資本経常利益率 ＝
経常利益

×
純資産勘定平均残高

総資産当期純利益率 ＝
当期剰余金 税引後

×
総資産 除く債務保証見返 平均残高

資本当期純利益率 ＝
当期剰余金 税引後

×
純資産勘定平均残高

．貯貸率・貯証率
区 分 令和４年度 令和５年度 増 減

貯 貸 率
期 末

期 中 平 均 ▲

貯 証 率
期 末

期 中 平 均

注 貯貸率 期末 ＝
貸出金残高

×
貯金残高

貯貸率 期中平均 ＝
貸出金平均残高

×
貯金平均残高

貯証率 期末 ＝
有価証券残高

×
貯金残高

貯証率 期中平均 ＝
有価証券平均残高

×
貯金平均残高

．職員一人当たり指標 単位：千円

項 目 令和 年度 令和 年度 増 減

信用事業
貯 金 残 高 ▲

貸 出 金 残 高

共済事業 長期共済保有高

経済事業
購買品取扱高

販売品取扱高 ▲

注 各年度末の数値を令和 年度は ９人、令和 年度は ３ 人で除して算出しております。

．一店舗当たり指標 単位：千円

項 目 令和 年度 令和 年度 増 減

貯 金 残 高 ▲

貸 出 金 残 高 ▲

長 期 共 済 保 有 高

購 買 品 取 扱 高

注 各年度末の数値を令和 年度は２５店舗、令和 年度は２５店舗で除して算出しております。
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経営資料 Ⅴ．自己資本の充実の状況等 ディスクロ２０２４

○農業協同組合法施行規則 平成 年農林水産省令第 号 第 条の規定に基づき、農業協同組合等の自

己資本の充実の状況等についての開示事項 平成 年金融庁・農林水産省告示第 号 として開示しております。

○｢定性的な開示事項｣の前年度 令和４年度 の記載については、以下 令和５年度 と同内容のため、記載を省略

しております。

．自己資本比率の状況等
◇自己資本比率の状況

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤

の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保に努めるとともに、不良債権処理及び業務の

効率化等に取り組んだ結果、令和６年３月末における自己資本比率は、１３．４７％となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。

○普通出資による資本調達額

項 目 内 容

発行主体 大阪中河内農業協同組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎項目に算入した額 ４，０３０百万円（前年度４，０９７百万円）

当ＪＡは、｢自己資本比率算出要領｣を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出して、当Ｊ

Ａが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維

持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。

．信用リスクに関する事項
当ＪＡでは、自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出して

います。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付等は

次のとおりです。

ア リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付けのみ使用し、非依頼格付は使

用しないこととしています。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター Ｒ＆Ⅰ

株式会社日本格付研究所 ＪＣＲ

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク Ｍｏｏｄｙｓ

Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング Ｓ＆Ｐ

フィッチレーティングスリミテッド Ｆｉｔｃｈ

注 ｢リスク･ウェイト｣とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。

イ リスク・ウェイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリーリスク・スコアは、主に以下のとおりで

す。

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリーリスク・スコア

金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険

法人等向けエクスポージャー 長期 ＆ ， ， ， ，

法人等向けエクスポージャー 短期 ＆ ， ， ， ，

定性的な開示事項
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経営資料 Ⅴ．自己資本の充実の状況等 ディスクロ２０２４

○農業協同組合法施行規則 平成 年農林水産省令第 号 第 条の規定に基づき、農業協同組合等の自

己資本の充実の状況等についての開示事項 平成 年金融庁・農林水産省告示第 号 として開示しております。

○｢定性的な開示事項｣の前年度 令和４年度 の記載については、以下 令和５年度 と同内容のため、記載を省略

しております。

．自己資本比率の状況等
◇自己資本比率の状況

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに応えるため、財務基盤

の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保に努めるとともに、不良債権処理及び業務の

効率化等に取り組んだ結果、令和６年３月末における自己資本比率は、１３．４７％となりました。

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。

○普通出資による資本調達額

項 目 内 容

発行主体 大阪中河内農業協同組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎項目に算入した額 ４，０３０百万円（前年度４，０９７百万円）

当ＪＡは、｢自己資本比率算出要領｣を制定し、適正なプロセスにより正確な自己資本比率を算出して、当Ｊ

Ａが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維

持を図るとともに、内部留保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。

．信用リスクに関する事項
当ＪＡでは、自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出して

います。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付等は

次のとおりです。

ア リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付けのみ使用し、非依頼格付は使

用しないこととしています。

適 格 格 付 機 関

株式会社格付投資情報センター Ｒ＆Ⅰ

株式会社日本格付研究所 ＪＣＲ

ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク Ｍｏｏｄｙｓ

Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング Ｓ＆Ｐ

フィッチレーティングスリミテッド Ｆｉｔｃｈ

注 ｢リスク･ウェイト｣とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。

イ リスク・ウェイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリーリスク・スコアは、主に以下のとおりで

す。

エクスポージャー 適 格 格 付 機 関 カントリーリスク・スコア

金融機関向けエクスポージャー 日本貿易保険

法人等向けエクスポージャー 長期 ＆ ， ， ， ，

法人等向けエクスポージャー 短期 ＆ ， ， ， ，

定性的な開示事項

．信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
｢信用リスク削減手法｣とは、自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出において、エクスポ

ージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポージャーのリスク・ウ

ェイトに代えて、担保や保証人に対するリスク・ウェイトを適用するなど信用リスク・アセット額を軽減する

方法です。

当ＪＡでは、信用リスク削減手法を｢自己資本比率算出要領｣に定めています。

信用リスク削減手法として、｢適格金融資産担保｣、｢保証｣、｢貸出金と自組合貯金の相殺｣を適用しています。

適格金融資産担保付取引とは、エクスポージャーの信用リスクの全部または一部が、取引相手または取引相

手のために第三者が提供する適格金融資産担保によって削減されている取引をいいます。当ＪＡでは、適格金

融資産担保取引について信用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

保証については、被保証債権の債務者よりも低いリスク・ウェイトが適用される中央政府等、我が国の地方

公共団体、地方公共団体金融機構、我が国の政府関係機関、外国の中央政府以外の公共部門、国際開発銀行、

及び金融機関または第一種金融商品取引業者、これら以外の主体で長期格付が または 以上の格付を付

与しているものを適格保証人とし、エクスポージャーのうち適格保証人に保証された被保証部分について、被

保証債権のリスク・ウェイトに代えて、保証人のリスク･ウェイトを適用しています。

貸出金と自組合貯金の相殺については，①取引相手の債務超過、破産手続開始の決定その他これらに類する

事由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることを示す十分な根拠を有していること、

②同一の取引相手との間で相殺契約下にある貸出金と自組合貯金をいずれの時点においても特定することが

できること、③自組合貯金が継続されないリスクが監視及び管理されていること、④貸出金と自組合貯金の相

殺後の額が、監視および管理されていること、の条件をすべて満たす場合に、相殺契約下にある貸出金と自組

合貯金の相殺後の額を信用リスク削減手法適用後のエクスポージャー額としています。

担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直しを行っています。

なお、主要な担保の種類は自組合貯金です。

．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する
リスク管理の方針及び手続の概要

該当ありません。

．証券化エクスポージャーに関する事項
該当ありません。

．オペレーショナル・リスクに関する事項
◇リスク管理の方針及び手続の概要

｢オペレーショナル・リスク｣とは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適切であること

又は外生的な事象による損失を被るリスクをいいます。

当ＪＡでは、オペレーショナル・リスクを、①事務リスク ②システムリスクの二つに分けて管理して

います。各リスクの管理方針等については、 １ をご覧下さい。

◇オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称

当ＪＡでは、自己資本比率の算出上のオペレーショナル・リスク相当額の算出にあたっては、｢基礎的手

法｣を採用しております。

｢基礎的手法｣とは、自己資本比率算出において、オペレーショナル・リスク相当額を算出するための一

手法であり、 年間の粗利益の ％の直近 年間の平均値をオペレーショナル・リスク相当額とするも

のです。
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．出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針
及び手続の概要

｢出資その他これに類するエクスポージャー｣とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株

式又は出資として計上されているものをいい、当ＪＡにおいては、系統および系統外出資が該当します。

系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を通じた

連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。

なお、系統および系統外出資の評価等については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて引当金 外部出資

等損失引当金 の計上や直接償却 外部出資等償却 を実施することとしています。また、評価等重要な会計方針

の変更等があれば、注記表にその旨記載することとしています。

．金利リスクに関する事項
金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在する

中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。

当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、またリスク情報の

管理・報告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定め、適切なリスクコントロールに努

めています。具体的な金利リスク管理方針および手続については以下のとおりです。

◇リスク管理の方針および手続の概要

・リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明

当ＪＡでは、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の市場リスク

と一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク については、個別の管

理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理に努めています。

・リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明

当ＪＡは、ＡＬＭ・リスク管理委員会のもと、自己資本に対する の比率の管理や収支シミュレ

ーションの分析などを行いリスク削減に努めています。

・金利リスク計測の頻度

四半期末を基準日として、四半期で を計測しています。

・ヘッジ等金利リスクの削減手法に関する説明

該当ありません。

◇金利リスクの算定手法の概要

当ＪＡでは、経済価値ベースの金利リスク量（⊿ ）については、金利感応ポジションにかかる基準日

時点のイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショックを与えたイールドカー

ブに基づき計算されたネット現在価値の差により算出しており、金利ショックの幅は、上方パラレルシフト、

下方パラレルシフト、スティープ化の シナリオによる金利ショック（通貨ごとに異なるショック幅）を適

用しております。

・流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期

流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は 年です。

・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期

流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期は 年です。

・流動性貯金への満期の割り当て方法 コア貯金モデル等 およびその前提

流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。

・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提

固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。

・複数の通貨の集計方法およびその前提

通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。

・スプレッドに関する前提 計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか

一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、当該スプレッ

ドは金利変動ショックの設定上は不変としています。

・内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提

内部モデルは使用しておりません。
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．出資その他これに類するエクスポージャーに関するリスク管理の方針
及び手続の概要

｢出資その他これに類するエクスポージャー｣とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出資勘定の株

式又は出資として計上されているものをいい、当ＪＡにおいては、系統および系統外出資が該当します。

系統出資については、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議を通じた

連合会等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。

なお、系統および系統外出資の評価等については、取得原価を記載し、毀損の状況に応じて引当金 外部出資

等損失引当金 の計上や直接償却 外部出資等償却 を実施することとしています。また、評価等重要な会計方針

の変更等があれば、注記表にその旨記載することとしています。

．金利リスクに関する事項
金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在する

中で金利が変動することにより、利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。

当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、またリスク情報の

管理・報告にかかる事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定め、適切なリスクコントロールに努

めています。具体的な金利リスク管理方針および手続については以下のとおりです。

◇リスク管理の方針および手続の概要

・リスク管理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明

当ＪＡでは、金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、適切な管理体制のもとで他の市場リスク

と一体的に管理をしています。金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク については、個別の管

理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより厳正な管理に努めています。

・リスク管理およびリスクの削減の方針に関する説明

当ＪＡは、ＡＬＭ・リスク管理委員会のもと、自己資本に対する の比率の管理や収支シミュレ

ーションの分析などを行いリスク削減に努めています。

・金利リスク計測の頻度

四半期末を基準日として、四半期で を計測しています。

・ヘッジ等金利リスクの削減手法に関する説明

該当ありません。

◇金利リスクの算定手法の概要

当ＪＡでは、経済価値ベースの金利リスク量（⊿ ）については、金利感応ポジションにかかる基準日

時点のイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値と、標準的な金利ショックを与えたイールドカー

ブに基づき計算されたネット現在価値の差により算出しており、金利ショックの幅は、上方パラレルシフト、

下方パラレルシフト、スティープ化の シナリオによる金利ショック（通貨ごとに異なるショック幅）を適

用しております。

・流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期

流動性貯金に割り当てられた金利改定の平均満期は 年です。

・流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期

流動性貯金に割り当てられた最長の金利改定満期は 年です。

・流動性貯金への満期の割り当て方法 コア貯金モデル等 およびその前提

流動性貯金への満期の割り当て方法については、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。

・固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約に関する前提

固定金利貸出の期限前返済や定期貯金の早期解約について考慮していません。

・複数の通貨の集計方法およびその前提

通貨別に算出した金利リスクの正値を合算しています。通貨間の相関等は考慮していません。

・スプレッドに関する前提 計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか

一定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。なお、当該スプレッ

ドは金利変動ショックの設定上は不変としています。

・内部モデルの使用等、⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提

内部モデルは使用しておりません。

・前事業年度末の開示からの変動に関する説明

重要な変動はありません。

・計測値の解釈や重要性に関するその他の説明

該当ありません。

◇⊿ＥＶＥおよび⊿ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項

該当ありません。
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．自己資本の構成に関する事項 単位千円

項 目 令和４年度 令和５年度

コ
ア
資
本
に
係
る
基
礎
項
目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

うち、出資金及び資本準備金の額

うち、再評価積立金の額 － －

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額 （▲）

うち、上記以外に該当するものの額 ▲ ▲

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の

額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
－ －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の ％に相当する額のうち、

コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
－

コア資本に係る基礎項目の額 （イ）

コ
ア
資
本
に
係
る
調
整
項
目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の

額の合計額

うち、のれんに係るものの額 － －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －

適格引当金不足額 － －

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －

前払年金費用の額 － －

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されたものを除く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －

特定項目に係る ％基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る ％基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額 （ロ）

自己資本の額（（イ）—（ロ）） （ハ）

リ
ス
ク
・
ア
セ
ッ
ト
等

信用リスク・アセットの額の合計額

うち経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 －

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額 －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額 － －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）

自己資本比率（（ハ）／（ニ））× ％ ％

注 「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」 平成 年金融庁・農水省告示第 号 に基づき算出しています。
注 当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショ

ナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。
注 当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

定量的な開示事項

− 79 −− 79 −



．自己資本の構成に関する事項 単位千円

項 目 令和４年度 令和５年度

コ
ア
資
本
に
係
る
基
礎
項
目

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員資本の額

うち、出資金及び資本準備金の額

うち、再評価積立金の額 － －

うち、利益剰余金の額

うち、外部流出予定額 （▲）

うち、上記以外に該当するものの額 ▲ ▲

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

うち、一般貸倒引当金及び相互援助積立金コア資本算入額

うち、適格引当金コア資本算入額 － －

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 － －

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の

額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
－ －

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の ％に相当する額のうち、

コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
－

コア資本に係る基礎項目の額 （イ）

コ
ア
資
本
に
係
る
調
整
項
目

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の

額の合計額

うち、のれんに係るものの額 － －

うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額 － －

適格引当金不足額 － －

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額 － －

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 － －

前払年金費用の額 － －

自己保有普通出資等（純資産の部に計上されたものを除く。）の額 － －

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額 － －

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額 － －

特定項目に係る ％基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

特定項目に係る ％基準超過額 － －

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 － －

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 － －

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 － －

コア資本に係る調整項目の額 （ロ）

自己資本の額（（イ）—（ロ）） （ハ）

リ
ス
ク
・
ア
セ
ッ
ト
等

信用リスク・アセットの額の合計額

うち経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 －

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー － －

うち、土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るものの額 －

うち、上記以外に該当するものの額 － －

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を パーセントで除して得た額

信用リスク・アセット調整額 － －

オペレーショナル・リスク相当額調整額 － －

リスク・アセット等の額の合計額 （ニ）

自己資本比率（（ハ）／（ニ））× ％ ％

注 「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」 平成 年金融庁・農水省告示第 号 に基づき算出しています。
注 当ＪＡは、信用リスク・アセット額の算出にあっては標準的手法、適格金融資産担保の適用については信用リスク削減手法の簡便手法を、オペレーショ

ナル・リスク相当額の算出にあたっては基礎的手法を採用しています。
注 当ＪＡが有するすべての自己資本とリスクを対比して、自己資本比率を計算しています。

定量的な開示事項

．自己資本の充実度に関する事項 単位 千円

令和４年度 令和５年度

信用リスク・アセット
エクスポージャー

の期末残高

リスク・アセット額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー

の期末残高

リスク・アセット額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

現金 － － － －

我が国の中央政府及び中
央銀行向け

－ － － －

外国の中央政府及び中央
銀行向け

－ － － － － －

国際決済銀行等向け － － － － － －

我が国の地方公共団体向け － － － －

外国の中央政府等以外の公

共部門向け
－ － － － － －

国際開発銀行向け － － － － － －

地方公共団体金融機構向け － － －

我が国の政府関係機関向け － － － －

地方三公社向け － － － － － －

金融機関及び第一種金融
商品取引業者向け

法人等向け

中小企業等向け及び個人向け

抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

取立未済手形

信用保証協会等保証付

株式会社地域経済活性化支援

機構等による保証付
－ － － － － －

共済約款貸付 － － － －

出資等

うち出資等のエクスポ
ージャー

うち重要な出資のエク
スポージャー

－ － － － － －

上記以外

うち他の金融機関等の
対象資本等調達手段の
うち対象普通出資等及
びその他外部ＴＬＡＣ
関連調達手段に該当す
るもの以外のものに係
るエクスポージャー

－ － － － － －

うち農林中央金庫又は
農業協同組合連合会の
対象資本調達手段に係
るエクスポージャー
うち特定項目のうち調
整項目に算入されない
部分に係るエクスポー
ジャー

－ － －

うち総株主等の議決権
の百分の十を超える議
決権を保有している他
の金融機関等に係るそ
の他外部ＴＬＡＣ関連
調達手段に関するエク
スポージャー

－ － － － － －

うち総株主等の議決権
の百分の十を超える議
決権を保有していない
他の金融機関等に係る
その他外部ＴＬＡＣ関
連調達手段に係る５％
基準額を上回る部分に
係るエクスポージャー

－ － － － － －

うち上記以外のエクスポージャー

− 80 −− 80 −



令和４年度 令和５年度

信用リスク・アセット
エクスポージャー

の期末残高

リスク・アセット額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー

の期末残高

リスク・アセット額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

証券化 － － － － － －

うちＳＴＣ要件適用分 － － － － － －

うち非ＳＴＣ適用分 － － － － － －

再証券化 － － － － － －

リスク・ウェイトのみなし
計算が適用されるエクス
ポージャー

うちルックスルー方式

うちマンデート方式 － － － － － －

うち蓋然性方式 ％ － － － － － －

うち蓋然性方式 ％ － － － － － －

うちフォールバック方式 － － － － － －

経過措置によりリスク・ア
セットの額に算入される
ものの額

－ － － －

他の金融機関等の対象資
本調達手段に係るエクス
ポージャーに係る経過措
置によりリスク・アセット
の額に算入されなかった
ものの額 ▲

－ － － － － －

標準的手法を適用するエクス
ポージャー別計

ＣＶＡリスク相当額÷８％ － － － － － －

中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

合計（信用リスク・アセットの額）

オペレーショナル・リスク

に対する所要自己資本の額

基礎的手法

オペレーショナル・リスク相当額を

％で除して得た額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相当額を

％で除して得た額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

所要自己資本額計

リスク・アセット等（分母）計

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等（分母）計

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

注 ｢リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。

注 ｢エクスポージャー｣とは、リスクにさらされている資産 オフ・バランスを含む のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

注 ｢三月以上延滞等｣とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一

種金融商品業向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが ％になったエクスポージャーのことです。

注 ｢出資等｣とは、出資エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。

注 ｢証券化 証券化エクスポージャー ｣とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を

第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

注 「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によるリスク・アセットの額および調整項目にかか

る経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが該当します。

注 ｢上記以外｣には、未決済取引・その他の資産 固定資産等 ・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジットデリバティブ

の免責額が含まれております。

注 当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しております。

＜オペレーショナル・リスク相当額を で除して得た額の算出方法 基礎的手法 ＞

粗利益 直近 年間のうち正の値の合計額 × ％
÷

直近 年間のうち粗利益が正の値であった年数

− 81 −− 81 −



令和４年度 令和５年度

信用リスク・アセット
エクスポージャー

の期末残高

リスク・アセット額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

エクスポージャー

の期末残高

リスク・アセット額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

証券化 － － － － － －

うちＳＴＣ要件適用分 － － － － － －

うち非ＳＴＣ適用分 － － － － － －

再証券化 － － － － － －

リスク・ウェイトのみなし
計算が適用されるエクス
ポージャー

うちルックスルー方式

うちマンデート方式 － － － － － －

うち蓋然性方式 ％ － － － － － －

うち蓋然性方式 ％ － － － － － －

うちフォールバック方式 － － － － － －

経過措置によりリスク・ア
セットの額に算入される
ものの額

－ － － －

他の金融機関等の対象資
本調達手段に係るエクス
ポージャーに係る経過措
置によりリスク・アセット
の額に算入されなかった
ものの額 ▲

－ － － － － －

標準的手法を適用するエクス
ポージャー別計

ＣＶＡリスク相当額÷８％ － － － － － －

中央清算機関関連エクスポージャー － － － － － －

合計（信用リスク・アセットの額）

オペレーショナル・リスク

に対する所要自己資本の額

基礎的手法

オペレーショナル・リスク相当額を

％で除して得た額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相当額を

％で除して得た額

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

所要自己資本額計

リスク・アセット等（分母）計

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等（分母）計

ａ

所要自己資本額

ｂ＝ａ×４％

注 ｢リスク・アセット額」の欄には、信用リスク削減効果後のリスク・アセット額を原エクスポージャーの種類ごとに記載しています。

注 ｢エクスポージャー｣とは、リスクにさらされている資産 オフ・バランスを含む のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

注 ｢三月以上延滞等｣とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一

種金融商品業向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが ％になったエクスポージャーのことです。

注 ｢出資等｣とは、出資エクスポージャー、重要な出資のエクスポージャーが該当します。

注 ｢証券化 証券化エクスポージャー ｣とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全部を

第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

注 「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」とは、土地再評価差額金に係る経過措置によるリスク・アセットの額および調整項目にかか

る経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが該当します。

注 ｢上記以外｣には、未決済取引・その他の資産 固定資産等 ・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジットデリバティブ

の免責額が含まれております。

注 当ＪＡでは、オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、基礎的手法を採用しております。

＜オペレーショナル・リスク相当額を で除して得た額の算出方法 基礎的手法 ＞

粗利益 直近 年間のうち正の値の合計額 × ％
÷

直近 年間のうち粗利益が正の値であった年数

．信用リスクに関する事項
①信用リスクに関するエクスポージャー及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高 単位千円

項 目

令和４年度 令和５年度

信用リスクに関するエクスポージャーの

残高
三月以上

延滞エク

スポージ

ャー

信用リスクに関するエクスポージャーの

残高
三月以上

延滞エク

スポージ

ャー

うち

貸出金等
うち債券

うち

貸出金等
うち債券

法
人

農 業 － － － －

水 産 業 － － － － － － － －

製 造 業

建 設 ・

不 動 産 業

電 気 ・ ガ

ス ・ 熱 供

給・水道業

－ － －

運 輸 ・

通 信 業
－ － － －

金 融 ・

保 険 業
－ － －

卸 売 ・ 小

売・飲食・

サービス業

－ －

日 本 国 政

府・地方公

共 団 体

－ －

上 記 以 外 － － － － － － － －

個 人 － －

そ の 他 － － － － － －

業 種 別 残 高 計

年 以 下

年超 年以下

年超 年以下

年超 年以下

年超 年以下

年 超

期 限 の 定 め の

な い も の
－ －

残存期間別残高計

注 信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該

当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。

注 ｢貸出金等」とは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。「コミ

ットメント」とは、契約した期間および融資枠の範囲でお客様のご請求に基づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」には

コミットメントの融資可能残額も含めています。

注 ｢三月以上延滞エクスポージャー｣とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞しているエクスポージャーをいいます。

注 ｢その他｣には、ファンドのうち個々の資産の把握が困難な資産や固定資産等が該当します。

注 当ＪＡでは、国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。
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②一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 単位千円

項 目

令和４年度 令和５年度

期首

残高

期中

増加額

期中減少額
期末

残高

期首

残高

期中

増加額

期中減少額
期末

残高
目的

使用
その他

目的

使用
その他

一般貸倒引当金 － －

個別貸倒引当金 －

法
人

農 業 － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － －

製 造 業 － －

建 設 ・

不動産業
－ －

電気・ガス・

熱 供 給 ・

水 道 業

－ － － － － － － － － －

運 輸 ・

通 信 業
－ － － － － － － － － －

金 融 ・

保 険 業
－ － － － － － － － － －

卸売・小売・

飲 食 ・

サービス業

－ － － － － － － － － －

日 本 国 政

府・地方公共

団 体

－ － － － － － － － － －

個 人 －

合 計 －

注 当ＪＡでは、国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。

③貸出金償却の額 単位千円

項 目 令和４年度 令和５年度

法
人

業農 － －

水 産 業 － －

製 造 業 － －

建 設 ・ 不 動 産 業 － －

電気・ガス・熱供給・水道業 － －

運 輸 ・ 通 信 業 － －

金 融 ・ 保 険 業 － －

卸売・小売・飲食・サービス業 － －

日 本 国 政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 － －

人個 ―

業種別計 － －

注 ｢貸出金償却の額｣は、貸出金等から、個別貸倒引当金の既繰入額の当該償却に係る取崩額を控除した額を計上しております。
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②一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 単位千円

項 目

令和４年度 令和５年度

期首

残高

期中

増加額

期中減少額
期末

残高

期首

残高

期中

増加額

期中減少額
期末

残高
目的

使用
その他

目的

使用
その他

一般貸倒引当金 － －

個別貸倒引当金 －

法
人

農 業 － － － － － － － － － －

水 産 業 － － － － － － － － － －

製 造 業 － －

建 設 ・

不動産業
－ －

電気・ガス・

熱 供 給 ・

水 道 業

－ － － － － － － － － －

運 輸 ・

通 信 業
－ － － － － － － － － －

金 融 ・

保 険 業
－ － － － － － － － － －

卸売・小売・

飲 食 ・

サービス業

－ － － － － － － － － －

日 本 国 政

府・地方公共

団 体

－ － － － － － － － － －

個 人 －

合 計 －

注 当ＪＡでは、国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。

③貸出金償却の額 単位千円

項 目 令和４年度 令和５年度

法
人

業農 － －

水 産 業 － －

製 造 業 － －

建 設 ・ 不 動 産 業 － －

電気・ガス・熱供給・水道業 － －

運 輸 ・ 通 信 業 － －

金 融 ・ 保 険 業 － －

卸売・小売・飲食・サービス業 － －

日 本 国 政 府 ・ 地 方 公 共 団 体 － －

人個 ―

業種別計 － －

注 ｢貸出金償却の額｣は、貸出金等から、個別貸倒引当金の既繰入額の当該償却に係る取崩額を控除した額を計上しております。

④信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウェイト ％を適用する残高 単位 千円

項 目
令和４年度 令和５年度

格付
あり

格付
なし

計
格付
あり

格付
なし

計

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高

リスク・ウェイト － －

リスク・ウェイト － － － － － －

リスク・ウェイト － － － － － －

リスク・ウェイト － －

リスク・ウェイト

リスク・ウェイト － －

リスク・ウェイト

リスク・ウェイト － －

リスク・ウェイト

リスク・ウェイト － － － －

リスク・ウェイト － －

その他 － － － － － －

リスク・ウェイト － － － － － －

合 計
注 信用リスクに関するエクスポージャーの残高には、資産（自己資本控除となるもの、リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに該

当するもの、証券化エクスポージャーに該当するものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額を含みます。
注 ｢格付あり｣には、リスク･ウェイト算定において格付を使用しているもの、｢格付なし｣にはリスク･ウェイト算定において格付を使用していないものを記

載しています。なお、格付は適格格付機関による依頼格付けのみ使用しています。
注 経過措置によってリスク・ウェイトを変更したエクスポージャーについては、経過措置適用後のリスク・ウェイトによって集計しています。また、経過

措置によってリスク・アセットを導入したものについても集計の対象としています。

注 ％には、非同時決済取引に係るもの、信用リスク削減手法として用いる保証又はクレジット・デリバティブの免責額に係るもの、重要な出資に係
るエクスポージャーなどリスク・ウェイト ％を適用したエクスポージャーがあります。

．信用リスク削減手法に関する事項
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額 単位千円

項 目

令和４年度 令和５年度

適格金融
資産担保

保 証
適格金融
資産担保

保 証

地方公共団体金融機構向け － － － －

我が国の政府関係機関向け － －

地 方 三 公 社 向 け － － － －

金融機関及び第一種金融商品
取 引 業 者 向 け

－ － － －

法 人 等 向 け

中小企業等向け及び個人向け

抵 当 権 付 住 宅 ロ ー ン － －

不 動 産 取 得 等 事 業 向 け － － － －

三 月 以 上 延 滞 等 － － －

証 券 化 － － － －

中 央 清 算 機 関 関 連 － － － －

そ の 他 － －

合 計
注 当ＪＡは、適格金融資産担保について簡便手法を採用しております。

注 ｢エクスポージャー｣とは、リスクにさらされている資産 オフ・バランスを含む のことをいい、主なものとしては貸出金や有価証券等が該当します。
注 ｢三月以上延滞等｣とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「金融機関向け及び第一

種金融商品業向け」、「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが ％になったエクスポージャーのことです。

注 ｢証券化（証券化エクスポージャー）｣とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、その一部または全
部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

注 ｢その他｣には、現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け・国債開発銀行向け・取立未済手

形・未決済取引・その他の資産 固定資産等 等が含まれております。
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．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
該当ありません。

．証券化エクスポージャーに関する事項
該当ありません。

．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項
①出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価 単位千円

項 目
令和４年度 令和５年度

貸借対照表計上額 時 価 貸借対照表計上額 時 価

上 場 － － － －

非上場

合 計

②出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

該当ありません。

③貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額

保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等

該当ありません。

④貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

子会社・関連会社株式の評価損益等

該当ありません。

８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
単位千円

令和４年度 令和５年度

ルックスルー方式を適用するエクスポージャー ３

マンデート方式を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（ ％）を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（ ％）を適用するエクスポージャー － －

フォールバック方式（ ％）を適用するエクスポージャー － －

９．金利リスクに関する事項
単位百万円

注 ・「⊿ 」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものをいいます。
・「⊿ 」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から か月を経過する日までの間の金利収益の減少額として計測されるもの

をいいます。

１：金利リスク

項番
⊿ ⊿

令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度

上 方 パ ラ レ ル シ フ ト － －

下 方 パ ラ レ ル シ フ ト － －

ス テ ィ ー プ 化

４ フ ラ ッ ト 化

５ 短 期 金 利 上 昇

６ 短 期 金 利 低 下

７ 最大値

令和４年度 令和５年度

８ 自 己 資 本 の 額
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．派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項
該当ありません。

．証券化エクスポージャーに関する事項
該当ありません。

．出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項
①出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価 単位千円

項 目
令和４年度 令和５年度

貸借対照表計上額 時 価 貸借対照表計上額 時 価

上 場 － － － －

非上場

合 計

②出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

該当ありません。

③貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額

保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等

該当ありません。

④貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

子会社・関連会社株式の評価損益等

該当ありません。

８．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
単位千円

令和４年度 令和５年度

ルックスルー方式を適用するエクスポージャー ３

マンデート方式を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（ ％）を適用するエクスポージャー － －

蓋然性方式（ ％）を適用するエクスポージャー － －

フォールバック方式（ ％）を適用するエクスポージャー － －

９．金利リスクに関する事項
単位百万円

注 ・「⊿ 」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の減少額として計測されるものをいいます。
・「⊿ 」とは、金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日から か月を経過する日までの間の金利収益の減少額として計測されるもの

をいいます。

１：金利リスク

項番
⊿ ⊿

令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度

上 方 パ ラ レ ル シ フ ト － －

下 方 パ ラ レ ル シ フ ト － －

ス テ ィ ー プ 化

４ フ ラ ッ ト 化

５ 短 期 金 利 上 昇

６ 短 期 金 利 低 下

７ 最大値

令和４年度 令和５年度

８ 自 己 資 本 の 額

の概要 ディスクロ２０２４

．機構図 令和６年７月１日現在
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．役員一覧
○理事 令和６年７月１日現在

役職名 氏 名 代表権 役職名 氏 名 代表権

代表理事組合長

副組合長理事

代表理事専務

常務理事

常務理事

常務理事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

畑 中 正 史

田 村 嘉 宏

宮 内 馨

宮 崎 郁 治

竹 中 英 明

茅 野 仁

松 本 恭 一

西 口 剛 敏

上 田 悦 男

清 水 博 司

谷 野 滋 子

藤 本 光 司

有

無

有

無

無

無

無

無

無

無

無

無

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

松 本 雅 至

宮 島 伸 文

宮 島 宏 文

稲 田 元 正

木 村 由 美

乾 直 哉

木 田 悟 朗

柴 田 麻 緒

竹 田 雅 実

辰 巳 庄 司

野 本 裕 之

巳 波 生 治

無

無

無

無

無

無

無

無

無

無

無

無

計 名（うち女性 名）
（注 ）上田悦男、清水博司、乾直哉、巳波生治は、農協法第 条第 項第１号の規定に該当

する理事です。
（注 ）畑中正史、田村嘉宏、宮内馨、宮崎郁治、松本恭一、松本雅至、宮島伸文、稲田元正、

木田悟朗、竹田雅実、野本裕之は、農協法施行規則第７６条の 第１項第１号“ヘ”の規
定に該当する理事です。

（注 ）畑中正史、宮内馨、宮崎郁治、竹中英明、茅野仁、松本雅至、宮島伸文、宮島宏文、
木村由美、柴田麻緒、竹田雅実は、農協法第３０条第１２項第２号の規定に該当する理事
です。

○監事 令和 年７月１日現在

役職名 氏 名 役職名 氏 名

代表監事

常勤監事

監 事

藤 井 政 寛

斎 藤 聡

金 田 順 一

監 事

監 事

尾 名 み ど り

山 上 真 理

計 名（うち女性 名）
（注 ）尾名みどり、山上真理は、農協法第 条第 ４項に定める要件を満たす員外監事です。

３．会計監査人の名称
令和６年７月１日現在

名称 代表者 主たる事務所

みのり監査法人 理事長 大森一幸 東京都港区芝 丁目 －

４．組合員数
（単位：人、団体）

区 分 令和 年度 令和 年度

正
組
合
員

個 人

法人
農 事 組 合 法 人

そ の 他 の 法 人

小 計

准
組
合
員

個 人

農 業 協 同 組 合 － －

農 事 組 合 法 人 － －

そ の 他 の 団 体 ２

小 計

合 計
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．役員一覧
○理事 令和６年７月１日現在

役職名 氏 名 代表権 役職名 氏 名 代表権

代表理事組合長

副組合長理事

代表理事専務

常務理事

常務理事

常務理事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

畑 中 正 史

田 村 嘉 宏

宮 内 馨

宮 崎 郁 治

竹 中 英 明

茅 野 仁

松 本 恭 一

西 口 剛 敏

上 田 悦 男

清 水 博 司

谷 野 滋 子

藤 本 光 司

有

無

有

無

無

無

無

無

無

無

無

無

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

理 事

松 本 雅 至

宮 島 伸 文

宮 島 宏 文

稲 田 元 正

木 村 由 美

乾 直 哉

木 田 悟 朗

柴 田 麻 緒

竹 田 雅 実

辰 巳 庄 司

野 本 裕 之

巳 波 生 治

無

無

無

無

無

無

無

無

無

無

無

無

計 名（うち女性 名）
（注 ）上田悦男、清水博司、乾直哉、巳波生治は、農協法第 条第 項第１号の規定に該当

する理事です。
（注 ）畑中正史、田村嘉宏、宮内馨、宮崎郁治、松本恭一、松本雅至、宮島伸文、稲田元正、

木田悟朗、竹田雅実、野本裕之は、農協法施行規則第７６条の 第１項第１号“ヘ”の規
定に該当する理事です。

（注 ）畑中正史、宮内馨、宮崎郁治、竹中英明、茅野仁、松本雅至、宮島伸文、宮島宏文、
木村由美、柴田麻緒、竹田雅実は、農協法第３０条第１２項第２号の規定に該当する理事
です。

○監事 令和 年７月１日現在

役職名 氏 名 役職名 氏 名

代表監事

常勤監事

監 事

藤 井 政 寛

斎 藤 聡

金 田 順 一

監 事

監 事

尾 名 み ど り

山 上 真 理

計 名（うち女性 名）
（注 ）尾名みどり、山上真理は、農協法第 条第 ４項に定める要件を満たす員外監事です。

３．会計監査人の名称
令和６年７月１日現在

名称 代表者 主たる事務所

みのり監査法人 理事長 大森一幸 東京都港区芝 丁目 －

４．組合員数
（単位：人、団体）

区 分 令和 年度 令和 年度

正
組
合
員

個 人

法人
農 事 組 合 法 人

そ の 他 の 法 人

小 計

准
組
合
員

個 人

農 業 協 同 組 合 － －

農 事 組 合 法 人 － －

そ の 他 の 団 体 ２

小 計

合 計

５．組合員組織の状況
（単位：人）

組織名 構成員数

実 行 組 合

女 性 会

成 年 部 会

（注）上記はすべて自組合の組織の一部である組合員組織です。

６．特定信用事業代理業者の状況

該当する代理業者はありません。

７．地区一覧
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８．沿革・あゆみ

平成１４年 ５月２９日 大阪府より大阪中河内農業協同組合設立認可を受ける

６月 １日 大阪中河内農業協同組合進発式行う

（ 柏原市・ 松原市・ 東大阪市・ 八尾市・ 長瀬の５

が合併）

６月１４日 広報誌「はぐくみ」創刊号を発刊

７月 １日 ＪＡ大阪中河内実行組合長連絡協議会が発足

７月１６日 ＪＡ大阪中河内女性会が発足

７月３１日 宅地建物取引業免許証を大阪府より受ける

１０月２４日 ＪＡ大阪中河内有機化成３８０（独自銘柄）を作成

１１月 日 松原地区で第 回松原市農業祭を開催

１１月１６日 東大阪地区で まつりを開催

平成１５年 ３月 ３日 合併記念旅行を実施（～３月２０日）

３月１１日 ＪＡ大阪中河内第１回女性会大会を開催

平成１６年 ２月１２日 第１回施設整備合理化委員会を開催 （～ 月 日）

平成１７年 １月１８日 施設整備合理化（案）地区別説明会実施（～２月１日）

３月 ７日 女性会「女性・家の光」大会を開催

３月１４日 合併３周年記念旅行実施（～２４日）

１２月２３日 農産物直販フリーマーケット開設

平成１８年 ２月２４日 店舗統廃合実施（５支店１出張所）

平成１９年 １月 ４日 投資信託販売開始

１月１６日 合併５周年記念旅行実施（～２５日）

１２月１６日 長瀬地区で第１回ＪＡまつりを開催

１２月２７日 貯金総額 億円を達成

平成２０年 ２月１６日 第 回大阪中河内農産物フェア開催

５月 日 柏原支店リニューアルオープン

月３０日 直売所「畑のつづき」オ－プン

１１月１６日 八尾地区で第１回農業祭を開催

１１月 日 天美南支店リニューアルオープン

平成２１年 ３月 日 南高安支店リニューアルオープン

９月２４日 北高安支店リニューアルオープン

１２月１６日 松原農産物直売所リニューアルオープン

平成２ 年 月１１日 柏原地区で第１回ＪＡまつりを開催

１０月 日 松原支店リニューアルオープン

１ 月 日 女性大会「元気！輝け女性会」開催

平成２ 年 月１ 日 久宝寺支店移設オープン
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８．沿革・あゆみ
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平成１７年 １月１８日 施設整備合理化（案）地区別説明会実施（～２月１日）

３月 ７日 女性会「女性・家の光」大会を開催

３月１４日 合併３周年記念旅行実施（～２４日）

１２月２３日 農産物直販フリーマーケット開設

平成１８年 ２月２４日 店舗統廃合実施（５支店１出張所）

平成１９年 １月 ４日 投資信託販売開始

１月１６日 合併５周年記念旅行実施（～２５日）

１２月１６日 長瀬地区で第１回ＪＡまつりを開催

１２月２７日 貯金総額 億円を達成

平成２０年 ２月１６日 第 回大阪中河内農産物フェア開催

５月 日 柏原支店リニューアルオープン

月３０日 直売所「畑のつづき」オ－プン

１１月１６日 八尾地区で第１回農業祭を開催

１１月 日 天美南支店リニューアルオープン

平成２１年 ３月 日 南高安支店リニューアルオープン

９月２４日 北高安支店リニューアルオープン

１２月１６日 松原農産物直売所リニューアルオープン

平成２ 年 月１１日 柏原地区で第１回ＪＡまつりを開催

１０月 日 松原支店リニューアルオープン

１ 月 日 女性大会「元気！輝け女性会」開催

平成２ 年 月１ 日 久宝寺支店移設オープン

平成２ 年 月 日 農産物直売所「畑のつづき長瀬店」オ－プン

月 日 合併 周年記念式典開催

月１ 日 衣摺支店・寿町支店統合し、ながせ支店新築オープン

月１ 日 農産物直売所「畑のつづき東大阪店」オ－プン

平成２ 年 月 日 亀井支店・久宝寺支店統合

月 日 「八尾若ごぼう」地域団体商標登録の取得

月１ 日 農産物直売所「畑のつづき柏原店」オ－プン

平成２ 年 月 日 天美支店・天美南支店統合し、天美支店新築オープン

月 日 貯金総額 億円を達成

月 日 営農総合センターオープン

月 日 女性会会員数 名突破

月 日 農産物直売所「畑のつづき天美店」オ－プン

平成２ 年 月 日 弥刀支店新築オープン

月 日 柏原地区料理教室オープン

平成２８年 ２月２９日 孔舎衙支店・日下貝塚支店統合

３月１４日 久宝寺支店・龍華支店統合、弥刀支店・大蓮支店統合

１０月１１日 農産物直売所「畑のつづき東大阪店」新築オ－プン

平成２９年 ３月１３日 大蓮出張所新築オープン

４月０１日 介護福祉総合センター「あぐりんの家」オープン

４月２３日 合併１５周年記念祝賀会開催

平成３０年 月 ２日 龍華久宝寺支店龍華出張所・農産物直売所「畑のつづき龍華店」新築オ－

プン

８月 １日 長瀬地区料理教室オープン

１０月 ３日 地域ふれあい施設「あぐりん広場☆南高安北」オープン

１０月１５日 南高安支店・南高安北支店統合し、南高安支店新築オープン

平成３１年 １月 １日 広報誌「はぐくみ」創刊１００号を発刊

３月 １日 農産物直売所「畑のつづき八尾店」リニューアルオープン

４月１０日 ホームページリニューアル

令和元年 １１月 １日 農業専門「無料職業紹介事業」 開始

令和２年 ７月 １日 農業用機械レンタル事業 開始

令和３年 ３月 ３日 第７１回「家の光文化賞」を受賞

３月２５日 営農センター・購買所・直売所にて コード決済取扱開始

令和４年 ２月１４日 大正支店新築オープン

５月 ６日 移動販売車による農産物販売 開始

６月 １日 合併２０周年 （各種記念事業を実施）

令和５年 月２１日 合併２０周年記念旅行を実施（～９月２２日）

令和６年 月１１日 農産物直売所「畑のつづき天美店」リニューアルオープン
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９．店舗一覧 令和６年７月１日現在

施設の名称 所在地の住所 電話番号

事業内容

信
用

共
済

購
買

販
売

指
導

介
護

ＡＴＭ

本 店 八尾市南小阪合町 （ ） ○ ○ ○

萱 振 支 店 八尾市萱振町 （ ） ○ ○ ○

山 本 支 店 八尾市山本町 （ ） ○ ○ ○

八 尾 駅 前 支 店 八尾市東本町 （ ） ○ ○ ○

南 高 安 支 店 八尾市恩智中町２ （ ） ○ ○ ○

龍 華 久 宝 寺 支 店 八尾市龍華町 （ ） ○ ○ ○

龍 華 出 張 所 八尾市東太子 （ ） ○ ○ ○

高 安 支 店 八尾市服部川 （ ） ○ ○ ○

北 高 安 支 店 八尾市大竹 （ ） ○ ○ ○

曙 川 支 店 八尾市八尾木 （ ） ○ ○ ○

大 正 支 店 八尾市太田 （ ） ○ ○ ○

志 紀 支 店 八尾市田井中 （ ） ○ ○ ○

堅 下 支 店 柏原市大県 （ ） ○ ○ ○

柏 原 支 店 柏原市大正 （ ） ○ ○ ○

堅 上 支 店 柏原市大字雁多尾畑 （ ） ○ ○ ○

国 分 支 店 柏原市国分本町 （ ） ○ ○ ○

玉 手 出 張 所 柏原市玉手町 （ ） ○ ○ ○

恵 我 支 店 松原市大堀 （ ） ○ ○ ○

松 原 支 店 松原市上田 （ ） ○ ○ ○

天 美 支 店 松原市天美東７ ８ （ ） ○ ○ ○

布 忍 支 店 松原市南新町 （ ） ○ ○ ○

三 宅 支 店 松原市三宅中 （ ） ○ ○ ○

石 切 支 店 東大阪市中石切町 （ ） ○ ○ ○

枚 岡 支 店 東大阪市箱殿町 （ ） ○ ○ ○

孔 舎 衙 支 店 東大阪市日下町 （ ） ○ ○ ○

な が せ 支 店 東大阪市寿町 （ ） ○ ○ ○

弥 刀 支 店 東大阪市友井 （ ） ○ ○ ○

大 蓮 出 張 所 東大阪市大蓮北 （ ） ○ ○ ○

長 瀬 駅 前 支 店 東大阪市菱屋西 （ ） ○ ○ ○
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９．店舗一覧 令和６年７月１日現在

施設の名称 所在地の住所 電話番号

事業内容

信
用

共
済

購
買

販
売

指
導

介
護
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志 紀 支 店 八尾市田井中 （ ） ○ ○ ○

堅 下 支 店 柏原市大県 （ ） ○ ○ ○

柏 原 支 店 柏原市大正 （ ） ○ ○ ○

堅 上 支 店 柏原市大字雁多尾畑 （ ） ○ ○ ○

国 分 支 店 柏原市国分本町 （ ） ○ ○ ○

玉 手 出 張 所 柏原市玉手町 （ ） ○ ○ ○

恵 我 支 店 松原市大堀 （ ） ○ ○ ○

松 原 支 店 松原市上田 （ ） ○ ○ ○

天 美 支 店 松原市天美東７ ８ （ ） ○ ○ ○

布 忍 支 店 松原市南新町 （ ） ○ ○ ○

三 宅 支 店 松原市三宅中 （ ） ○ ○ ○

石 切 支 店 東大阪市中石切町 （ ） ○ ○ ○

枚 岡 支 店 東大阪市箱殿町 （ ） ○ ○ ○

孔 舎 衙 支 店 東大阪市日下町 （ ） ○ ○ ○

な が せ 支 店 東大阪市寿町 （ ） ○ ○ ○

弥 刀 支 店 東大阪市友井 （ ） ○ ○ ○

大 蓮 出 張 所 東大阪市大蓮北 （ ） ○ ○ ○

長 瀬 駅 前 支 店 東大阪市菱屋西 （ ） ○ ○ ○

施設の名称 所在地の住所 電話番号

事業内容

信
用

共
済

購
買

販
売

指
導

介
護

ＡＴＭ

営 農 総 合 セ ン タ ー
営農総合センター営農購買所含む

八尾市服部川 （ ） ○ ○ ○

松 原 営 農 セ ン タ ー 松原市三宅西 （ ） ○ ○ ○

八 尾 西 部 営 農 購 買 所 八尾市久宝寺 （ ） ○ ○ ○ ○

柏 原 営 農 購 買 所 柏原市大県 （ ） ○ ○ ○

孔 舎 衙 営 農 購 買 所 東大阪市日下町 （ ） ○ ○ ○

衣 摺 営 農 購 買 所 東大阪市衣摺 （ ） ○ ○ ○ ○

直 売 所 畑のつづき八尾店 八尾市山本町南 （ ） ○ ○

直 売 所 畑のつづき龍華店 八尾市東太子 （ ） ○

直 売 所 畑のつづき柏原店 柏原市大県 （ ） ○

直 売 所 畑のつづき松原店 松原市上田５ （ ） ○

直 売 所 畑のつづき天美店 松原市天美南 （ ） ○

直売所 畑のつづき東大阪店 東大阪市日下町 （ ） ○

直 売 所 畑のつづき長瀬店 東大阪市菱屋西 （ ） ○

介 護 福 祉 総 合 セ ン タ ー
あ ぐ り ん の 家

東大阪市日下町 （ ） ○ ○

（注）指導の項目の○印は、営農指導員の常駐する店舗です。
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店外ＡＴＭ一覧

施設の名称 所在地の住所 管理店舗

恩 智 駅 前 八尾市恩智中町
南高安支店

南 高 安 北 八尾市教興寺

安 中 八尾市安中町

龍華久宝寺支店亀 井 八尾市竹渕東

久 宝 寺 八尾市久宝寺

南 山 本 八尾市山本町南 曙川支店

木 の 本 八尾市南木の本 大正支店

法 善 寺 駅 前 柏原市平野 堅下支店

一 津 屋 松原市一津屋 恵我支店

石 切 駅 前 東大阪市東石切町 石切支店

日 下 貝 塚 東大阪市日下町 孔舎衙支店

衣 摺 東大阪市衣摺
ながせ支店

寿 町 東大阪市寿町

大 蓮 北 東大阪市大蓮北 弥刀支店

グルメシティ長瀬店 東大阪市小若江 長瀬駅前支店

ＡＴＭのご利用時間は下記のとおりです。（本店除く）

平 日 ８時～２１時

土・日・祝日 ８時～２１時
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【参考】開示項目一覧 
【農業協同組合法施行規則第204条に基づく開示項目】 

1.組合の概況及び組織に関する事項  5.組合の直近の2事業年度における財産の状況に関する事項 

 

 

業務の運営の組織…………………………………………………………… 86 貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は損失金  

理事、経営管理委員及び監事の氏名及び役職名………………………… 87 処理計算書………………………………………………………………… 39 

会計監査人設置組合にあっては、会計監査人の氏名又は名称…………

称……………………………………………………… 

87 債権のうち下に掲げるものの額及び①～④までの合計額……………

………………………… 

65 

事務所の名称及び所在地…………………………………………………… 91 ①破産更生債権及びこれらに準ずる債権、②危険債権、  

当該組合を所属組合とする特定信用事業代理業者に関する事項……… 88 ③三月以上延滞債権、④貸出条件緩和債権、⑤正常債権  

    元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された  

２.組合の主要な業務の内容  信託を含む。）に係る債権のうち下に掲げるものの額及び①～④  

  主要な業務の内容……………………………………………………………

……… 

23 までの合計額…………………………………………………………… 66 

  ①破産更生債権及びこれらに準ずる債権、②危険債権、  

3.組合の主要な業務に関する事項  ③三月以上延滞債権、④貸出条件緩和債権、⑤正常債権  

直近の事業年度における事業の概況………………………………………… 5 自己資本の充実の状況について農林水産大臣及び金融庁長官  

直近の5事業年度における主要な業務の状況を示す指標………………… 59 が別に定める事項………………………………………………………… 75 

経常収益、経常利益又は経常損失、当期剰余金又は当期損失金  下の取得価額又は契約価額、時価及び評価損益……………………… 69 

出資金及び出資口数、純資産額、総資産額、貯金等残高  有価証券、金銭の信託、デリバティブ取引、 

 

 

貸出金残高、有価証券残高、単体自己資本比率  金融等デリバティブ取引、有価証券関連デリバティブ取引  

法第52条第2項の区分毎の剰余金の配当の金額、職員数  貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額……………………………… 66 

直近の2事業年度における事業の状況を示す指標  貸出金償却の額…………………………………………………………… 66 

主要な業務の状況を示す指標  会計監査人設置組合にあっては、法第37条の2第3項の規定に  

事業粗利益、事業粗利益率、事業純益、実質事業純益、コア事業純益

……………………………………………… 

 基づき会計監査人の監査を受けている旨……………………………… 58 

及びコア事業純益（投資信託解約損益を除く）………………………… 60 【その他の開示項目(任意開示項目)】  

資金運用収支、役務取引等収支及びその他事業収支…………………… 60 

 

ごあいさつ………………………………………………………………… 1 

資金運用勘定及び資金調達勘定の平均残高、利息、利回り  経営理念…………………………………………………………………… 2 

及び総資金利ざや…………………………………………………………… 60 経営方針…………………………………………………………………… 2 

受取利息及び支払利息の増減……………………………………………… 61 

 

内部統制システム基本方針……………………………………………… 4 

総資産経常利益率及び資本経常利益率…………………………………… 74 経営管理体制……………………………………………………………… 5 

総資産当期純利益率及び資本当期純利益率……………………………… 74 農業振興活動………………………………………………………………  9 

貯金に関する指標  地域貢献情報等……………………………………………………………  9 

 
流動性貯金、定期性貯金、譲渡性貯金その他の貯金の平均残高……… 62 組合員から監事への情報提供窓口………………………………………

ト…………………………………………………… 

15 

 固定自由金利定期貯金、変動自由金利定期貯金及びその他の区分  利用者保護等への取り組み……………………………………………… 16 

 ごとの定期貯金の残高……………………………………………………… 62 利益相反管理への取り組み……………………………………………… 16 

 
貸出金等に関する指標  反社会的勢力への対応…………………………………………………… 18 
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 固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高……………………… 63 個人情報保護方針………………………………………………………… 21 
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33 
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